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八 戸 市 



八 戸 市 環 境 方 針 

八戸市が将来に向けて目指すべき環境像を次のとおりとします。 

「人と自然が共生する持続可能な都市 八戸」 

 

１．人と自然が共生し、豊かな自然と生物多様性が将来へ引き継がれる「自然共

生社会」の実現を目指します。 

２．きれいな空気や静穏な環境に囲まれ、緑や水辺、景観や文化・歴史環境に触

れることができる「快適環境社会」の実現を目指します。 

３．温室効果ガスの排出が少ない「低炭素社会」の実現を目指します。 

４．３Ｒの取組が浸透し、環境負荷の低減が図られるとともに、地域経済の活性

化にも繋がる「循環型社会」の実現を目指します。 

５．一人ひとりが積極的に自然とふれあい、学ぶことができる機会の創出と環境

に配慮した行動に繋がるための仕組みづくりを目指します。 

６．継続的改善 

  市が実施する事務・事業の環境負荷を低減するため、目的、目標を設定し定

期的に見直しを行い、汚染の予防を含めた継続的な環境改善に努めます。 

７．法令の遵守 

  環境に関連する法令及びその他の合意事項を遵守します。 

８．職員の教育 

  職員の環境保全に対する意識の向上を図るため、教育、訓練を行います。 

 

                          平成 25年３月 29日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表紙写真：雑紙バッグ 

家庭で紙を再利用する方法の一つとして、市民向けイベント等において雑紙バッグ作り体

験や完成品の配布を行いました。 

 

本書は、令和２年度における八戸市の環境の現況と、「第２次八戸市環境基本計画」

に基づく施策の状況をまとめた年次報告書です。 
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第１章 八戸市の概要 



 

１ 位置 

 八戸市は太平洋を臨む青森県の南東部に位置し、北は

おいらせ町及び五戸町、西は南部町、南は階上町及び岩

手県軽米町に接している。 

 地形は、なだらかな台地に囲まれた平野が太平洋に向

かって広がり、その平野を三分するように馬淵川、新井

田川の２本の川が流れている。 

 臨海部には大規模な工業港、漁港、商業港が整備され

ており、背後に工業地帯が形成され、優れた漁港施設や

背後施設を有する全国屈指の水産都市、北東北随一の工

業都市として、地域の拠点となっている。 

 また、平成 17年３月 31日に合併した南郷地区は、「ジ

ャズとそばのまち」として全国的な知名度を誇り、ブル

ーベリーなどの地場産品を活かした特産物の開発なども

行われている。 

 

２ 気候 
 

 東北地方の北部にありながら、太平洋側に位置しているため、冬は雪が少なく、日照時間が長いとい

う特徴がある。また、春から夏にかけての冷涼な偏東風（やませ）が吹くことも当地方の特徴といえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内他都市との月平均気象の比較（気象庁ホームページの気象データを元に作成） 

-1-



 

３ 人口 
 

  人口（人） 
世帯数（世帯） 

男 女 計 

107,498 117,119 224,617 109,555 

資料：令和３年３月31日現在 住民基本台帳人口 

 

４ 面積 
305.56km2（資料：令和３年１月１日現在 国土地理院） 

 

５ 都市計画の用途地域別面積                           

                                         （単位：km2 ） 

用途地域 面積 用途地域 面積 

第１種低層住居専用地域 15.59 準住居地域 0.69 
第２種低層住居専用地域 0.70 近隣商業地域 1.42 
第１種中高層住居専用地域 2.90 商業地域 2.29 
第２種中高層住居専用地域 7.48 準工業地域 4.29 
第１種住居地域 8.11 工業地域 3.75 
第２種住居地域 1.99 工業専用地域 9.70 

  合計 58.91 

資料：令和３年３月31日現在 都市政策課調べ 

６ 産業 
 全国有数の水産都市として知られ、水揚量は常に上位にある。さらに、昭和39年の新産業都市の指定

により、大規模な港湾の整備や関連する産業の集積が進み、現在では、北東北を代表する工業・物流の

拠点都市として発展している。 
 

製 造 品 出 荷 額 等 の 推 移（従業者４人以上の事業所）  単位：事業所、人、百万円 

区  分 

平成 29年 平成 30年 令和元年 

事業所 従業者 
製造品 
出荷額等 

事業所 従業者 
製造品 
出荷額等 

事業所 従業者 
製造品 
出荷額等 

総数（A) 319 13,505 534,135 333 14,159 569,085 328 14,178 547,475 

食料品 92 4,368 101,353 94 4,511 105,473 92 4,437 102,004 
飲料・飼料 19 410 84,906 21 482 90,929 20 482 91,399 

繊維工業 13 235 2,111 12 238 1,978 10 210 2,174 

木材・木製品 9 133 5,631 10 132 5,671 8 112 6,364 

家具・装備品 7 118 2,565 7 114 2,691 7 116 2,492 

パルプ・紙 8 1,394 81,784 6 1,296 81,573 7 1,352 79,297 

印刷 20 292 3,203 20 288 3,069 20 280 3,179 

化学工業 8 310 10,430 6 313 10,209 5 310 9,829 

石油・石炭 3 27 2,759 3 28 2,667 3 28 2,741 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品 3 125 5,662 4 125 5,232 4 129 5,523 

ゴム製品 2 10 X 2 11 X 2 12 
 

X 

窯業・土石 15 383 16,456 15 402 17,276 15 396 16,628 

鉄鋼 11 1,224 76,576 12 1,253 87,910 9 1,210 77,608 

非鉄金属 6 792 31,839 7 862 32,258 8 936 34,920 

金属製品 38 709 14,846 44 802 17,579 44 830 19,163 

はん用機械 6 83 1,905 7 88 1,570 7 124 2,109 

生産用機械 20 772 24,313 21 738 31,460 24 792 28,310 

業務用機械    1 50 X 1 51 X 

電子部品 9 525 6,595 9 597 6,523 10 655 7,047 

電気機械 6 192 6,794 7 346 9,621 8 352 9,223 

情報通信機械 1 53 X 1 90 X 1 64 X 

輸送用機械 16 1,262 51,855 15 1,295 52,454 14 1,203 44,746 

その他 7 88 1,007 9 98 1,102 9 97 864 

県総数（B） 1,368 56,739 1,912,133 1,377 57,586 1,779,322 1,342 56,877 1,727,105 

A/B (%) 23.3 23.8 27.9 24.2 24.6 32.0 24.4 24.9 31.7 

※Xは秘匿された数値だが、総数には含まれている。 

※全て各翌年の工業統計調査結果 

※業務用機械は令和元年度工業統計調査より追加された項目 
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 産業（大分類）別 15歳以上就業者数 

産業分類 人数（人） 構成比（%） 

総  数 108,032 100 

内  訳   

 第１次産業   3,625 3.4 

   農業、林業  2,873 2.7 

   漁業      752 0.7 

 第２次産業   24,286 22.5 

   鉱業、採石業、砂利採取業  165 0.2 

   建設業      10,092 9.3 

   製造業      14,029 13.0 

 第３次産業   77,656 71.9 

   電気・ガス・熱供給・水道業  645 0.6 

   情報通信業      1,374 1.3 

   運輸業、郵便業  7,085 6.6 

   卸売業・小売業   19,305 17.9 

   金融・保険業 2,495 2.3 

  不動産業、物品賃貸業  1,661 1.5 

   学術研究、専門・技術サービス業 2,358 2.2 

   宿泊業、飲食サービス業  5,786 5.4 

   生活関連サービス業、娯楽業 4,436 4.1 

   教育、学習支援業  5,254 4.9 

   医療、福祉  14,338 13.3 

   複合サービス業  636 0.6 

   サービス業（他に分類されないもの）     6,691 6.2 

   公務（他に分類されないものを除く）     5,592 5.2 

分類不能の産業    2,465 2.3 

資料：平成 27年 10月 1日現在、国勢調査資料 

※構成比は端数処理の関係により、縦計が合わない場合がある。 
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第２章 環境行政の概要 



 

１ 機構と配置職員 （令和３年４月１日現在） 

管路維持グループ・水質検査グループ・施設管理グループ下水道施設課(22名)

環境政策推進グループ・資源リサイクルグループ

下水道業務課(18名)

下水道建設課(31名)

調査指導グループ・廃棄物対策グループ

管理グループ・収集グループ

管理グループ・料金グループ・水洗化普及グループ

計画調査グループ・整備第一グループ・整備第二グループ

整備第三グループ

環境政策課(14名)

環境保全課(20名)

清掃事務所(23名)

市長

副市長

環境部(129名)

部長

２ 分掌事務 （令和３年４月１日現在） 

［環境政策課］ 

１ 環境に関する総合的な施策の企画立案及び連

絡調整に関すること。 

２ 資源循環型社会に関すること。 

３ 地球温暖化防止対策に関すること。 

４ 環境マネジメントシステムに関すること。 

５ 環境に関する意識の啓発に関すること。 

６ 環境審議会に関すること。 

７ 自然保護に関すること。 

８ 清掃思想の普及に関すること。 

９ 廃棄物の減量及び再資源化の普及に関するこ

と。 

10 一般廃棄物処理に係る総合的な企画及び調整

に関すること。 

11 エネルギー政策に関すること。 

 

〔環境保全課〕 

１ 公害防止協定に関すること。 

２ 公害関係法令に基づく届出及び許可に関する

こと。 

３ 大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、

地盤沈下及び悪臭の調査及び防止対策に関す

ること。 

４ ダイオキシン類による環境の汚染防止対策に

関すること。 

５ 公害に係る工場、事業所等への立入指導、改善

勧告及び改善命令に関すること。 

６ 大気汚染、公共用水域、地下水及び自動車騒音

の常時監視に関すること。 

７ 公害に関する相談及び苦情に関すること。 

８ 浄化槽に関すること。（合併処理浄化槽設置整

備事業に係る事務を除く。） 

９ 生活環境の保全に関すること。（他課の分掌に

係る事務を除く。） 

10 一般廃棄物処理業の許可及び指導監督に関す

ること。 

11 一般廃棄物の広域処理に関すること。 

12 一般廃棄物処理施設の設置の許可及び指導監

督に関すること。 

13 産業廃棄物処理業の許可及び指導監督に関す

ること。 

14 産業廃棄物処理施設の設置の許可及び指導監

督に関すること。 

15 ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管等の届出の

受理及び指導監督に関すること。 

16 使用済自動車の引取業者及びフロン類回収業
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者の登録並びに解体業及び破砕業の許可及び

指導監督に関すること。 

17 産業廃棄物の不法投棄及び不適正処理の対策

に関すること。 

18 多量排出事業者の産業廃棄物処理計画及び実

施状況の報告に関すること。 

19 産業廃棄物管理票の交付等の状況の報告に関

すること。 

 

〔清掃事務所〕 

１ 一般廃棄物搬入許可証の発行に関すること。 

２ 動物死体焼却場の運営管理に関すること。 

３ 一般廃棄物最終処分場の運営管理に関するこ

と。 

４ 一般廃棄物の収集運搬業務の計画及び実施に

関すること。 

５ 廃棄物の不法投棄防止及び適正処理に関する

こと。 

 

〔下水道業務課〕 

１ 八戸市下水道事業（以下「下水道事業」とい

う。）の経営に関すること。 

２ 下水道事業の予算、決算、経理及び庶務に関

すること。 

３ 下水道事業の金銭出納に関すること。 

４ 下水道事業の収入及び支出命令の審査に関す

ること。 

５ 下水道事業の現金、預金及び有価証券の出納

保管に関すること。 

６ 下水道事業の会計諸帳簿及び証拠書類の保管

に関すること。 

７ 下水道事業の小切手に関すること。 

８ 下水道事業の出納取扱金融機関及び収納取扱

金融機関に関すること。 

９ 公共下水道の供用開始及び廃止に関すること。 

10 下水道事業用地の取得及び占用使用の許可に

関すること。 

11 受益者負担金等の賦課徴収に関すること。 

12 下水道使用料等の賦課徴収に関すること。 

13 排水設備工事業者の指定及び指導に関するこ

と。 

14 排水設備工事に関すること。 

15 下水道の普及促進に関すること。 

16 私道への下水道整備に関すること。 

17 下水道事業認可区域外流入に関すること。 

18 合併処理浄化槽設置整備事業に関すること。 

 

〔下水道建設課〕 

１ 下水道事業の計画及び調査に関すること。 

２ 下水道事業の認可申請に関すること。 

３ 開発許可申請に伴う下水道施設等の協議に関

すること。 

４ 下水道事業の計画に関する資料の収集及び管

理に関すること。 

５ 下水道事業に係る工事の施行に関すること。 

６ 都市下水路工事の施行に関すること。 

７ 下水道事業に係る補償契約の締結に関するこ

と。 

 

〔下水道施設課〕 

１ 下水道施設等の維持管理に関すること。 

２ 下水道台帳の整備及び保管に関すること。 

３ 下水道施設等の水質分析及び水質維持に関す

ること。 

４ 除害施設に関すること。 

５ 終末処理場の運転管理に関すること。 

６ 住宅団地汚水処理場の運転管理に関すること。 
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第３章 第２次八戸市環境基本計画の概要 



 

１ 計画の役割  

  市では、平成 16年 12月に環境施策の基本理念を定めた八戸市環境基本条例を制定し、そして、環 

境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、平成 17年２月に八戸市環境基本

計画、平成 25年３月に第２次八戸市環境基本計画を策定し、関連施策を推進してきた。また、平成 

30年３月には、環境の状況変化に対応するため、第２次八戸市環境基本計画の改定を行った。 

この計画は、八戸市総合計画及び八戸市復興計画における環境関連分野の施策を推進する役割を担 

うものであり、市の環境施策のほか、市民・事業者の環境に配慮した行動を推進するための指針も示 

している。 

 

２ 八戸市の目指す環境像 

  「人と自然が共生する持続可能な都市 八戸」 

 

３ 基本目標 

  八戸市の目指す環境像の実現のために５つの基本目標を設定し、基本目標ごとに対象とする環境項

目・効果指標を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の期間 

  平成 25（2013）年度から令和４（2022）年度までの 10年間とする。 

 

５ 計画の推進及び進行管理について 

  各部の次長で構成される「環境管理委員会」において、計画の進行管理や関連施策などの総合的な

調整を行い、具体的な取組の実施にあたっては、関係部署間で相互連携を図りながら推進している。

また、庁内における環境マネジメントシステム及びうみねこプランの推進体制を活用し、ＰＤＣＡサ

イクルにより計画の進行管理を行っている。 

本計画に基づく市の施策や目標の達成状況の評価等については、八戸市環境審議会において行うこ 

ととし、調査・測定等の結果を取りまとめた年次報告書として「八戸の環境」を位置付けている。 

 

水環境、土壌、地盤、森林、 

農地、生物多様性など 
１．自然共生社会づくり 

２．快適環境社会づくり 

３．低炭素社会づくり 

４．循環型社会づくり 

５．良好な環境を支える人・ 

仕組みづくり 

 

大気、悪臭、騒音・振動、公園、

景観、文化・歴史環境など 

省エネルギー、再生可能エネル

ギー、都市基盤など 

３Ｒ、廃棄物の適正処理、 

リサイクル関連産業など 

環境教育・環境学習、環境関連

情報、環境配慮行動など 

人と自然が共生する持続可能な都市 八戸 

＜環境像＞ 

＜対象とする環境の範囲＞ ＜基本目標＞ 
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第４章 環境施策の現状 



 

 

１ 清らかな水の保全 

(1)概況 

当市の東方は太平洋に面して海岸線が長く延び、そこには馬淵川をはじめ、新井田川、五戸川、 

奥入瀬川等の河川が流れ込んでいる。生活環境の保全に関する環境基準（生活環境項目）は、河川・ 

湖沼・海域ごとにその利用状況に応じた水域類型が定められ、当市域内では、４河川と２海域が指 

定を受けていたが、令和２年３月に新たに世増ダム貯水池が湖沼として類型指定された。 

良好な水環境の保全のため、定期的な調査で公共用水域や地下水の水質状況を把握し、事業場の 

監視・指導による改善、各家庭への汚濁負荷量削減の啓発・普及活動の推進に努めている。下水道 

等の汚水処理施設からの放流水にも、法令等による排水基準が適用され、随時、立入検査をしてい 

る。 

 

(2)公共用水域の監視 

①河川 

新井田川、馬淵川、五戸川及び奥入瀬川の主要４河川が、類型指定を受けている。〔P.68：(1)-1、 

(1)-2、P.79：図2-1〕水質測定計画に基づき、国が馬淵川を、県が奥入瀬川を、当市が新井田川、 

五戸川及び浅水川（馬淵川の支川）を調査している。生活環境項目であるＢＯＤは、７水域全て 

で環境基準を達成した。〔P.77：表1-1〕また、カドミウム・鉛等の健康項目は、５地点全てで環 

境基準を達成した。水生生物の保全に係る項目は、３地点全てで環境基準を達成した。  

 

◆新井田川 

岩手県久慈市多々良山に源を発し、軽米町で雪谷川と合流し青森県境を経て、当市東部の市 

街地を流下する流路延長約78.1km、流域面積約585.4km2の二級河川である。当市流路延長は約 

22.6km、流域の上水道、農業用水等に利用されている。管内における環境基準の類型は、長館 

橋から上流がＡ類型、下流がＢ類型。環境基準点におけるＢＯＤは平成２年度以降、環境基準 

を達成している。 

 

図1-1 新井田川のＢＯＤ経年変化 

 

◆馬淵川 

岩手県岩手郡葛巻町袖山に源を発し、多くの支川を合流しながら、岩手県北部と青森県南部 

を流下する幹線流路延長約142.4km、流域面積は３市７町１村にまたがる約2,050km2の一級河川。 

当市域流路延長は約14.3km、流域の上水道、農業用水、工業用水等に広く利用されている。管 

内の環境基準の類型は、櫛引橋から上流がＡ類型、下流がＢ類型、環境基準点におけるＢＯＤ 

は昭和58年度以降、環境基準を達成している。 

 

第１節 自然共生社会づくり 
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図1-2 馬淵川のＢＯＤ経年変化 

 

◆五戸川 

新郷村の迷ケ平に源を発し、五戸町を経て、当市北部を流下する流路延長約50.7km、流域面 

    積約242.8km2の二級河川。当市域流路延長は約5.4kmである。管内の環境基準の類型はＢ類型、 

ＢＯＤは昭和49年度以降、環境基準を達成している。 

 

◆奥入瀬川 

十和田湖に源を発し、当市北部とおいらせ町の境を流下する流路延長約70.7km、流域面積約 

819.9km2の二級河川。管内の環境基準の類型は、幸運橋から上流がＡ類型、下流がＢ類型、 

ＢＯＤは昭和61年度以降、環境基準を達成している。 

 

  

図1-3 五戸川、奥入瀬川のＢＯＤ経年変化 
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②海域 

 八戸前面海域及び南浜海域の２海域が類型指定を受け、水質測定計画に基づき当市が調査をし 

ている。〔P.68：(1)-1、P.79：図 2-1〕生活環境項目であるＣＯＤは、すべての環境基準点で環

境基準を達成した。〔P.77：表 1-1〕また、カドミウム・鉛等の健康項目は７地点全てで環境基

準を達成した。  

 

◆八戸前面海域 

     奥入瀬川、五戸川、馬淵川、新井田川と臨海部に立地するパルプ・紙製造業、非鉄金属製造 

業等の大規模工場の排水が流入している。環境基準の類型は工業港(1)～(3)がＣ類型、海域甲 

（鮫、白銀前面）及び海域乙（北沼前面）がＢ類型、海域丙（北防沖、蕪島沖）がＡ類型であ

る。 

 

◆南浜海域 

主たる汚染源もなく、環境基準は全域Ａ類型である。ＣＯＤは、環境基準を達成した。 
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図1-4 海域のＣＯＤ経年変化 

 

③湖沼 

 令和２年度から新たに類型指定を受けた世増ダム貯水池について、水質測定計画に基づき当市

が調査を実施した。〔P.68：(1)-1、P.79：図2-2〕生活環境項目であるＣＯＤは、表層及び底層

にて環境基準を超過した。〔P.77：表1-1〕また、カドミウム・鉛等の健康項目は全て環境基準を

達成した。  

 

④底質 

新井田川と馬淵川、八戸前面海域５地点及び世増ダム貯水池で、底質を調査している。河川と

海域の結果は、おおむね例年通りとなっている。世増ダム貯水池は令和２年度が初回調査である。

〔P.78：表２〕 

 

⑤地下水 

当市では地下水の水質を常時監視しており、令和２年10月下旬に地下水のサンプリングを実施

した。調査内容は「概況調査」を５地点、「汚染井戸周辺地区調査」を10地点、「継続監視調査」

を35地点である。結果、６地点で硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、２地点でほう素、１地点でふっ

素、１地点で鉛が環境基準値を超過した。 

基準超過地点については、調査を継続する。なお、「継続監視調査」の35地点のうち、青森県 

   水質モニタリング調査処理方針に基づき３年連続で基準値の９割を超えないことを確認した４地 

   点及び１地点のほう素については、令和２年度で調査を終了した。〔P.80：表３〕 

 

⑥水浴場調査 

白浜及び蕪島海水浴場の開設前及び開設中の水質を調査している。開設中の水質は白浜が水質 

Ａの「適」、蕪島が水質Ｂの「可」であった。〔P.70：○水浴場、P.80：表４〕 

 

⑦ダイオキシン類調査結果 

一般環境中の河川、海域及び地下水におけるダイオキシン類による汚染状況を把握するために 

調査をしている。公共用水域６点、地下水１地点で測定を１回実施し、いずれも環境基準を達 

成した。〔P.110：表 25〕 
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⑧水質事故 

河川及び海域等における油漏れ事故が３件、内訳は車両事故１件、船舶破損１件、ホームタン

クからの油の流出が１件である。 

 

(3)水質汚濁防止対策 

水質汚濁の主な発生源は、基幹産業である水産加工場や臨海部に立地している大規模工場群から 

の排水、一般家庭からの生活排水が考えられている。当市では、それぞれの発生源に対して、法令 

等による事業場の監視・指導、各家庭への汚濁負荷量削減の啓発・普及活動を継続していく。また、 

計画的な公共下水道等の整備や、汚水処理施設の放流水の定期的な水質管理も継続して行っていく。 

 

①工場・事業場の排水監視 

海域及びこれに流入する公共用水域に排出する工場・事業場に対して、県条例に基づく規制強 

化が図られている。当市では、水質汚濁防止法、青森県公害防止条例、公害防止協定に基づき、 

延べ105事業場等に立入検査を行った。 

 

 ＜立入検査の結果＞〔P.83：表７〕 

・排水基準不適合に伴う改善指導を行い、改善対策の実施を確認 … １事業場 

・排水基準不適合のおそれに対する注意喚起 … ３事業場 

・規制対象外事業場に対する文書指導 … ０事業場 

・自主測定結果の提出を指導し、提出を確認 … ２事業場 

・氏名等変更届出書の提出を指導 … ０事業場 

・構造等変更届出書の提出を指導 … ３事業場 

 

②工場・事業場の届出・報告状況 

当市の水質汚濁防止法に基づく特定事業場は330事業場あり、そのうち有害物質の使用若しくは 

貯蔵、又は日間排水量50m3以上の規制対象事業場数は70事業場である。〔P.82：表６〕また、水 

質汚濁防止法及び青森県公害防止条例に基づく届出受理件数は42件、公害防止協定、排出水等自

主測定実施要領に基づき72事業場から測定結果の報告があった。〔P.84：表８〕 

 

③新井田川河口水域生活排水対策推進計画 

平成２年６月に水質汚濁防止法の一部が改正され、生活排水対策を推進するための制度的枠組 

みが法体系の中に組み込まれた。この中で、国、県及び市町村の責務が明確にされ、国民も生活 

排水対策についての心がけ、努力の規定が定められた。 

    平成５年12月に新井田川河口水域が県から「生活排水対策重点地域」に指定され、当市は平成 

７年３月に「新井田川河口水域生活排水対策推進計画」を策定し、令和元年度には第四次計画を

策定した。〔P.76：図１〕 

 

④公共下水道・農業集落排水施設整備事業 

公共下水道事業の、令和２年度末の下水道普及率は64.9%（行政人口224,617人に対する割合）、

処理面積は3,668.1haである。 
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    ○整備がほぼ完了した地域 

馬淵川以東 

合流式 長者・三八城・小中野 

分流式 
城下・沼館・江陽・類家・類家南・売市・根城・是川団地・田向 

旭ヶ丘団地・新都市・湊・館鼻・白銀・糠塚・湊高台・新井田西 

馬淵川以西 分流式 石堂・河原木・下長・多賀台団地 

  

 ○現在整備を進めている地域 

馬淵川以東 分流式 中居林・吹上・大久保・鮫・新井田・妙・岬台 

馬淵川以西 分流式 尻内・長苗代・市川・一番町・高館 

 

農業集落排水事業は、４地区で事業が完了、各地区の処理人口は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

⑤公共下水道・東部終末処理場・農業集落排水処理施設の維持管理 

平成20年度から農業集落排水処理施設に、平成21年度から東部終末処理場にそれぞれ包括的民 

間委託を導入し、効率的な施設の維持管理に努めている。また、公共用水域への汚濁負荷削減の 

ため、施設からの放流水にそれぞれ法令基準以下の契約基準を定めて管理している。 

    東部終末処理場の放流水には、下水道法、水質汚濁防止法、県条例による排水基準が適用され、 

水処理施設の管理のため必要な項目について毎日の日常試験、流入水や放流水の週１回の水質試 

験を実施している。 

    農業集落排水処理施設は一日市・豊崎・市野沢・島守の４地区で稼動している。放流水には、 

水質汚濁防止法、県条例による排水基準が適用され、運転管理のため必要な項目について週１回 

の計測、流入水及び放流水の月１回の水質試験を実施している。 

放流水質は年間を通して、それぞれの関連する法令の排水基準・契約基準ともに達成している。 

 

⑥合併処理浄化槽への転換促進 

生活排水による公共用水域の汚濁防止対策の一環として、し尿と雑排水を併せて処理する合併 

処理浄化槽の普及促進を図っているが、し尿のみを処理する単独処理浄化槽が未だに全体の半数 

以上を占めている。（浄化槽法では、①し尿及び雑排水を適正に処理すること、②浄化槽からの放 

流水の水質基準は、ＢＯＤ20mg/L以下、ＢＯＤ除去率 90%以上であることを規定。） 

公共下水道事業計画区域及び農業集落排水処理施設区域を除く区域の単独処理浄化槽から合併 

処理浄化槽への転換促進のため、当市では「きれいな八戸の海・川を創る浄化槽改造費用補助金 

交付事業」を行っている。この事業は、一般住宅のくみ取りトイレ及び単独処理浄化槽からの設 

置替えを対象に補助を行うもので、令和２年度の補助基数は 24基であった。 

 令和２年度からは、単独処理浄化槽からの設置替えに対して、平成 30年度から実施している補 

助金の上乗せに加え、補助対象を宅内配管工事費にも拡大し、より一層の転換促進を図っている。 

 

地区名 処理人口（人） 

一日市 地区  962 

豊 崎 地区 1,374 

市野沢 地区 1,018 

島 守 地区 1,032 
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○公共下水道事業計画区域外における合併処理浄化槽新設の推移 

年 度 H29 H30 R1 R2 

基 数 113 140 168 156 

  

⑦その他の活動 

    馬淵川の水質汚濁防止対策として、国土交通省をはじめ青森・岩手の両県及び流域市町村によ 

る「馬淵川水系水質汚濁対策連絡協議会」が設置され、河川浄化のための各種事業を行っている。 

例年、沿川市町村が参加する想定通報演習を実施している。その他「ほたるの里づくり」事業

を実施している白銀南公民館からの依頼を受け、勘助川流域の水質調査を実施した。 〔P.81：

表５〕 
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２ 健全な土壌及び地盤の保全 

(1)土壌汚染 

(1)-1 概況 

土壌汚染の状況の把握、土壌汚染による人の健康被害の防止に関する措置を定めることにより、

土壌汚染対策の実施を図り、もって国民の健康を保護することを目的に、平成15年に土壌汚染対策

法が施行された。 

平成21年の法改正を経て、土壌汚染に関する適切なリスク管理を推進するため、土壌汚染対策法

の一部を改正する法律が公布され、平成31年４月１日に全面施行された。 

同法では26の物質が特定有害物質に指定され、市内でも、現在29事業場で使用等されている。こ 

れらの事業場の土地の所有者等は、有害物質が使用された施設が廃止される際には、土壌汚染状況 

調査を実施し、その結果を市長に報告しなければならない。また、一定規模以上の土地の形質変更 

を行う際、市長が形質変更予定地の掘削部分に土壌汚染のおそれがあると認めた場合は、その部分 

についても土壌汚染状況調査を実施することと規定されている。 

調査の結果、指定基準〔P.86：(2)〕を超過して特定有害物質が検出されると、その区域を要措 

置区域又は形質変更時要届出区域として指定し、公示を行うこととしている。現在、５件の形質変 

更時要届出区域を指定している。 

 

(1)-2 ダイオキシン類調査結果 

一般環境中の土壌におけるダイオキシン類による汚染状況を把握するために調査をしている。２ 

地点で測定を１回実施し、環境基準を達成した。〔P.110：表25〕 

 

(2)地盤沈下 

(2)-1 概況 

過去に臨海部や馬淵川右岸を中心に、地下水の過剰揚水が原因と考えられる地下水の塩水化現象 

がみられた。また、内陸部の軟弱地盤地域では、不等沈下による家屋の傾斜、地下埋設物の破損等 

の被害が局地的にみられる。さらに、都市開発の進行している近郊においても地盤沈下傾向が認め 

られたため、当市では昭和49年度から水準測量を、昭和52年度からは観測井による地下水位変動等 

の調査を継続し、監視に努めている。 

 

(2)-2 調査の概要 

①水準測量 

八戸市内の水準点において、測量を３年ごとに実施している。令和２年度は、水準点総数64点、

総延長距離は89.9㎞の水準路線網を組み調査を実施した。平成29年度から令和２年度の間の変動

量では、尻内町の0.67cmの沈下が一番大きいものだった。〔P.87：表９、P.88：表11〕 

 

②観測井調査 

    ７地区７本の観測井の地下水位と地盤変動を通年観測している。〔P.87：表10、P.93：図７〕 

   各観測井とも年間を通して変動を繰り返しているが、降水量の影響による自然変動と考えられる。 

〔P.89：表12、P.90-93：図３～７〕 

４－Ａ号井（柏崎二丁目・旧柏崎小学校近辺）は、39年間の累積の沈下量は224mmを超えている

が、その他の観測井では、大きな沈下は認められない。〔P.89：表13〕 
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(2)-3 地盤沈下防止対策・地下水保全活動 

地盤沈下は、ひとたび発生すれば復元は不可能に近く、これによって被る社会的損失は、はかり 

知れない。これまで広域的な地盤沈下は認められていないが、市街地周辺部の開発とともに地盤沈 

下の発生が懸念される。そのため継続して水準測量、観測井調査等を実施していく。 

地下水保全活動としては、平成11年４月に八戸市地下水採取の届出に関する要綱を施行し、揚水

設備に係わる設置状況を把握することで地下水利用の適正化を図るよう努めている。   

  

     ○揚水設備の設置状況 

届出事業場数 井戸本数 

63 121 

                  令和３年３月31日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

-15-



 

３ 森林・農地の保全 

(1)概況 

森林や農地は、水源かん養機能や土砂流出防止などの公益的機能を有するほか、多様な動植物の 

生息・生育地であるなど多岐にわたる機能を有している。 

当市の総土地面積に占める森林の割合は３割（そのうち約５割が人工林）、農地の割合は約２割 

で、地域特性を活かした多彩な生産が展開されている。今後も、良好な森林や農地を将来に引き継 

ぐため、森林の適正管理や環境保全型農業の普及のための施策を講じている。 

 

(2)市民の森不習岳（ならわずだけ） 

   市民の保健休養、レクリエーションの場とし、併せて水資源のかん養と自然林の保全を図るため、

昭和53年に開設した。 

○所在地：八戸市南郷大字島守地内（面積96.50ha、頂上標高375m） 

○下刈作業（指定管理業務） 

芝生・歩車道を維持管理し利用者の利便性を高めるとともに、緑花木の健全な育成のため、６ 

   月上旬～９月中旬にかけて実施。 

（内訳）芝生 5.00ha（３回）  車道・歩道 4.00ha（３回）  湿生園 0.14ha（３回） 

緑花木園 3.43ha（１回）  栗園 0.76ha（１回） 

  

(3)土壌診断 

土壌改良に資するため、農業者及び農業団体から依頼された農地と、産地形成されている地域の 

モデルとなる定点観測地点の土壌分析を行っている。 

○令和２年度 分析実績 

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

依頼人数(人) 

ｻﾝﾌﾟﾙ件数 

分 析 数 

17 

39 

374 

14 

32 

280 

9 

55 

550 

21 

71 

710 

13 

34 

340 

22 

55 

550 

12 

45 

426 

16 

48 

472 

74 

180 

1,776 

12 

25 

242 

14 

76 

704 

41 

95 

758 

265 

755 

7,182 

うち定点観測地点分析数は73点（サンプル件数） 

・分析項目 ①ｐＨ（H２O、KCl）  ②ＥＣ（電気伝導度）  ③硝酸態窒素 

      ④有効態リン酸    ⑤リン酸吸収係数   ⑥ＣＥＣ（塩基置換容量） 

      ⑦置換性カルシウム  ⑧置換性マグネシウム ⑨置換性カリウム  ⑩水分 

 

(4)植物組織培養 

   植物組織培養により優良種苗を育成し、野菜・花きの栽培調査等のために供試している。 

   ○令和２年度 優良種苗の増殖品目   いちご、奥州菊 

 

(5)野菜花き展示普及事業 

   技術の高度化・多様化に対応するため、また、新技術の普及や地域に密着した産地づくりを進め 

るために、野菜・花きの栽培調査及び展示栽培を実施している。 
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   ○令和２年度 調査実績 

    ・施設野菜部門 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ・露地野菜部門                ・花き部門 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○令和２年度 来場者数： 1,286人 

（施設見学及び指導相談並びに土壌分析依頼・相談による来場者の合計） 

 

(6)耕畜連携推進事業パートナー制度 

家畜排泄物を利用した堆肥、肥料等の施用による耕畜連携を促進し、循環型農業を推進するとと 

もに、家畜排泄物のより一層の有効利用を図り、畜産業の振興に資するため、畜産事業者と当市が 

共同で堆肥、肥料等の施用・管理方法に関する調査・研究をしている。 

 

○令和２年度 実績 

・対象事業者：１件 

・調 査 数：１項目（ながいも）  

・使 用 資 材：堆肥（発酵鶏糞原料） 

 

(7)農業講座 

農業の生産性の向上と農家経営の安定を図るために開催している。対象は、農業者、農業関係機

関・ 団体、就農を希望する方々等である。 

 

 

 

調査数：８項目（いちご、トマト、ミニトマト、ほうれんそう） 

ガラス温室外観 

トルコギキョウの栽培 

調査数：４項目（トルコギキョウ、
ディスバッドマム、カンパニュラ） 

にんにく 

 

いちごの栽培 

調査数：６項目（ねぎ、にんにく、
ピーマン） 
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○令和２年度 実績 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止 

の観点から中止 

 

 

○受講者数の推移 

 

 

 

 

 

(8)環境保全型農業 

農薬・化学肥料の使用量低減等、人と環境に配慮した取組を行う農産物の生産を推進している。 

 

①エコファーマー 

持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律に基づき、土づくり、化学肥料・化学合 

成農薬の低減に取り組み、県知事の認定を受けた農家をエコファーマーという。当市では大豆、 

そば等の生産者２人が認定を受けている。 
 

◆エコファーマー認定件数 

年 度 H30 R1 R2 

認定件数 2 1 2 

 

②特別栽培農産物認証制度 

農薬や化学肥料を使わない、または通常の５割以下に減らして生産した農産物を、「特別栽培 

農産物」として県知事が認証する制度で、当市では４経営体が承認されている。 
 

   ◆特別栽培農産物認証制度 経営体数 

年 度 H30 R1 R2 

経営体数 4 5 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 度 H29 H30 R1 

講座数（回） 8 8 7 

受講者数(人) 403 345 358 

農業講座 
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４ 生物多様性の確保  

(1)概況 

   当市の海、川、森林、農地等の多様な自然環境は、多くの動植物の生息・生育地である。しかし、 

宅地や工業地の開発等に伴い、生息・生息地の減少や環境悪化が問題となっている。また、特定外 

来生物のオオハンゴンソウの侵入・定着が確認されている。オオハンゴンソウは、繁殖力が強く再 

生能力も高いことから、生態系への悪影響が懸念される。今後も、生物多様性に関する情報収集や 

意識啓発の取組を継続していく。 

 

(2)三陸復興国立公園 

   種差海岸地域はウミネコ等の海鳥類の生息地としてだけではなく、種の多様性が保たれた非常に 

重要な地域である。平成25年５月、種差海岸階上岳県立自然公園が陸中海岸国立公園に編入され、 

三陸復興国立公園として指定された。岩礁や砂浜など多様な地形と植生により変化に富んだ海岸風 

景を楽しむことができる。 

 

○市の区域に係る面積等 

指定年月日 面積 
特  別  地  域 普通 

地域 
第１種 第２種 第３種 計 

H25.5.24 259ha 28ha 145ha 38ha 211ha 48ha 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蕪島                        種差天然芝生地 

 

 

(3)青森県緑地保全地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名  称 面 積 指定年月日 

龍 興 山 
（りゅうこうざん） 

17.15ha S51.3.13 

概  況 

龍興山神社を祭る小山で、参道のスギ・モミの
大木とミズナラ林等からなる良好な自然環境地 

龍興山 （南郷大字島守） 
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(4)天然記念物蕪島ウミネコ繁殖地保護事業 

ウミネコが繁殖するための環境と景勝地として 

の環境を良好に保つため、島内の草刈（２ha）や 

監視をしている。 

 

○ウミネコ保護監視期間中の蕪島入込客数 

41,039人（令和２年４月１日～ 

令和２年８月８日） 

 

 

ウミネコ雛鳥 

 

(5)名勝種差海岸保護事業 

   種差海岸の貴重な植物を守るため、外来植物 

オオハンゴンソウを駆除している。 

 

○令和２年度 駆除実績 

 

 

 
                            オオハンゴンソウの駆除作業 

 

(6)鳥獣保護  

   野生鳥獣は、自然環境を構成する重要な要素の一つで、豊かな自然環境を保持していく上で不可 

欠なものである。 

○鳥獣保護区 ３か所 5,018ha  ○鳥獣保護員 ３名 

 

   野生鳥獣の捕獲は鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律により原則的に禁止され 

ているが、生活環境、農林水産業等について野生鳥獣による被害等が生じている場合は、例外とし 

て捕獲が許可されることもある。 

 

＜令和２年度 有害鳥獣捕獲状況＞ 

 ドバト      ２羽   カワウ      ８羽    ハクビシン       26頭 

ハシブトガラス   69羽   ハシボソガラス  24羽    ツキノワグマ   ０頭 

ニホンジカ    ５頭   ノネコ      ７頭    タヌキ      ７頭 

アナグマ     １頭      ヒヨドリ     ３羽    キツネ      ２頭 

   

 

 

 作業延べ人数 

（人） 

駆除本数 

（本） 

業者委託事業  65  39,928 

ボランティア 111  7,241 
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１ きれいな空気の保全 

(1)大気環境 

(1)-1 概況 

       健康で快適な生活のためには、きれいな空気の保全は欠かすことができない。当市の大気汚染は、 

主に、臨海部に立地する大規模工場等の固定発生源と、自動車等の移動発生源による化石燃料の燃 

焼に起因している。〔図2-1〕 

このため、法令等による監視・指導、テレメータシステム（一般環境大気測定局４局、自動車排

出ガス測定局１局、発生源監視局５局）による常時監視を行っている。〔P.98：表17、表18〕 

 
 

(1)-2 測定結果 

①硫黄酸化物（SOx） 

石油や石炭に含まれる硫黄分が燃焼により酸化されて発生し、主に二酸化硫黄として排出され 

る。二酸化硫黄は、全測定局で環境基準を達成した。〔図2-2、P.100：表19-1〕 

   

                     図2-2 二酸化硫黄の推移 

 

②窒素酸化物（NOx） 

燃料中や空気中の窒素が燃焼過程で酸化され、一酸化窒素や二酸化窒素等として発生する。全 

測定局で環境基準を達成した。〔図2-3、P.100：表19-2〕 
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図2-1 公害防止協定締結工場のＣ重油、石炭使用量の推移 

第２節 快適環境社会づくり 

※六日町局を除いた４局の平均 
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図2-3 二酸化窒素の推移 

 

③浮遊粒子状物質（SPM） 

主に工場からのばい煙、自動車の排ガス、道路などからの粉じん等人為的なもののほか、黄砂 

や土砂の舞い上がり等の自然的な要因も挙げられる。長期的及び短期的評価ともに、全地点で環 

境基準を達成した。〔図2-4、P.101：表19-3〕 

 

      

図2-4 浮遊粒子状物質の推移 

 

④一酸化炭素（CO） 

物質の不完全燃焼により発生し、主に自動車の排ガスによるものとされている。六日町局（自 

動車排出ガス測定局）で１日平均値の２%除外値は0.6ppm、年平均値は0.3ppmであった。また、長 

期的及び短期的評価ともに環境基準を達成した。〔P.94：(1)-1、P.101：表19-4〕 

 

⑤光化学オキシダント 

工場、事業場及び自動車等から排出される窒素酸化物や炭化水素が、大気中で化学反応を起こ 

して発生する。全国的にも環境基準値を超過しており、光化学スモッグの原因といわれている。 

春季に県内全域で高濃度現象が観測され、主な要因は成層圏オゾンの沈降やアジア大陸からの越 

境汚染が考えられる。調査では、昼間の１時間値の最高が0.072ppmと環境基準値の0.06ppmを超え 

ているが、緊急時の注意報発令基準（0.12ppm）には至らず、これまで光化学スモッグによる被害 

は発生していない。〔図2-5、P.102：表19-5〕 
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※六日町局を除いた４局の平均 
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図 2-5 光化学オキシダントの推移 

 

⑥微小粒子状物質（PM2.5） 

    測定は２地点（根岸小学校局で平成22年３月から、六日町局では平成25年３月から）ともに、 

   長期及び短期基準に関する評価で環境基準を達成した。〔図2-6、P.102：表19-6〕 

      

図 2-6 微小粒子状物質の推移 

 

⑦炭化水素 

    環境基準の設定はないが、環境省の指針で光化学オキシダントの生成に関係があるとされる非 

メタン炭化水素は、午前６時から午前９時までの３時間の平均値（0.20～0.31ppmC）が示されて 

いる。八戸小学校局と六日町局で測定し、それぞれ0.29ppmC、0.09ppmCであった。 

 

⑧ダイオキシン類調査結果 

一般環境中の大気におけるダイオキシン類による汚染状況を把握するために、調査をしている。 

八戸小学校と根岸小学校で年４回測定し、両地点ともに環境基準を達成した。〔P.110：表25〕 

 また、固定発生源からのダイオキシン類排出実態調査をしている。廃棄物焼却施設１施設で排 

出ガス、ばいじん及び燃え殻中のダイオキシン類を年１回測定し、いずれも排出基準に適合して 

いた。 

 

⑨有害大気汚染物質モニタリング調査結果 

    大気中の濃度が低濃度であっても健康への影響が懸念される有害物質を、八戸小学校、根岸小 

学校の２地点で毎月１回調査している。ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、 

ジクロロメタンは、環境基準を達成した。〔P.103：表20〕 

また、有害大気汚染物質モニタリング調査の結果、八戸地域において重金属類の濃度が全国平 
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   均値を上回っていることから、県では、重金属類の大気中濃度を詳細に把握することを目的とし 

て、大気を常時採取するローボリウムエアサンプラー法による調査を平成18年７月から実施して 

いた。中核市移行後は県より調査を引継ぎ、現在はニッケル化合物を対象として、大気を２週間

ずつ採取し、通年で調査している。令和元年度の結果は、八戸小学校局で1.9ng/m3、根岸小学校

局で3.0ng/m3であり、大気汚染に係る指針値（25ng/m3以下）を下回った。 

   

図2-7 ニッケル化合物の推移 

 

   ⑩アスベスト濃度調査 

    令和２年度は、環境大気中及び特定粉じん排出等作業場所周辺においてアスベスト濃度調査を 

行い、全10地点で参考値（特定粉じん発生施設に係る敷地境界基準：10本/L）以下であった。 

〔P.103:表21、表22〕 

 

⑪酸性雪 

    東北６県内の環境問題対策に関する調査研究等を目的とする東北都市環境問題対策協議会の事 

業の一つとして、冬期間（令和３年１月18日～２月15日）の酸性雪の動向を把握するための共同 

調査を行い、当市の平均はｐＨ5.9であった。〔P.103：表23、図９〕 

 

(1)-3 大気汚染防止対策 

①硫黄酸化物（SOx） 

    硫黄酸化物に関する排出規制は、一般排出基準いわゆるＫ値により規制されている。適用され 

るＫ値は当市（旧南郷村を除く）が6.0、青森市が14.5、その他の地域が17.5となっている。 

    

②窒素酸化物（NOx） 

    大気汚染防止法施行令の一部改正により、ばい煙発生施設に対する窒素酸化物の排出基準の強 

化が順次なされている。移動発生源に対しては、大気汚染防止法に基づく告示「自動車排出ガス 

の量の許容限度」の一部改正が、平成28年４月に行われた。 

    

③浮遊粒子状物質（SPM） 

    ばいじんについては、窒素酸化物と同様な経過で規制強化されている。ごみ焼却に伴う苦情が 

増加していることから、平成12年６月に廃棄物の処理及び清掃に関する法律に野焼きの禁止事項 

を盛り込むなどして、ばいじん対策が強化された。土砂の舞い上がりなど自然由来の粉じんにつ 

いては、適切な土地開発や緑化の推進等、総合的な都市環境の整備を図る必要がある。 

 

④微小粒子状物質（PM2.5） 

    県では、平成25年３月に県内の微小粒子状物質（PM2.5）の濃度が、国の「注意喚起のための暫 

定的な指針」の定める指針値（１日平均70μg/m3）を超えると予想される場合の注意喚起に係る 
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実施要綱を定めた。当市は県から注意喚起の要請があった場合、「八戸市大気汚染緊急時対策マ 

ニュアル」に準拠し、ほっとスルメール等で市民に周知することとしている。 

 

⑤ダイオキシン類 

    廃棄物焼却炉からのダイオキシン類の発生が社会問題となり、平成９年に廃棄物の処理及び清 

掃に関する法律施行令等が改正される等排出規制が強化されてきた。ダイオキシン問題は、将来 

にわたって、国民の健康を守り環境を保全するために取組を一層強化しなければならない課題で 

あるとの考えに基づき、平成12年１月15日からダイオキシン類対策特別措置法が施行された。 

    

⑥有害大気汚染物質 

    指針値を超過または全国平均と比較して濃度が高い物質については、平成15年度に、県と市か 

ら発生源と考えられる事業所に対し排出削減の協力要請を行っている。事業者からは改善策が示 

され、平成15年度から散水等の飛散防止対策が継続されている。ヒ素化合物は、平成18年度から 

事業者が新たな排出抑制措置を講じている。 

 

⑦水銀 

水銀に関する水俣条約の的確かつ円滑な実施を確保するため、水銀等の大気排出量をできる限

り規制することを目的として、水銀排出施設の届出制度及び大気中への水銀等の排出基準等が追

加された改正大気汚染防止法が平成30年４月に施行された。 

 

⑧公害防止協定締結工場・事業場に対する立入調査 

    公害防止協定に基づき、三者協定締結工場は県と共同で、二者協定締結工場は市独自で立入調 

査をしている。調査は、ばい煙等の自主測定状況のチェックや施設の稼働状況の確認等がある。 

 

(1)- 4 大気環境データ 

当市の大気汚染の状況は、平成14年５月から県内の測定局が国の大気汚染物質広域監視システム 

（愛称：そらまめ君）に組み込まれ、環境省のホームページで、１時間ごとに速報値を確認できる。 

 

(2)悪臭 

(2)-1 概況 

   悪臭は、快適な生活環境を損なう感覚公害である。当市は、ほぼ全域が悪臭防止法に基づく規制 

  地域に指定されており、同法にて特定悪臭物質に指定されている22物質の規制基準値が、臭気強度 

2.5に対応する濃度として設定されている。また、八戸市悪臭発生防止指導要綱を制定し、嗅覚測定 

法による監視・指導も併せて行っている。主な悪臭の発生源である、畜産農場、パルプ・製紙工場、 

フィッシュミール工場等については立入検査を実施し、改善指導等に努めている。 

 

①畜産農場及び堆肥化施設 

    美保野・金浜地区には、養豚場２農場・養鶏場４農場があり、堆肥化施設が２施設稼働してい 

る。近くには、文教施設、医療施設、住宅等が隣接し、春先から夏にかけて地元住民・隣接する 

階上町の住宅団地等から、苦情が寄せられている。これらの事業場については、八戸市悪臭発生 

防止指導要綱に基づく立入検査を実施し、指導を行っている。 

 

②パルプ・製紙工場 

工業専用地域に立地しており、周辺に人家はないが遠隔地に影響を及ぼす可能性があるため、 

公害防止協定を締結し、自主測定等を義務づけている。 

 

 

-25-



 

③フィッシュミール工場 

    市川地区の水産加工団地で２工場が操業している。 

 

(2)-2 悪臭防止対策 

八戸市悪臭発生防止指導要綱に基づく嗅覚測定や、悪臭の発生源の監視や脱臭設備の整備などの 

改善指導をしている。 

 

①嗅覚測定 

19事業場の敷地境界線、気体排出口の臭気を測定し、５事業場が指導基準値を超過した。 

〔P.106：表24〕 

 

②排水路の浚渫 

生活環境の保全や悪臭の防止を目的として、37件の汚泥・ごみ等の搬出を行った。 
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２ 静穏な生活の確保  

(1)概況 

騒音・振動は、各種公害の中でも日常生活にもっとも身近な公害であり、その発生源も多種多様 

である。当市は、道路、鉄道、港湾、空港が結節する交通の要衝である。とりわけ大型貨物車等の 

交通量は、東北縦貫自動車道八戸線が、当市の水産物等の物流を担い、北海道と首都圏を結ぶ重要 

なルートであることから、今後とも高水準で推移するものと予想される。 

苦情内容をみると、騒音規制法・振動規制法及び県条例の規制を受けない事業活動、規制対象外 

の建設作業及び日常生活に起因する近隣騒音、また道路交通振動等が多くを占めている。事業者・ 

市民への意識啓発を図るとともに、関係法令に基づき監視・指導に努めている。 

 

①自動車交通騒音 

平成16年度から地理情報システムを使用し、環境基準を達成した戸数及びその割合で評価して

いる。本調査は、平成28（2016）年度から令和２（2020）年度までの５か年で、市内全域合計30

路線、125区間、14,730戸の住居について調査を実施する計画である。令和２年度は、主要幹線道

路８路線、19区間の道路端から両側50ｍの範囲内合計2,182戸の住居（商店･事務所専用の家屋・

ビルは除く）の調査を実施した。結果、昼間・夜間とも環境基準値以下の住居は2,172戸（99.5%）

であった。〔P.122：表28〕 

 

②道路交通振動 

自動車による振動の実態を把握するため、７地点で測定を実施。全て振動規制法で定める要請 

   限度値以下であった。〔P.122：表29〕 

 

③環境騒音 

    環境基本法で「生活環境を保全し、人の健康の保護に資するうえで維持されることが望ましい 

基準」とされる「騒音に係る環境基準」が定められている。騒音規制地域内における生活環境の 

実態を把握するため、16地点で測定した。結果は、道路に面しない一般地域は、16地点全てで環 

境基準を達成した。〔P.123：表30〕 

 

④航空機騒音 

    昭和60年10月に、工業専用地域等一部を除きほぼ市全域が「航空機騒音に係る環境基準」の地 

域類型指定を受けて以来、地域の実態を把握するため測定している。結果は、Ⅰ類型２地点、Ⅱ

類型４地点の計６地点、全地点で環境基準を達成した。〔P.123：表31〕 

 

⑤新幹線騒音 

    平成10年４月に東北新幹線盛岡・八戸間、平成13年４月に東北新幹線八戸・新青森間が「新幹 

線騒音に係る環境基準」の地域類型指定を受け、平成24年度より地域の実態を把握するため測定 

している。結果は、Ⅰ類型の２地点で測定を行い、１地点において環境基準を達成した。 〔P.123：

表32〕 
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(2)騒音・振動対策 

①工場・事業場 

    法令及び県条例に基づく特定施設を有する発生源に対しては、監視の強化に努める。また、規 

制基準に適合しないことで周辺の生活環境が損なわれる場合には、作業方法の変更や施設の改善 

等の指導を行う。新規立地工場には、事前指導を行っている。〔P.124：表33、表34〕 

 

②建設作業 

    法律に定める特定建設作業には、住民への事前説明等を徹底するよう指導する。基準に適合し 

ないことで生活環境が著しく損なわれる場合は、作業時間の制限及び騒音・振動防止の方法等の 

改善指導を行っている。〔P.124：表35〕 

 

③航空機騒音 

    飛行場周辺における環境基準の地域類型の指定は、昭和 60年 10月 12日に行われていた。平成 

９年５月２日には、八戸飛行場を対象とした航空機騒音に係る環境基準の類型を当てはめる地域 

の指定がされている。今後も監視測定を実施し、環境基準の達成状況を把握する。また、消音装 

置の設置による音源対策や、夜間における訓練飛行の自粛など運行対策が実施され、騒音の低減 

化が図られているが、今後もこれらの対策を継続する必要がある。 
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３ 身近にふれあえる自然の保全 

(1)概況 

   身近にふれあえる自然は、訪れる人に潤いと安らぎをもたらすものである。当市では、豊かな自 

  然環境を保全しながら、都市における公園などの整備を進め、自然とふれあう機会を創出する施策 

  を講じている。 

 

(2)市民の森不習岳 

   市民生活の保健休養、レクリエーションの場とし、併せて水資源のかん養と自然林の保全を図る 

ため、昭和53年に開設された。展望台からは市内や太平洋、階上岳や折爪岳、名久井岳、さらには 

遠く八甲田連峰までを望むことができる。春は桜、夏はキャンプやハイキング、秋は紅葉狩りや栗 

拾いを楽しむ人々でにぎわっている。 

 

○山開き期間：４月１日から11月30日まで 

○主 な 施 設：総合案内施設(１棟)、体験交流施設(１棟)、展望台（１基）、パーゴラ（１棟）、 

東屋（４棟）、トイレ（３棟）、キャンプ場（１か所）、駐車場（２か所）、 

水飲場（５か所）、林道歩道（10.3km）栗園、もみじ園、湿生園 

 

○市民の森を利用した緑化推進事業 

【八戸市緑化推進委員会主催】 

開催 
月日 

イベント名 内     容 
参加
者数 

10 10 秋の味覚ハイキング 秋の味覚の解説を聞きながら林間歩道を散策 20人 

      

【指定管理者ユニバーサルパーク・ネットワーク主催】 

開催 
月日 

イベント名 内     容 
参加
者数 

8 2 夏休み自由研究 昆虫をさがそう 市民の森に生息する昆虫を採集する 39人 

8 16 天の川や夏の星団を観察しよう 夏の星空を観察する 108人 

9 6 ロープを使って木登り体験 ロープを使って木に登る 31人 

9 21 ピザ釜でピザを焼こう ピザをピザ釜で焼いて食べる 20人 

10 18 ロープを使って木登り体験 ロープを使って木に登る 23人 

10 25 組み立て飛行機を飛ばそう 自然の中で組み立て飛行機大会をする 43人 

 

 

 

 

(3)南郷観光農園振興事業 

観光農園の振興と自然とのふれあいを促進す 

るため、平成18年度に八戸市南郷観光農業振興 

会が設立され、通年で観光農園を開園している。 

観光客に地場農産物とふれあう場を提供する 

ことにより、生産者と消費者の交流を通じた地 

域の活性化が図られている。 

 

 

 

さくらんぼ観光農園の体験の様子 
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○南郷地区内の観光農園振興事業（令和２年度） 

内   容 開 園 時 期 開園園地数 入場者数（人） 

い ち ご 令和２年４月１日～５月31日 １ 130  

さ く ら ん ぼ 令和２年６月20日～７月５日 ４ 1,265  

ブ ル ー ベ リ ー 令和２年７月10日～８月29日 10 1,246  

り ん ご 令和２年10月10日～11月２日 １ 98  

 

(4)新井田川水辺の楽校   

河川環境の向上及び地域住民の健康増進を図り、平成 15年に開設された。新井田川に沿うように 

設置された当施設では、水遊びや水辺の生き物とのふれあいを気軽に楽しむことができ、市民の憩 

いの場やキャンプ場など幅広く活用されている。 龍興山を臨む位置にあることから、秋には紅葉狩 

りを楽しむ人たちで賑わいをみせる。 

○所在地：八戸市南郷大字島守地内 

○面積：4.5ha 

○主な施設：トイレ（男女障がい者用各１）、炊事場（２か所）、四阿
あずまや

（１か所）、 

野外炉（５か所）、野外卓（５か所）、パーゴラ、キャンプファイヤー場 

                    

            

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)市民農園設置事業 

自然環境の中で市民が家族ぐるみで農業体験を行い、農業知識の向上と農業生産に対する理解を 

深めることを目的として、市民農園を開設している。 

○令和２年度利用実績 

・利用期間 令和２（2020）年４月19日～ 

令和２（2020）年11月23日 

・対  象 市民（１世帯１区画） 

・使 用 料 １区画（33m2） 2,610円 

２区画（66m2） 5,220円 

３区画（99m2） 7,830円 

・主な品目 じゃがいも、まめ類、だいこん、 

にんじん、ねぎ、はくさい等 

 

○市民農園利用実績の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

年  度 H28 H29 H30 R1 R2 

募集区画数 280 280 280 280 280 

実    績 
（区画換算） 

311 312 286 275 252 

1区画(33㎡) 
2区画(66㎡) 
3区画(99㎡) 

137 
42 
30 

118 
43 
36 

103 
45 
31 

96 
46 
29 

91 
37 
29 

新井田川水辺の楽校の様子 

市民農園 
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楽しい遊園地ゾーン 

(6)都市公園整備事業 

    都市における公園・緑地は、市民生活に潤いや安らぎを与えるとともに、市民のスポーツ・レク 

リエーションやコミュニケーションの場、災害時における避難場所など、多様な機能を持った公共 

空間として重要性を増している。都市景観や災害などにも配慮し、適正配置に努めながら魅力のあ 

る個性的な公園・緑地の整備を進めている。 

○令和２年度の実施事業 

  八戸駅西中央公園整備事業：八戸駅西多目的アリーナ隣接広場の整備工事等 

 

○一人あたりの都市公園面積：10.86㎡/人（令和３年４月１日現在） 

 

(7)八戸公園の管理運営 

    子どもから大人まで楽しく遊べる場として、また、 

災害時の広域避難地や都市緑化の情報発信基地として 

の役割など、市民の生活環境への関心や余暇増大等に 

伴う多様なニーズに対応した、八戸圏域を代表する屋 

外レクリエーション施設の核として設置されたもので 

ある。 

  平成18年度から指定管理者制度を導入しており、令 

 和２年度の利用料金収入は、約6,851万円である。 

 

(8)都市緑化事業 

①草花配布事業 

市が委嘱している緑化協力員の協力をもとに、各町内に草花を配布しフラワーポットや花壇

に春夏を通じ草花苗を植栽し、生活環境の美化と向上に努めている。令和２年度の配布株数は、

34,249本である。 

 

②緑の出前講座 

  地域の草花のより効果的な管理・育成や適正な樹木の剪定等について、町内等に講師を派遣

し、実際に作業を見ながら学ぶことのできる「緑の出前講座」を開催している。令和２年度は

８回開催（受講者292人）した。 
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４ 美しい景観の形成 

(1)概況 

   風光明媚な自然的景観と中心市街地のにぎわいや港町の昔ながらの庶民的な雰囲気が感じられる 

人工的空間がバランスよく調和することで、当市のまちのイメージが形成されている。一定規模を 

超える建設行為や開発行為に制限を設けると同時に、計画的な景観づくりやごみのないきれいなま

ちづくりを推進する施策を実施している。 

 

(2)景観計画及び景観条例 

   景観法（平成16年に公布・施行）に基づき、「八戸市景観条例」を制定し、最低限守るべき基準 

として「八戸市景観計画」を策定した。そして、一定規模を超える建築物の新築や開発行為等を行 

う場合には、事前の届出を義務付け、計画への適合を審査している。 

   

○令和２年度の状況 届出件数44件、通知件数２件 

 

(3)八戸市景観賞 

   昭和62年から実施している良好な景観形成の事例や活動を表彰する制度である。景観に対する関 

心を高め、地域の特長を活かしたまちづくりに市民が貢献することを目的としている。「まちなみ 

空間部門」と、「景観づくり部門」の２部門がある。 

○応募期間 平成30（2018）年８月１日～令和元（2019）年７月31日 

○応募総数 20通、表彰件数３件 

 ※令和２年度は新型コロナウイルス感染拡大に伴い中止 

 

○まちなみ空間部門 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○景観づくり部門 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《相馬邸（工房マザーハウス・café yumeru）》 

八戸市桜ケ丘一丁目1-20 

《八戸市みなと体験学習館》 

八戸市大字湊町字館鼻67-7 

《島守田園空間博物館運営協議会》 

八戸市南郷大字島守字古坊 61-1 
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河川敷での花壇の整備・植栽の様子 

 (4)地域環境美化活動 

①はちのへクリーンパートナー制度 

市民の地域への愛着心と美化意識の高揚を図り、市民との協働により継続的な環境美化活動を 

   推進することを目的として、平成 15年４月に開始した制度である。事前に登録された市民及び市 

   内に事業所等を有する団体・企業が、ボランティアで公共空間のごみ拾いによる清掃活動を行う 

際、ボランティア袋の提供等の支援を行う。 

○登録状況（令和２年度末現在） 295団体・29,163名 

○令和２年度活動状況（延べ数）  124団体・ 3,637名 

 

②八戸市環境美化協議会 

「八戸地区衛生組織連合会」と「クリーンはちのへ５３０運動連絡会」の合併一元化により平 

   成４年４月に発足した。地域の環境美化、ごみの減量化等「きれいなまちづくり運動」と「健康 

で住みよい、明るいまちづくり運動」を基本理念に事業を推進している。 

＜主な事業内容＞ 

○全市一斉５３０運動 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため 

令和２年度は中止 

○５３０運動児童作品コンクール 

○犬の飼育啓発用看板の配布 

○集積所用網購入の補助 

○機関紙の発行（年１回） 

○リサイクル講演会の開催 

（八戸市のごみ減量キャンペーンと共催） 

 

③新井田川をきれいにする会 

水産加工場等の排水による水質汚濁が原因で起きた河口付近における魚の大量死事件を契機に、 

新井田川をきれいにし、住民の快適な生活環境を維持することを目的として、昭和47年６月に町 

内会・企業・各種団体等を中心に設立された。 

    ＜主な事業内容＞ 

    ○地域住民の参加による新井田川堤防・ 

 河川敷の清掃（年３回） 

※新型コロナウイルスの影響を受け、 

令和２年度は１回のみ実施した。 

    ○河川敷への花壇の整備・植栽 

○ごみの不法投棄防止・環境美化の意識高揚 

 

④海浜清掃活動 

ボランティア活動として海浜清掃を行う団体に、公益財団法人 海と渚環境美化・油濁対策機 

   構が提供するごみ袋を配布し、ごみのないきれいな海浜づくりを推進している。 

 

⑤海岸漂着物地域対策推進事業 

三陸復興国立公園の景観や自然環境の保全を図るため、県の補助金を活用し、平成 25年度から 

海岸漂着物の収集・処分を行っている。 

○実施区域：国立公園内の蕪島から金浜漁港までの海岸およそ 12km 

○実施形態：委託した一般廃棄物収集運搬業許可並びに産業廃棄物収集運搬業許可を有する業

者が収集・運搬し、一般廃棄物は八戸清掃工場・八戸リサイクルプラザで、産業

廃棄物は委託した産業廃棄物処理業許可業者にて処分 

○令和２年度漂着物回収量：可燃物 16.25t 不燃物 4.8t 産業廃棄物 0.81t 

 全市一斉５３０運動の様子 
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５ 文化・歴史環境の保全 

(1)概況 

   中心部を流れる馬淵川・新井田川沿いなどに多くの遺跡が分布している。また、風張１遺跡から 

発掘された「合掌土偶」が国宝に指定されているほか、国の重要無形民俗文化財に指定されている 

「八戸えんぶり」「八戸三社大祭」など、合わせて141件が国・県・市の文化財の指定を受けている。 

平成28年12月1日には、八戸三社大祭の山車行事を含む全国33件の祭礼行事が、「山・鉾・屋台行事」 

としてユネスコ無形文化遺産に登録された。歴史・文化遺産は、私たちの生活に潤いと安らぎ、心 

の豊かさをもたらすことから、市の宝、市民の誇りとして次世代に引き継ぐ必要がある。 

 

(2)縄文遺跡 

   先人の営みを示す491の遺跡が確認されており、縄文時代の遺跡はその９割に含まれる※１。また、

縄文時代早期の環境変動や漁労活動の痕跡を示す「長七谷地貝塚」と、縄文時代前期から晩期まで

異なる時代の集落があり、円筒土器文化や亀ヶ岡文化の遺物が良好な状態で出土する「是川石器時

代遺跡」が国史跡となっている。これらの史跡は世界遺産※２「北海道・北東北の縄文遺跡群」の関

連資産・構成資産であり、関係自治体との連携のもと、遺跡と周辺環境の保全や、縄文の雰囲気が

感じられる環境づくりへの取組を進めていく必要がある。 

※１ 一つの遺跡に複数の時代の痕跡が見つかることがあり、９割の中には縄文時代以外の遺跡も

含まれる。 

※２ 令和３年７月27日に世界遺産に登録された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

国史跡「是川石器時代遺跡」             国宝「合掌土偶」 

 

○令和２年度の是川縄文館について 

収蔵品   国宝１点 

      国指定重要文化財 是川遺跡出土品963点  

風張１遺跡出土品663点 附２ 

観覧者数   15,858人 

 

○その他 

     令和２年度は、24遺跡42地点15,407.17m2の発掘調査を実施し、83箱※の遺物が収蔵された。

是川石器時代遺跡の史跡指定地は約21万9千m2である。 

    ※箱：出土品量を60cm×40cm×15cmのプラスチックコンテナ箱に換算 
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(3)八戸三社大祭 

   豊作祈願と報恩を起源とする、300年の歴史と伝統を誇る“日本一の山車祭り”で、国の重要無 

形民俗文化財に指定されている。平成28年12月、八戸三社大祭の山車行事を含む全国33件の祭礼行 

事が、「山・鉾・屋台行事」としてユネスコ無形文化遺産に登録された。おがみ神社、長者山新羅

神社、神明宮の三つの神社の神輿行列と、神話・伝説・歌舞伎を題材に制作された豪華絢爛な27台

の山車が、笛・太鼓の音色や子ども達の元気な掛け声とともに中心街を練り歩く。 

○日程 ７月31日～８月４日 

    ○期間中の入込数推移       

年 度 H29 H30 R1 R2 

入込数 149万人 140万人 145万人 行列等中止 

 

(4)八戸えんぶり 

青森県南地方に春を呼ぶ八戸地方を代表する民俗芸能で、国の重要無形民俗文化財に指定されて 

いる。その年の豊作を祈願する祭りで、「太夫（たゆう）」と呼ばれる舞い手が馬の頭をかたどっ 

た華やかな烏帽子（えぼし）を被り、頭を大きく振る独特の舞いが特徴である。その舞いは、稲作 

の動作である種まきや田植えなどを表現している。 

○日程 ２月17日～２月20日 

○期間中の入込数推移 

年 度 H29 H30 R1 R2 

入込数 29万人 31万人 25万人 開催中止 

 

 

 

八戸えんぶり 八戸三社大祭 

-35-



  

 

１ 省エネルギーの推進 

(1)概況 

   地球温暖化の原因となる温室効果ガスの約９割がエネルギー起源の二酸化炭素であることから、 

地球温暖化対策推進のためには、省エネルギーの推進が不可欠である。当市では、市自らの事業活 

動による二酸化炭素排出量削減のための省エネルギーに関する取組のほか、市域全体での省エネル 

ギー推進のための施策を実施している。 

 

(2)うみねこプランⅤ推進事業～八戸市地球温暖化対策実行計画 事務事業編～ 

   「地球温暖化対策の推進に関する法律」第21条では、地方公共団体に対し、その事務・事業から 

発生する温室効果ガスの排出の量の削減等の措置に関する計画の策定が義務付けられている。当市 

では、温室効果ガスの排出量の削減と、省資源・省エネルギーに関する具体的な取組項目を定めた 

実行計画「うみねこプラン」を平成12年度に策定した。改定を重ね、現在の「うみねこプランⅤ」

は令和２（2020）年度から令和12（2030）年度までの11年間の計画期間で、引き続き環境負荷の低

減に取り組んでいく。 

   ○計画の概要 

    目標設定項目：温室効果ガス排出量、エネルギー使用量（車両）、エネルギー使用量（施設）、

水道使用量、可燃性廃棄物量、不燃性廃棄物量 

    基 準 年 度：平成30（2018）年度 

    計 画 目 標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 標 設 定 項 目 計 画 目 標 

① 温室効果ガス排出量 基準年度実績値[t] 目標年度目標値[t] 

42,355.9 39,798.6 

目 標  基準年度比 6.1％削減する 

② エネルギー使用量 

（車両） 

基準年度実績値[MJ] 目標年度目標値[MJ] 

67,024,379.6 64,579,432.7 

目 標  基準年度比 3.7％削減する 

③ エネルギー使用量 

（施設） 

基準年度実績値[MJ] 目標年度目標値[MJ] 

616,405,389.9 695,894,684.9 

目 標  基準年度比 12.8％増に抑える 

④ 水道使用量 基準年度実績値[m3] 目標年度目標値[㎥] 

472,280.8 478,904.0 

目 標  基準年度比 1.4％増に抑える 

⑤ 可燃性廃棄物量 基準年度実績値[kg] 目標年度目標値[kg] 

947,282.3 972,565.4 

目 標  基準年度比 2.6％増に抑える 

⑥ 不燃性廃棄物量 基準年度実績値[kg] 目標年度目標値[kg] 

70,311.8 72,425.6 

目 標  基準年度比 3.0％増に抑える 

第３節 低炭素社会づくり 
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○令和２年度の取組実績 
 

平成 30年度 

(基準年度) 
令和２年度 

基準年度比 

増減率 

令和２年度 

進行目安 

温室効果ガス総排出量 

［t-CO2］ 
42,355.9 46,165.0 +9.0％ -1.0％ 

エネルギー使用量（車両） 

［MJ］ 
67,024,379.6 63,591,608.6 -5.1％ -0.6％ 

エネルギー使用量（施設） 

［MJ］ 
616,405,389.9 688,896,958.2 +11.8％ +2.1％ 

水道使用量 

［㎥］ 
472,280.8 464,262.0 -1.7％ +0.2％ 

可燃性廃棄物量 

［kg］ 
947,282.3 829,852.9 -12.4％ +0.4％ 

不燃性廃棄物量 

［kg］ 
70,311.8 67,699.1 -3.7％ +0.5％ 

 

 (3)新うみねこプラン推進事業～地球温暖化対策地方公共団体実行計画 区域施策編～ 

   地球温暖化防止のための地域計画として平成22年２月に「新うみねこプラン」を策定し、平成22

年度より事業を開始している。 

   ○市内の二酸化炭素排出量削減目標 

年  度 
CO2 削 減 目 標 

（ ）内は基準年からの削減量 CO2排出量 

基準年度 2007年度 ― 419.9万 t 

短期目標 2014年度 5.2 % （21.8万ｔ削減） 398.1万 t 

中期目標 2020年度 25.0 %（105.0万 t削減） 314.9万 t 

長期目標 2050年度 60.0 %（251.9万 t削減） 168.0万 t 

 

   目標達成のためには、市・市民・事業者が連携して取組を行う必要があり、計画では各主体が重

点的に取り組むべき二酸化炭素排出量削減対策を次のとおり示している。 

主 体 対策の主なもの 

市 

・省エネルギーの推進 

・再生可能エネルギーの利用促進 

・ごみの減量化、リサイクルの推進 

・環境にやさしい都市計画（公共交通機関の利用促進） 

・普及啓発活動による市民、事業者の取組促進 

・市の事務事業における二酸化炭素排出量削減（うみねこプラン） 

市 民 

・家庭での消費エネルギーの節減 

（冷暖房機の適正な使用、省エネルギー型家電製品の購入） 

・太陽光発電システム等の導入や住宅の省エネルギー化 

・自動車利用の見直し 

（公共交通機関の利用、自動車の適正使用、次世代自動車等の購入） 

・ごみの分別、減量、リサイクルの推進 

事業者 

（産業部門） 

（運輸部門） 

・省エネルギー型生産構造への転換（熱、電力利用設備の効率向上） 

・廃棄物の削減、リサイクル 

・環境マネジメントシステムの導入 

・再生可能エネルギーの利用 

事業者 

（民生部門） 

・省エネルギー型事業活動の推進 

・建築物等の省エネルギー化 

-37-



   2018年度の二酸化炭素排出量は、基準年度(2007年度）比で 0.8万 t（0.2%）減少した。 

主な要因として、運輸部門からの二酸化炭素排出量が人口減少に伴い減少したことや、工業プロ

セス部門からの二酸化炭素排出量が生産量の減少に伴い減少したことが挙げられる。 

＜二酸化炭素排出量＞ （単位：万 t-CO2） 

年 度  2007 
(基準年度) 

2008 2009 2010 2011 2012 

産業部門 206.3  197.9  187.7  195.2  188.8  221.1  

工業プロセス 66.8  62.4  48.3  56.3  57.1  60.8  

運輸部門 56.2  55.8  55.4  55.1  54.9  54.8  

民生家庭部門 55.3  54.7  56.0  59.7  59.1  63.9  

民生業務部門 28.5  30.4  29.8  28.6  26.8  32.3  

廃棄物 4.2  4.5  4.0  3.3  1.9  3.7  

ｴﾈﾙｷﾞｰ転換 2.4  2.0  1.7  1.5  2.6  2.9  

総  計 419.9  407.6  382.9  399.6  391.2  439.5  

基準年度比増減 (基準年度) 
△ 12.2 △ 37.0 △ 20.3 △ 28.7 19.7 

△ 2.9% △ 8.8% △ 4.8% △ 6.8% 4.7% 

 

年 度  
2013 2014 2015 2016 2017 2018 

産業部門 221.3 200.1 216.8 201.9 204.5 209.1 

工業プロセス 61.3 60.3 63.0 62.3 64.5 65.2 

運輸部門 54.5 54.2 53.8 53.4 53.0 52.5 

民生家庭部門 66.7 65.1 60.4 65.6 60.4 57.3 

民生業務部門 32.4 31.5 29.4 29.0 26.6 27.2 

廃棄物 5.1 5.9 4.6 5.4 5.4 6.1 

ｴﾈﾙｷﾞｰ転換 2.4 3.6 2.7 2.1 1.8 1.6 

総    計 443.7 420.7 430.7 419.8 416.3 419.1 

基準年度比増減 
23.9 0.8 10.8 △ 0.1 △ 3.6 △ 0.8 

5.7% 0.2% 2.6% △0.0% △ 0.8% △ 0.2% 

※端数処理の関係により、縦計が合わない場合がある。 

※基礎資料を遡って改訂したため、以前公表した推計値を遡って改訂している。 

 

   次に参考として、経済活動に伴う二酸化炭素排出量を評価するため、市内総生産あたりの二酸化

炭素排出量の推移を示す。 

総生産あたりの二酸化炭素排出量は2011年度までは横ばい傾向が続き、その後、震災を契機とし

た火力発電の増加により電力事業者排出係数が大きくなったことで増加傾向となったが、近年は減

少傾向にある。 
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（参考）市内総生産あたりの二酸化炭素排出量の推移 

年度  2007 
(基準年度) 

2008 2009 2010 2011 2012 

二酸化炭素排出量 

（万t） 
419.9  407.6  382.9  399.6  391.2  439.5  

市内総生産 

（百万円） 
904,221  832，984  843,419  869，375  863，688  859，934  

総生産あたり 

二酸化炭素排出量 

（t／百万円） 

4.64  4.89  4.54  4.60  4.53  5.11  

 

年度  
2013 2014 2015 2016 2017 2018 

二酸化炭素排出量 

（万t） 
443.7  420.7  430.7  419.8  416.3  419.1 

市内総生産 

（百万円） 
842，194  849，884  928，305 913，162 894，311 917,477 

総生産あたり 

二酸化炭素排出量 

（t／百万円） 

5.27  4.95  4.64 4.60 4.65 4.57 

※基礎資料を遡って改訂したため、以前公表した推計値を遡って改訂している。 

 

   ○令和２年度における市の取組の主なもの 

・うみねこプラン及び環境マネジメントの推進 

・普及啓発活動による市民の取組促進（環境学習会の開催） 

・エコ定期券、エコパスポートの発行 

  

(4)はちのへスマートムーブ通勤 

   全ての市職員を対象に、環境負荷低減に向けた意識啓発を促すことを目的として、令和元年度か

ら取り組んでいる。月１回以上（年12回以上）公共交通機関、自転車、徒歩、相乗りなどのマイカ

ー等を利用しない通勤又は毎日のエコドライブの実践を目標とする。10月のスマートムーブ通勤月

間（県主催）と12月のスマートムーブ通勤強化月間に取組日数を集計し、二酸化炭素削減量を算出

した。 

 ○令和２年度二酸化炭素削減量 

  ・スマートムーブ通勤月間 3,891㎏-CO2  スマートムーブ通勤強化月間 4,044㎏-CO2 

 ○エコドライブの実践 

   はちのへスマートムーブ通勤では、車間距離にゆとりを持つ、ムダなアイドリングをやめる

などの、エコドライブ普及連絡会が策定したエコドライブ10のすすめのうち、５つ以上を実施

することでエコドライブを実践したものとする。 

 

(5)東部終末処理場における省エネルギーの推進 

   当市は、エネルギーの使用の合理化等に関する法律に規定された特定事業者に指定されている。 

  特に温室効果ガス排出量の大きい当施設では、平成23年度に曝気槽の空気吹き込みに使用する散気 

  管を、従来型から酸素溶解効率の良い超微細気泡散気管へ全面更新し、電気使用量の大幅な削減を 

  図っている。また太陽光発電を運用し、令和２年度は26,560kWhを発電し、当施設で使用する電力の 

0.5%に充当した。 
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 (6)エネルギーシステム転換支援事業 

   環境に配慮した事業活動を促進するため、環境負荷が少ないエネルギーシステムに転換して二酸

化炭素の排出を抑制する事業者に対し、市がその経費の一部を補助している。 

   

   ○事業概要 

補助対象者 
エネルギーシステムを設置・所有する市内の事業者又はエネルギーシステムを

市内の事業者の利用に供するためリースにより提供するリース事業者 

補助対象事業 

エネルギー起源二酸化炭素の排出の抑制のために、事業者が行う石油代替に資

するエネルギーシステムの転換に要するものであり、エネルギー起源二酸化炭

素の削減率が原単位でおおむね15%以上のもの 

補助対象経費 

・機械装置等購入費：エネルギーシステムの転換に要する機械装置等の購入 

等に関する経費 

・工事費：エネルギーシステムの転換に要する機械装置等の据え付け、配管、

配電等の工事に関する経費 

補助金の額 

・補助対象経費が１億円未満の場合は、補助対象経費の1/6又は200万円のいず 

れか低い額 

・補助対象経費が１億円以上の場合は1,000万円 

 

   ○令和２年度 補助金交付件数   １件 
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２ 再生可能エネルギーの導入促進 

(1)概況 

   当市は、北国でありながら、積雪量が少なく日照時間が長いという特性から、太陽光発電の適地 

といわれており、太陽光発電システムの普及促進に努めてきた。再生可能エネルギーは、地球温暖 

化対策のみならず、化石燃料枯渇などのエネルギー問題や、地域分散型エネルギーシステムの構築 

による防災力の強化という観点からも、その重要性が高まっており、導入促進が求められている。 

 

(2)市内の太陽光発電システムの導入状況 

 

 
補助金*1の交付状況 市内の導入状況*2 

年度 申込件数 
交付件数 

（  )内は累計 

設置件数 

( )内は累計 
普及率*3 

設置容量（kW） 

( )内は累計 

H20   (403) 0.55%  （1,278） 

H21 207 207 (000) 214   (617) 0.84% 795 （2,073） 

H22 181 106 (313) 246   (863) 1.17% 942 （3,015） 

H23 291 106 (419) 380 (1,243) 1.69% 1,515 （4,530） 

H24 528 481 (900) 654 (1,897) 2.60% 2,927 （7,457） 

H25   717（2,614） 3.96% 5,019（12,476） 

H26   439（3,053） 4.62% 5,112（17,588） 

H27   551（3,604） 5.31% 7,990（25,578） 

H28   360（3,964） 5.82% 3,767（29,345） 

H29   334（4,298） 6.30% 4,597（33,942） 

H30   369（4,667） 6.77% 5,644（39,586） 

R1   377（5,044） 7.27% 6,719（46,305） 

R2   332（5,376） - 6,172（52,477） 

＊１：平成21年度から平成24年度まで、八戸市住宅用太陽光発電システム導入支援事業を実施。要件を満たす者に対し、

出力1kWhあたり２万円（上限７万円）の補助金を交付。 

＊２：平成26年度までは低圧受電(50kW以下)の太陽光発電設備連携実績（東北電力八戸営業所への調査依頼による）、

平成27年度からは「固定価格買取制度情報公表ウェブサイト」からの引用による。 

＊３：普及率＝設置件数÷一戸建て件数（固定資産概要調書 専用住宅（木造）） 

 

(3)再生可能エネルギー等導入推進事業 

   災害に強い自立・分散型の再生可能エネルギー等の導入を国が支援する「再生可能エネルギー等 

導入地方公共団体支援基金事業」を活用し、平成25年度から平成27年度にかけて、指定避難所であ

る公民館８箇所・学校12校へ太陽光発電設備等（白山台公民館については蓄電池のみ）を導入した。

（次頁参照） 
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○導入状況 

年度 導入施設 導入設備 

H25 
白銀公民館 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（10kWh） 

城北小学校 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（15kWh） 

H26 

鮫公民館 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（10kWh） 

湊公民館 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（10kWh） 

白銀南公民館 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（10kWh） 

第二中学校 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（15kWh） 

第三中学校 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（15kWh） 

明治中学校 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（15kWh） 

中沢中学校 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（15kWh） 

南浜中学校 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（15kWh） 

島守小学校 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（15kWh） 

H27 

根岸公民館 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（10kWh） 

東公民館 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（10kWh） 

上長公民館 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（10kWh） 

白山台公民館 蓄電池（10kWh） 

多賀小学校 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（15kWh） 

田面木小学校 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（15kWh） 

大館中学校 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（15kWh） 

豊崎中学校 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（15kWh） 

是川中学校 太陽光発電システム（10kW）、蓄電池（15kWh） 

（各小中学校の体育館にはLED照明も導入） 
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３ 環境に配慮した都市基盤の整備 

(1)概況 

地球温暖化と都市構造の間には深い関わりが存在し、低炭素社会形成のためには、環境に配慮し 

た都市構造の構築と都市基盤の整備が重要である。当市では、都市計画マスタープランなどに基づ 

き、コンパクト＆ネットワークの都市構造の形成や緑豊かなまちづくりを進めている。 

 

(2)道路整備事業 

   道路は、市民の日常生活や社会経済活動を支える最も基礎的な社会基盤である。国・県・市では、 

生活道路の整備から高速交通ネットワークの形成や交通混雑緩和、所要時間短縮、救急医療体制の 

強化、広域観光ルートの形成等地域産業の活性化や地域振興等の面で多大な効果をもたらす道路整 

備を進めている。 

 

○主な事業 

事   業   名 
事業期間 
（年度） 

施工 
延長
（km） 

施工者 備  考 

都市計画道路３・３・８号白銀市川環状線 
（尻内工区）都市計画街路事業 

H26～ 1.4 県  

主要地方道八戸環状線 
（天久岱工区）道路改良事業 

H25～ 3.5 県  

国道 454号（豊崎町） 
道路改良事業 

H29～ 2.7 県  

都市計画道路３・５・１号沼館三日町線 
街路整備事業 

H22～ 0.7 県  

くらしのみちゾーン形成事業 H16～ 1.65 
県 
・ 
市 

◇市道上組町湊線 
L=0.7km H27.３月完成 

◇市道鷹匠小路線 
L=0.25km H23.７月完成 

◇市道鳥屋部町線 
L=0.1km（施工中） 

◇市道停車場上線 
L=0.25km（施工中） 

◇主要地方道八戸大野線 
L=0.35km（施工中） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
六日町地区くらしのみちゾーン形成事業 
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(3)八戸港利用促進のためのポートセールス 

八戸港のポートセールス推進により、外航及び 

内航（国際フィーダー）のコンテナ定期航路の 

利用を促進しており、環境負荷の少ない海上輸 

送へのモーダルシフトにも貢献している。コン 

テナ貨物取扱量は６年連続で５万 TEU を超え、 

実入コンテナも６年連続で３万 TEU を超えてお 

り、堅調な貨物量を維持している。 

 

○コンテナ取扱量推移      （単位:ＴＥＵ） 

年 度 H30 R1 R2 

コンテナ 
取扱量 

58,463 54,178 52,232 

 

(4)市営バスの利用促進 

バスは、マイカーに比べて多くの人が乗れるため、１人あたりの二酸化炭素排出量はマイカーの

40％程度という非常にエコロジーな乗り物である。八戸市営バスでは、マイカー利用を控え、環境

にやさしいバスの利用を促進するため、すべての定期券をエコ定期券として販売している。 

また、小中学生や親子を対象としたエコパスポートシリーズも販売し、子どもも気軽にバスを利

用できる交通環境の推進に努めている。 

 

事業エリア
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八
戸
大
野
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市道馬場町線

くらしのみちゾーン形成事業　平面図
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5
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Ｌ
＝
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5
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八戸港でのコンテナの荷役風景 

-44-



こども探検 
エコパスポート 

①八戸市営バス利用者数推移                （単位：千人） 

年 度 H27 H28 H29 H30 R1 R2 

利用者数 6,981 6,888 6,843 6,831 6,533 5,314 

 

②エコ定期券 

土日・祝日・お盆期間及び年末年始に、本人とその家族の運賃が１乗車につき100円（子ども

50円）となる。 

 

③エコパスポートシリーズ 

主に小中学生を対象にした夏休み・冬休み・春休み期間中、市営バス全路線一日乗り放題。 

       ◇こども探検エコパスポート … 小学生を対象（１枚100円） 

       ◇Ｊ・エコパスポート … 中学生を対象（１枚300円） 

       ◇親子ＤＥ探検エコパスポート … 小学生とその保護者の２名を対象（１枚600円） 

 

④エコ定期券・エコパスポートシリーズ発行（売上）枚数の推移         （単位：枚） 

 商品名 H27 H28 H29 H30 R1 R2 

エコ定期券* 5,153 5,151 5,181 10,829 9,853 8,166 

こども探検エコパスポート 452 448 413 326 322 214 

Ｊ・エコパスポート 716 455 334 317 258 181 

親子ＤＥ探検エコパスポート 113 87 115 77 134 54 

                                                ＊平成29年度までの名称は「エコ通勤定期券」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エコ定期券 

親子ＤＥ探検 
エコパスポート 

Ｊ・エコパスポート 
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１ ３Ｒの推進 

(1)概況 

当市では、「家庭ごみの有料化」の導入や、資源となる事業系紙ごみの八戸清掃工場への搬入規 

制等、３Ｒの推進による廃棄物の循環的な利用と最終処分量削減に関する施策を展開している。 

 

(2)ごみ減量とリサイクルの取組 

   ごみの減量とリサイクルの推進のために、以下の事業に取り組んだ。 

事業名 令和２年度実績 

電動式生ごみ処理機購入費 

補助金交付事業 
家庭用  19件 

コンポスト容器購入費補助金

交付事業 
家庭用   23基 

廃食用油利活用事業 回収量  36,499.16L 

小型家電リサイクル事業 回収量  44.95t 

八戸市リサイクルパートナー

補助金交付事業 
回収量  362,136kg 

ごみ減量推進員の配置 令和３年３月末現在  449名 

家庭ごみ有料化の実施 

可燃ごみ袋    1,032,350組 

不燃ごみ袋      59,070組 

粗大ごみ処理券    21,100枚を交付（販売） 

家庭ごみの分け方・出し方 

チラシ配布事業 
市内全世帯に配布 

事業系ごみ減量・再資源化の 

推進 

・可燃ごみ開放検査への立会い及び不適正排出者や収集運搬業者 

への指導（新型コロナウイルスの影響により中止） 

・商工関係団体を通じての啓発 

・収集運搬業者への啓発 

・事業系ごみ処理マニュアルの改訂及び配布 

・3010運動の周知啓発 

ごみ減量キャンペーン 

（３Ｒ推進月間の 10月に 

合わせて実施） 

・家庭ごみ減量講座（10月）：13回開催 210名参加 

・ごみ減量啓発グッズ配布 

その他紙回収用紙袋・エコバッグ ごみ減量講座で各 210枚配布 

・ごみ減量啓発パネル掲示 市庁本館にて展示 

・市営バス車内ポスターによる３Ｒ推進の啓発 

給食廃棄物リサイクル事業 

・給食センターから排出される食品残渣を市内の業者に委託し、有

機堆肥に再生。 

回収量  176,250kg 

 

 

 

 

第４節 循環型社会づくり 
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(3)１人１日あたりのごみ（一般廃棄物）排出量の推移 

令和２年度における災害廃棄物を除いた行政関与分の１人１日あたりのごみ排出量は974g（前年

度比２gの減）となり、令和元年度では増加に転じたが、２年度では再びの減少となった。また、依

然として全国平均を上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内訳は、家庭系ごみは平成30年度に全国平均を上回って以来、増加傾向が続いており、事業系ご

みも令和元年度からは減少したが、依然として全国平均より多い傾向にある。令和元年度以降のご

み排出量の増減には新型コロナウイルス感染症の影響もあると考えられるが、程度は不明であり、

引き続き動向を注視していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4)リサイクル率の推移 

    災害廃棄物を除いた行政関与分のリサイクル率は、近年低下している。主に集積所で収集される

紙資源が減少しているためで、各家庭から民間スーパー等による古紙回収に紙資源が排出されて

いることが一要因と推察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 １人１日あたりのごみ排出量の推移 

年度 

図 4-3 リサイクル率の推移 

年度 

年度 

年度 

図 4-2 １人１日あたりのごみ排出量の内訳と推移 
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２ 廃棄物の適正処理 

(1)概況 

   ３Ｒの推進により廃棄物を抑制してもなお排出される廃棄物は、適正な分別、保管、収集、運搬、 

再生、処分等の処理がなされなければならない。廃棄物の処理及び清掃に関する法律などの関係法 

令に基づく規制やこれに基づく監視・指導により廃棄物の適正な処理を推進し、不法投棄及び不適 

正処理の未然防止を図ることで、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に努めている。 

 

(2)廃棄物処理業及び処理施設の許可・指導 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、廃棄物の処理を業として行う者又は処理施設を設 

置する者に対する許認可を行っている。また、廃棄物の適正処理を推進するため、許可業者や排出 

事業者に対して立入検査・指導を実施している。 

 

○一般廃棄物処理業許可業者数（令和２年度末現在） 

一般廃棄物 

収集運搬業 

一般廃棄物 

処分業 

100 3 

 

○産業廃棄物処理業許可業者数（令和２年度末現在） 

産業廃棄物 

収集運搬業 

特別管理産業 

廃棄物収集運搬業 

産業廃棄物 

処分業 

特別管理産業 

廃棄物処分業 

23 8 64 7 

 

○廃棄物処理施設設置許可数（令和２年度末現在） 

一般廃棄物 

処理施設 

産業廃棄物 

中間処理施設 

産業廃棄物 

最終処分場 

26 183 6 

 

(3)不法投棄対策事業 

①不法投棄防止に係る普及啓発 

広報誌やホームページへの掲載、立て看板の設置などにより、不法投棄防止について普及啓発 

を図っている。また、事業者に対する廃棄物処理法説明会を青森県と合同で開催し、法制度につ 

いて正しい知識を身に付けさせ、適正処理を促すことにより、不法投棄の未然防止に努めている。 

 

②パトロールの実施 

不法投棄の未然防止と早期発見のため、通常のパトロールのほか、休日・早朝パトロールを実

施し監視活動を行っている。また、不法投棄調査員によるパトロールを実施し、未然防止及び早

期発見に努めている。 

 

③ドローンによる監視・調査 

崖地、事業場の奥など、通常の立入検査では確認が困難な不法投棄現場を発見するほか、不法 

投棄現場における廃棄物の投棄範囲や投棄量などを把握するため、ドローンを活用している。 

 

④不法投棄監視カメラ 

平成18年７月から「不法投棄監視カメラ」を導入し、不法投棄常習地域へ設置することにより、 

未然防止及び早期発見に努めている。令和２年度は市内２か所へ設置した。 
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   ○不法投棄監視カメラ設置実績（令和２年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤不法投棄等事案に係る指導 

不法投棄等された廃棄物が長期にわたり放置された場合、生活環境に重大な影響を及ぼすおそ 

れがあることから、原因者等に対し法令に基づく指導を行い、事案の早期解決に努めている。 

 

 

(4)建設リサイクル法に基づく届出・指導 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律では、建築物の分別解体及び再資源化等の実施を 

確保するため、発注者による事前届出などが義務付けられている。届出工事における分別解体等の 

実施状況の確認及び無届工事の監視等のため、令和２年度は、全国一斉パトロールを10月22日に、

また随時パトロールを毎月実施した。 

 

(5)建設資材廃棄物の引渡完了報告制度 

 平成29年４月から、建設リサイクル法に基づく届出が必要な建設工事について、当該建設工事の

元請業者又は自主施行者が、建設資材廃棄物を処分業者に引き渡した旨を当市に報告する制度を実

施している。本制度は、当市が建設資材廃棄物の処理状況を確認することにより、廃棄物の不適正

処理の未然防止、早期発見を図ることを目的としている。 

 

(6)自動車リサイクル法に基づく登録・許可・指導 

使用済自動車の再資源化等に関する法律に基づき、使用済自動車の再資源化等を業として行って 

いる者に対する登録・許可を行っている。使用済自動車に係る廃棄物の適正な処理及び資源の有効 

な利用の確保を図るため、解体業者・破砕業者等に対して立入検査・指導を実施している。 

 

○自動車リサイクル法登録・許可事業者数（令和２年度末現在） 

引取業 フロン類回収業 解体業 破砕業 

70 30 10 2 

 

(7)ポリ塩化ビフェニル特別措置法に基づく届出・指導 

ポリ塩化ビフェニルの廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法に基づき、処理期限内に確 

実かつ適正にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理が行われるよう立入検査・指導を実施している。 

 

○ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管状況等届出事業場数  131（令和２年度末現在） 

 

 

 

号機 設置場所 設 置 期 間 

１ 市川地区 平成 30年 11月から 

２ 松館地区 令和２年５月から 

不法投棄監視カメラ 
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３ リサイクル関連産業の振興   

(1)概況 

   当市では、臨海部に立地する企業が保有する設備や技術、また、大量輸送を可能とするインフラ 

である八戸港を活用して、リサイクル事業と静脈海上物流が行われている。 

   平成14年のあおもりエコタウンプランの承認、平成15年のリサイクルポートの指定などを契機に、 

あおもりエコタウンを構成する、非鉄製錬、棒鋼製造、セメント製造、製紙を事業とする各企業で 

は、個々に廃棄物処理事業を行うほか、ゼロエミッションシステムが構築されている。 

 

 (2)各企業の取組 

地域の廃棄物処理から、企業間連携により新たな製品・素材等へ再資源化を行う進化したゼロエ 

ミッションシステムは、国内有数のシステムとなっている。各企業の取組として次が挙げられる。 

 

   ○焼却灰・ホタテ貝殻リサイクル事業 

      一般廃棄物焼却灰にホタテ貝殻を混合溶融し、焼却灰に含まれる重金属等を分離回収するとと

もに、溶融スラグから青森県リサイクル認定製品（コンクリート）用細骨材を製造。 

 

   ○廃プラ等ＡＳＲリサイクル事業 

      ＡＳＲ（自動車シュレッダーダスト）や廃プラスチックからカーボンを製造し、還元剤や燃料

として利用。 

 

また、ゼロエミッションシステムの具体例として次が挙げられる。 

各企業から発生する煙灰や廃棄物は、非鉄製錬会社にて処理が行われ、亜鉛や鉛等の回収が行わ

れる。その過程で発生する副産物のスラグは、セメント製造企業において、原料として利用されて

いる。 
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１ 環境教育・学習の推進  

(1)概況 

   より良い環境づくりや環境保全のために、主体的な行動ができる人を育てるための施策として、 

市内小学生を対象とした「環境学習会」や地域住民対象の「出前講座」を実施し啓発に努めている。 

 

(2)こどもエコクラブ 

   地域における子どもたちの自主的な環境学習や実践活動を支援することを目的として、公益財団

法人日本環境協会で実施しているものである。７クラブ、233名の子どもたちが登録し、環境活動を

行った。 

 

(3)環境月間 

   ６月の環境月間には、各種行事を実施している。 

 

○令和２年度 実施状況 

行 事 名 内        容 場 所 実 施 日 

①水質汚濁防止法による
特定事業場立入調査 

立入検査を行い、排出水の監視・指導を実施 市内 随時 

②悪臭パトロール 
悪臭の発生源となる工場・事業場の周辺をパ
トロールし、悪臭防止対策の推進と環境保全
について指導を実施 

畜産事業場他 随時 

③せせらぎウォッチング 
（水生生物調査） 

河川水質と生き物との関わりを調べ、環境を
大切にする心を育むことを目的に調査を実施 

 中止 

④新井田川河川敷の 
清掃と花壇の整備 

新井田川をきれいにする会により散乱ごみの
清掃及び花壇の整備を実施 

新井田川河川敷 中止 

⑤環境月間特別企画 
「エコツアー」 

市民を対象に八戸市近郊の環境に良い取組を
行っている工場や施設を見学するツアーを開
催 

 中止 

⑥環境学習会 
人間と環境との関わりについて理解を深め、
環境に対して責任ある行動が取れる知識と能
力を身につけてもらうために学習会を実施 

①江南小学校 
②桔梗野小学校 

①６月４日 
②６月23日 

 

(4)エコツアー 

   新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止。 

 

(5)環境学習会 

平成 16年度より、市内小学校を対象に「環境学習会」を開催している。内容は市職員が学校に出 

向いて、ごみ、生活排水、地球温暖化などについて学ぶ屋内学習会と、屋外の親水空間や学校周辺 

で自然体験を行う屋外学習会がある。なお、平成 19年度からはボランティア補助員のサポートを得 

て円滑な実施を図っているが、令和２年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため補助員の募集 

を中止した。 

 

 

第５節 良好な環境を支える人・仕組みづくり 
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○令和２年度 開催実績 

内 容 
開催数 

（回） 

児童 

延参加数 

（人） 

補助員 

延参加数 

（人） 

実施校 ※開催順 

屋

内 

ごみの減量・ 

リサイクル 
4 204 0 西白山台、多賀台、小中野、高館 

生活排水対策 4 162 0 江南、桔梗野、三条、小中野 

地球温暖化対策 0 0 0  

屋

外 

がんじゃ里山 7 324 0 
江南、西白山台、町畑、白山台、三条、 
白鷗、夏休み親子 

地域環境探検 1 23 0 明治 

合 計 16 713 0 11校、親子22名 

 

(6)環境講話 

平成 30年度より、市内高校生を対象に「環境講話」を開催している。市職員が学校に出向いて、

「地球温暖化の現状と対策について」及び「八戸市のごみについて」の２テーマから希望に沿った

内容の講演を行う。 

   

   ○令和２年度開催校：八戸工業大学第二高等学校、八戸水産高等学校、八戸高等学校（開催順） 

 

(7)省エネルギーセミナー 

  新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止。 

 

 (8)地球温暖化防止出前講座 

   地球温暖化対策の普及推進のため、小学生とその保護者を対象とした出前講座を行った。 
 
   ○開催期間  ７月27日～７月29日 

   ○会 場  八戸ポータルミュージアム はっち 

   ○参 加 者  68名 

 

(9)農業体験学習 

   小学生等の食育の一環として農作物を育て収穫す 

る喜びを体験し、農業及び食に対する理解を深めて 

もらうことを目的に、農業体験の場を提供し、さつ 

まいも・だいこん等の植え付け・は種・収穫体験、 

野菜の育て方等の学習会を開催している。 

 

○令和２年度農業体験実績 

・体験者数174人 

・小学校等５団体（５回） 

 

  

さつまいもの収穫体験 
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２ 環境関連情報の発信 

(1)概況 

   多様化する環境問題に関する情報を発信するため、イベント開催や広報紙などを活用した周知啓 

発を実施した。 

 

(2)環境審議会の開催 

   八戸市環境基本条例第 24条により設置された、市の環境保全等に関して調査審議する市の附属機

関である。令和２年度は、コロナウイルス感染症拡大防止のため、対面による開催は、１回のみの

となったが、書面により２回開催し、第２次八戸市環境基本計画の進行管理等が審議された。 

 

 (3)「八戸の環境」冊子・概要版の作成 

   八戸市の環境の現況と、第２次八戸市環境基本計画に基づく施策の状況をまとめた年次報告書で 

ある。冊子及び配付用データを作成し、関係機関等へ配付している。また、概要版を作成し、八戸

市庁、南郷事務所、各地区公民館、市民サービスセンターへ配付している。 

 

 (4)「広報はちのへ」への啓発記事掲載と市ホームページを活用した情報提供 

   「広報はちのへ」に特集記事を掲載している。また、市ホームページを活用して環境に関する意 

識啓発･情報提供を行っている。 

○特集記事の内容 

・ごみ減量に関するイベントのお知らせ 

○環境部に関する市ホームページの閲覧件数の推移（件） 

H30 R1 R2 

330,908 353,465 291,405 

 

 (5)環境月間啓発事業  

   ○啓発チラシの作成と配布 

     環境の日及び環境月間の啓発チラシを作成し、市内の全児童・生徒への配布及び地区公民館

等への設置を行った。また、商工ニュースへの折込サービスを活用し事業者へ配布した。 

 

(6)他イベントへの出展 

   新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止。 

 

(7)八戸市緑化まつり 

市民の緑に対する意識の高揚と緑化事業の発展に寄与することを目的とする。園芸講習会や園芸 

教室、庭園樹の展示及び即売等を行っている。 

○入場者数の推移（人） 

H30 R1 R2 

38,288 30,050 中止 
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(8)はちのへ菊まつり 

   八戸の花「菊」を広く周知するとともに、花に親しみ緑と触れ合うことを目的とする。 

○入場者数の推移（人） 

H30 R1 R2 

30,100 24,904 12,697 

 

  

八戸市緑化まつり はちのへ菊まつり 
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３ 環境配慮行動 

(1)概況 

   市民、事業者、行政など全ての主体が日頃から環境に配慮した暮らしや事業活動を行い、環境負 

荷を低減させていくため、環境マネジメントシステムの運用や環境配慮行動を促進する取組を実施

している。 

 

(2)グリーン購入 

   国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）に基づき、「八戸市グリ

ーン購入調達方針」を定め、環境に配慮した物品等の調達に努めている。このことにより、業務か

ら生じる環境負荷の低減を図るとともに、市自ら率先して環境に配慮した物品等の調達を推進する

ことで、市民・事業者等の環境に配慮した物品等への需要転換を期待するものである。 

 

(3)八戸市環境マネジメントシステム 

   市では、平成13年度より環境マネジメントシステムを導入し、環境に影響を及ぼす可能性がある

市の事務・事業を管理して継続的な環境改善を図っている。 

平成13年のＩＳＯ14001の認証取得、平成21年の自己適合宣言を経て、平成30年度からは自己適合

宣言を取下げ、従来のノウハウを活かしつつ、市の実情に合わせた「八戸市環境マネジメントシス

テム（八戸ＥＭＳ）」を運用している。 

 

○経過 

H13年１月５日 市長によるＩＳＯ14001認証取得宣言 

４月１日 環境方針及び環境マネジメントシステム制定、運用開始 

   ７～９月 審査登録機関による予備審査、一次審査、二次審査 

   10月１日 認証取得 

H14～H20年 定期（更新）審査（年１回） 

H21年３月 認証取得を返上 

H21年４月１日 自己適合宣言へ移行 

H30年４月１日 市独自の環境マネジメントシステム（八戸ＥＭＳ）へ移行、自己適合宣言の取下げ 

 

○適用の範囲 

     小中学校を除く全部署 

 

○事務・事業 

八戸ＥＭＳで維持管理した事務・事業は63事業81項目で、そのうち48項目が年度当初に設定

した目標を達成した（達成率90％以上又は超過率10％以下）。目標未達成の33項目については、

未達成になった原因を探り、次年度の活動に生かすよう働きかけた。（詳細はP.57） 

 

(4)建設工事競争入札参加資格者の認定 

   建設工事の競争入札参加資格の審査では、市内建設業者であって一般財団法人持続性推進機構に

よるエコアクション21の認証・登録事業者を対象に、主観的評価として５点を加点している（※た 

だし、経営事項審査でＩＳＯ14001の登録がある者として加点評価されている場合を除く）。 

   令和３年度競争入札参加資格者名簿における市内建設業者のエコアクション21の認証・登録によ

る加点評価は18社である。 
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○市内の環境マネジメントシステム取得事業者数の推移（社） 

年 度 H30 R1 R2 

事業者数 54 54 52 

    ※環境マネジメントシステム（ＩＳＯ14001、エコアクション21、ＫＥＳ、エコステージ、グリーン

経営）の認証取得事業者数 
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大気汚染

45件

騒音

18件

悪臭

8件

その他

17件

振動

4件

 

 

１ 公害苦情の状況 

(1)概況 

   公害苦情の処理は、公害紛争処理法第49条（苦情の処理）、八戸市公害防止条例第12条及び八戸市 

公害苦情相談員規程に基づき、主として「発生源に対する行政指導」により、その解決に努めてい 

る。令和２年度の苦情受理件数は94件であった。〔図6-1、P.125：表36～40〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6-1 公害苦情受理件数の推移 

 

(2)公害の種類別苦情件数 

令和２年度の苦情の種類別内訳をみると大気汚染が最も多く 45 件（全苦情の約 48%）、次いで騒

音 18件（同 19%）、悪臭８件（同９%）、振動４件（同４%）、水質２件（同２%）の順であった。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図6-2 公害の種類別苦情件数(令和元年度) 

 

・大気汚染  事業場や一般家庭における草木やごみ等の焼却に係るものが41件、その他事業等に

係るものが４件であった。 

・水質汚濁  事業系排水に係るものであった。 

・騒 音  工場・事業場の機械音や作業音に係るものが８件、工事・建設作業の重機や作業音 

に係るものが７件、その他商業等に係るものが３件であった。 

第６節 全般に関連するもの 
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・振 動  工事・建設作業等に係るものであった。 

・悪 臭  事業場に係るものが７件、一般家庭に係るものが１件であった。 

  ・そ の 他  生活排水や汚水等に係るものが11件、その他、投棄等に係るものが５件、油流出が

１件であった。 

 

○用途地域別苦情件数 

都市計画法に基づく用途地域別の苦情件数は、住専地域と住居地域を合わせて46件、市街化調

整区域等は37件である。〔P.125：表39〕 

また、住専地域と住居地域では大気汚染に係わるものが約半数を占めている。 

 

(3)八戸市生活環境保全条例 

市民、事業所、行政、それぞれの責務を明らかにし、良好な生活環境を確保するために昭和56年 

９月に制定した。「土ぼこりの発生防止」等８項目が規定されているが、規定されなかった項目につ 

いても、連絡調整を行って、関係課が対応することとしている。 

当条例関係の苦情受理件数は、条例項目及び条例項目以外の公害苦情も含めて3,799件と、令和元 

年度に比べて563件の増となった。公共施設の修繕等に関するものがもっとも多く、続いて竹木の適

正管理、集積所への不適正排出の防止、空き地の適正管理に関するものが寄せられている。 

 

表6-1 生活環境保全条例関係の苦情受理件数の推移 

（単位：件）

年  　度

6 9 1 3 (2) 解体工事現場の粉塵、トラック荷台の土砂による粉塵

2 2

条 176 127 111 167 (162) 草木の繁茂、害虫の発生

例 2

項

目

1 2 (2) 強風による段ボール等の飛散

58 66 68 62 (40) 野外焼却、ごみ・枯枝焼却

73 135 59 101 (35) 悪臭、騒音、道路側溝からの悪臭

17 17 7 5 夜間の生活騒音

4 1 3 19 (9) 浄化槽・汲み取りトイレからの悪臭、生活排水の流出

78 76 100 103 (20) 空き家の蜂の巣、屋根トタンや建材の飛散

条 225 306 381 602 (84) 街路樹剪定、枝木の越境

例 109 149 151 160 (1) カラス関係、ハチの巣駆除

項 112 176 126 犬の鳴き声、こう傷、放し飼い、係留不適

目 5 215 2 13 道路標識の撤去、防災看板の設置

以 1 1 12 喫煙禁止場所への灰皿設置、タバコ煙の流入

外 95 87 117 147 (3) 不法投棄、放置自転車

281 247 247 274 ごみの不適正排出、指定外袋、可燃不燃混在

0 0

1,130 1,532 1,295 1,310 カーブミラー・標識の補修、公園施設の修繕

834 817 515 693 (3) 側溝清掃、道路の草刈り、除雪方法について

3,094 3,899 3,236 3,799 (361)合　　　　　計

公共施設の修繕等

ごみ等の不法投棄防止

看板・広告物の規制

その他

健康の確保

ごみの有効利用

集積所への不適正排出の防止

屋外焼却行為の制限

竹木の適正管理

公害の防止

夜間の静穏保持

生活排水の適正処理

犬の適正飼養

自然環境との共生

空き家等の適正管理

苦 情 の 主 な 内 容
項   　目

H29 H30 R2

河川等の富栄養化の防止

緑化の推進

空き缶等の散乱防止

うち環境
保全課分

土ぼこりの発生防止

血水流出等の防止

空地の適正管理

電波障害の防止

R1
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表 6-2 生活環境保全条例関係の月別苦情受理件数（令和２年度） 

（単位：件）

項目
月

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

土ぼこりの発生防止 1 1 1 3

血水流出等の防止 0

空き地の適正管理 1 12 30 34 36 29 16 5 2 2 167

電波障害の防止 0

河川等の富栄養化の防止 0

緑化の推進 0

空き缶等の散乱防止 1 1 2

屋外焼却行為の制限 5 1 10 7 5 2 6 11 4 2 9 62

公害の防止 9 6 22 10 9 4 8 7 5 3 7 11 101

夜間の静穏保持 2 1 1 1 5

生活排水の適正処理 1 2 4 4 3 1 1 3 19

空き家等の適正管理 13 6 4 4 13 16 8 2 6 4 15 12 103

竹木の適正管理 24 48 112 106 76 72 55 45 9 6 24 25 602

自然環境との共生 16 21 25 12 15 45 8 6 3 3 3 3 160

犬の適正飼養 7 17 15 8 14 10 6 10 7 12 8 12 126

看板・広告物の規制 2 3 2 1 1 1 1 2 13

健康の確保 1 1 1 1 1 2 1 2 1 1 12

ごみ等の不法投棄防止 14 5 12 16 13 15 22 16 14 5 5 10 147

集積所への不適正排出の防止 31 32 26 26 21 17 32 20 18 12 14 25 274

ごみの有効利用 0

公共施設の修繕等 168 136 167 143 120 94 105 65 53 46 90 123 1310

その他 60 42 69 56 37 43 39 40 41 133 52 81 693

351 331 500 431 364 350 310 228 161 229 224 320 3,799

条
例
項
目

条
例
項
目
以
外

合         計

 

 (4)公害防止協定 

   公害防止協定は、公害の未然防止を図り、市民の健康保護と環境の保全を図るために地方公共団体 

などと工場・事業場との間で締結されるもので、地域の実情に合ったきめ細やかな公害防止対策が実 

行できることから全国的に普及している。 

   県及び市と事業者との三者協定は15社（表6-3）、市と事業者との二者協定を27社（表6-4）と締結 

している。 

表6-3 県及び当市との公害防止協定締結工場 15社（令和２年度末現在） 
事業場名 業 種 締結年月日（改正） 

東北電力㈱ 八戸火力発電所 電気業 S52.4.23 （H28.10.17） 

三菱製紙㈱ 八戸工場 パルプ紙・製造業 S53.11.11 （H16.6.４） 

八戸製錬㈱ 八戸製錬所 非鉄金属製造業 S53.11.11 （H26.6.26） 

大平洋金属㈱ 八戸製造所 鉄鋼業 S53.11.11 （H25.9.13） 

片倉コープアグリ㈱ 東北支店 青森事業所 八戸工場 化学肥料・ 製造業 S58.4.14 （H29.2.７） 

東京鐵鋼㈱ 八戸工場 鉄鋼業 S53.11.11 （H28.12.27） 

八戸セメント㈱ 窯業 S53.11.11 （H21.4.22） 
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東北グレーンターミナル㈱  外５社 飼料・ 製造業 S56.7.14 （H25.8.2） 

八戸バイオマス発電㈱ 電気業 R2.3.19 

八戸エコエネルギー発電所 電気業 R2.4.10 

 
表6-4 当市との公害防止協定締結工場 27社（令和２年度末現在） 

事業場名 業 種 締結年月日（改正） 

合同酒精㈱酵素医薬品工場 医薬品製造業 S46.7.9（H24.4.1） 

八戸鉱山㈱ 採石業 S48.6.20（H26.4.1） 

八戸石材企業組合  〃 S49.3.29（S53.10.31） 

泉山興業㈱是川採石工場   〃 S49.3.29（S53.10.31） 

東北建材産業㈱仁義山礦業所 是川工場   〃 S49.3.29（S53.10.31） 

中村砕石工業㈱  〃 S49.3.29（S53.10.31） 

北振興業㈱   〃 S49.3.29（H25.10.1） 

県南石材㈲   〃 S49.3.29 

三浦商店㈱    〃 S49.3.29 

㈲田中石灰タンカル工業 窯業 S49.5.8（S53.10.31） 

㈲三和石灰鑛業所  〃 S49.5.8（S53.10.31） 

高周波鋳造㈱ 鉄鋼業 S50.2.21（H18.6.9） 

㈱十文字チキンカンパニー大森ファーム  畜産農業 S59.9.1 

アルバック東北㈱  非鉄金属製造業 S60.7.31（H28.2.19） 

㈱新菱 八戸工場 化学製品製造業 S61.10.7（H31.3.22） 

階上キューピー㈱ 食料品製造業 S63.11.28 

北日本鍍金㈱ メッキ業 H2.2.26 

住友電工電子ワイヤー㈱八戸事業所  〃 H6.12.16 

㈱ノザワ  産業廃棄物処理 H7.6.30（H14.10.21） 

北砲興発㈱   採石業 H8.7.31 

多摩川精機㈱八戸事業所 精密機械製造業 H12.11.1 

エプソンアトミックス㈱ 窯業 H13.1.22 

中当建設㈱  産業廃棄物処理 H14.3.13 

三共理化工業㈱八戸工場 動物油脂製造業 H15.9.4 

奥羽クリーンテクノロジー㈱ 廃棄物処理 H20.5.23 

エプソンアトミックス㈱北インター事業所 非鉄金属業 H25.12.13 

多摩川精機㈱八戸第二工場 精密機械製造業 H31.1.18 

 

(5)公害健康被害者救済制度 

当市は、昭和 39年に新産業都市に指定され、水産都市から工業都市へと急速に発展したことに伴

い、昭和 44年頃から大気汚染が進行、小中野地区住民を中心に、呼吸器疾患が多く見られるように 

なった。八戸地区医療対策協議会の協力を得て、昭和 45年から昭和 49年まで行ったＢＭＲＣ方式 

による呼吸器系疾患などの実態調査結果では、有症率が有意に高かったことから、昭和 52年６月１ 

日から八戸市公害健康被害者の救済に関する条例に基づく独自の救済を開始した。 

これまでの認定患者数は70名で、うち64名が失効しており、現在６名が補償給付を受けている。 

なお、昭和62年度以降、新たな認定申請はない（表6-5）。救済資金は、市内に立地する一定規模以 

上の工場・事業場からの拠出金をもって充てている。 

指定地域は、江陽、城下、沼館、新湊、豊洲の全区域、小中野の一部を除いた区域、及び大字湊 
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町のうち東日本旅客鉄道株式会社八戸線以北の区域、並びに大字沼館及び大字河原木のうち馬淵川 

以東の区域である。 

表6-5 公害健康被害者認定及び失効状況（令和２年度末現在） 

 

表6-6 認定患者年齢別分類（令和２年度末現在） 

 

表6-7 障害等級別現況（令和２年度末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全被認定者数 
失 効 者 内 訳 

現被認定者数 
死亡 治癒 辞退 転出 取消 計 

70 33 4 20 7 0 64 6 

年 齢 
慢  性 

気管支炎 

気管支 

ぜん息 

ぜん息性 

気管支炎 
肺気しゅ 合 計 

60～69歳 0 1 0 0 1 

70歳以上 0 5 0 0 5 

計 0 6 0 0 6 

特 級 １ 級 ２ 級 ３ 級 計 

0 0 1 5 6 

特級：入院を必要とし、かつ、常時介護を必要とする。 

１級：常に治療を必要とし、かつ、入院が望ましい。 

２級：常に治療を必要とし、かつ、時に入院を必要とする。 

３級：常に医師の管理を必要とし、かつ、時に治療を必要とする。 
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２ その他関連するもの 

(1)放射線の監視 

   東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故以降、市民の放射線に関する不安の声が多く寄 

せられた。これを受けて、以下の取組を行ってきた。 

 

①水浴場における放射線・放射性物質のモニタリング 

開設前及び開設中の白浜海水浴場、蕪島海水浴場について、海水中に含まれる放射性セシウム、 

放射性ヨウ素の濃度と砂浜における空間放射線量のモニタリングを行った。海水中の放射性物質 

は全地点で不検出であった。また、砂浜の空間放射線量も市内の他地点と変わらず、開設に問題 

ないことを確認している。〔P.126：表41〕 

 

②公園における放射線・放射性物質のモニタリング 

市内15か所の公園について、土壌中の放射性セシウム及び放射性ヨウ素の分析及び公園の空間 

   放射線量のモニタリングを行った。土壌中の放射性物質は全地点で不検出であった。また、公園 

の空間放射線量も市内の他の地点と変わらず、問題ないことを確認している。 

本取組は、平成27年度より補完計画（３か年計画）として実施しており、全地点で不検出であ 

ったため、平成29年度で調査を終了している。 

 

③空間放射線量のモニタリング 

◆市庁舎前モニタリングポストの設置 

      県が平成23年３月30日より、八戸市庁舎前に可搬型モニタリングポストを設置、放射線量 

の常時監視を行っている。これまでの測定結果は事故以前の青森県内の測定結果と差異がな 

く、異常は認められていないと報告されている。なお、平成24年４月より、文部科学省が固 

定型モニタリングポストを設置したため、国による常時監視に切り替えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆市民への空間放射線量測定器の無料貸出し 

      放射線に関する市民の安全安心の確保と正しい知識の普及を目的として、平成24年２月よ 

り空間放射線量測定器を無料で貸出している。貸出件数は令和２年度は０件、累計で132件で 

ある。 

 

 

 

放射線モニタリングポスト 
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(2)カラス対策  

①繁殖期の威嚇 

 営巣時期である春～初夏には、巣や幼鳥を守ろうとする親鳥による人への威嚇が発生する。 

被害の未然防止策として、広報やホームページで営巣対策を呼びかけるほか、現に発生してい

る威嚇への緊急対応として、幼鳥の保護を行っている。 

 

②冬期のふん害 

 平成23年度より、冬期になると渡り鳥であるミヤマガラスが多数飛来し、在来のハシブトガラ

ス・ハシボソガラスと共に長者山等に大規模なねぐらを形成するようになる。ねぐらは隣接する

市街地（主に中心街）まで及び、鳴き声による騒音や、カラスの集団が電線等に留まることによ

るふん害が発生している。 

 対策として、カラス追い払い用のＬＥＤライトやカラス音声による追い払い機器を貸出してい

る。また、ふんで汚れた道路は適宜清掃を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内で見られたカラスの大群                中心街におけるふん害 

 

③集積所のごみ荒らし 

 ハシブトガラス・ハシボソガラスは生ごみを餌のひとつとしており、集積所に出されたごみが

荒らされる。 

 対策として、平成25年度から「カラス対策事業ごみ箱設置購入費用補助事業」を実施し、カラ

ス被害等によるごみの散乱を防ぐことができる構造のごみ箱を購入・設置する町内会等に対して

補助金を交付している（費用の1/2、１基あたりの上限25,000円）。 
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資 料 編 



 

 

 

１ 水質関係資料 
(1)水域類型の指定状況（関係分） 

(1)-1生活環境に係る水域の類型 

水          域 該当類型 達成期間 備 考 

 世増ダム貯水池（県の区域に属する部分） 

 新井田川上流（長舘橋より上流であって、世増ダム貯水池に係

る部分を除いたもの） 

 新井田川下流（長舘橋より下流） 

 馬淵川上流（櫛引橋より上流） 

 馬淵川下流（櫛引橋より下流） 

 五戸川下流（戌橋より下流） 

 相坂川中流（蔦川合流点から幸運橋まで） 

 相坂川下流（幸運橋より下流） 

Ａ 

Ａ 

 

Ｂ 

Ａ 

Ｂ 

Ｂ 

Ａ 

Ｂ 

イ 

イ 

 

ハ 

イ 

ロ 

イ 

イ 

イ 

新井田川河口水域 

○昭和46年５月25日 

閣議決定 工業港（１） 

工業港（２） 

工業港（３） 

河口海域(甲) 

河口海域(乙) 

河口海域(丙) 

海域Ｃ 

海域Ｃ 

海域Ｃ 

海域Ｂ 

海域Ｂ 

海域Ａ 

ロ 

ロ 

ロ 

ロ 

ロ 

イ 

八戸市、階上町地先水域 

蕪島北端（八戸市大字鮫町字鮫57番地）から方位角０度に

引いた線及び青森県と岩手県の境界である陸岸の地点（三

戸郡階上町大字道仏字廿一２番１号）から方位角70度50分

に引いた線内の領海 

海域Ａ イ 

南浜水域 

○昭和51年２月３日 

青森県告示第83号 

(注 1)達成期間の分類は、次のとおりとする。   「イ」は、直ちに達成 

                                               「ロ」は、５年以内で可及的速やかに達成 

                                               「ハ」は、５年を超える期間で可及的速やかに達成 

(注 2)平成５年５月 12日青森県告示第 352号により、「相坂川」から「奥入瀬川」に名称が変更された。 

  (注 3)令和２年３月 27 日青森県告示第 253 号にて新たに「世増ダム貯水池（県の区域に属する部分）」が類型指定された。 

 

(1)-2水生生物の保全に係る水域の類型 

水          域 該当類型 達成期間 備     考 

世増ダム貯水池（県の区域に属する部分に限る。） 

新井田川（世増ダム貯水池に係る部分を除いたもの） 

馬淵川（青森・岩手県境より下流） 

五戸川（全域） 

奥入瀬川（全域） 

生物Ａ 

生物Ａ 

生物Ａ 

生物Ａ 

生物Ａ 

直ちに 

直ちに 

直ちに 

直ちに 

直ちに 

新井田川河口水域 

○平成27年11月13日 

青森県告示第791号 

 

(2)水質汚濁に係る環境基準 
(2)-1人の健康の保護に関する環境基準                               

項   目   名 基準値(mg/L) 項   目   名 基準値(mg/L) 

カドミウム 

全シアン 

鉛 

六価クロム 

砒素 

総水銀 

アルキル水銀 

ＰＣＢ 

ジクロロメタン 

四塩化炭素 

1,2-ジクロロエタン 

1,1-ジクロロエチレン 

シス-1,2-ジクロロエチレン 

    0.003 

検出されないこと 

    0.01 

    0.05 

    0.01 

    0.0005 

検出されないこと 
検出されないこと 

    0.02 

    0.002 

    0.004 

    0.1 

    0.04 

1,1,1-トリクロロエタン 

1,1,2-トリクロロエタン 

トリクロロエチレン 

テトラクロロエチレン 

1,3-ジクロロプロペン 

チウラム 

シマジン 

チオベンカルブ 

ベンゼン 

セレン 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 

ふっ素 

ほう素 

1,4-ジオキサン 

    1 

    0.006 

    0.01 

    0.01 

    0.002 

    0.006 

    0.003 

    0.02 

    0.01 

    0.01 

   10 

    0.8 

    1 

0.05 
１．基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 

２．「検出されないこと」とは、別に示す方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を 

下回ることをいう。 

３．海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。 
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(2)-2要監視項目※１に関する指針値 

項   目   名 指針値(mg/L) 項   目   名 指針値(mg/L) 

クロロホルム 

トランス-1,2-ジクロロエチレン 

1,2-ジクロロプロパン 

p-ジクロロベンゼン 

イソキサチオン 

ダイアジノン 

フェニトロチオン（ＭＥＰ） 

イソプロチオラン 

オキシン銅（有機銅） 

クロロタロニル（ＴＰＮ） 

プロピザミド 

ＥＰＮ 

ジクロルボス（ＤＤＶＰ） 

フェノブカルブ（ＢＰＭＣ） 

    0.06 

   0.04 

    0.06 

    0.2 

    0.008 

    0.005 

   0.003 

   0.04 

    0.04 

    0.05 

    0.008 

    0.006 

    0.008 

    0.03 

 イプロベンホス（ＩＢＰ） 

 クロルニトロフェン（ＣＮＰ） 

 トルエン 

 キシレン 

 フタル酸ジエチルヘキシル 

 ニッケル 

 モリブデン 

 アンチモン 

 クロロエチレン 

 エピクロロヒドリン 

 全マンガン 

 ウラン 

 

    0.008 

      － 

    0.6 

    0.4 

    0.06 

     － 

    0.07 

    0.02 

    0.002 

    0.0004 

    0.2 

    0.002 

 

※１ 要監視項目…人の健康の保護に関連する物質ではあるが、現時点では直ちに環境基準項目とせず引き 

続き知見の集積に努めるべき項目。 

 

(2)-3生活環境の保全に関する環境基準（関係分） 

○河川 

  項 

  目 

 

類 

型 

利用目的の適応性 

基      準      値 

水素イオン 

濃  度 

（ｐＨ） 

生物化学的 

酸素要求量 

（ＢＯＤ） 

浮遊物質量 

（ＳＳ） 
溶存酸素量 

（ＤＯ） 
大腸菌群数 

Ａ 
水道２級、水産１級、 

水浴及びＢ以下の欄に 

掲げるもの 

6.5以上 

8.5以下 

 

 2mg/L以下 25mg/L 

以下 
7.5mg/L 

以上 
1,000 MPN/100mL 

以下 

Ｂ 
水道３級、水産２級 

及びＣ以下の欄に掲げ

るもの 

6.5以上 

8.5以下 

 

 3mg/L以下 25mg/L 

以下 
5mg/L 

以上 
5,000 MPN/100mL 

以下 

   
○水生生物保全環境基準の水域類型及び基準値の概要（河川） 
   項目 

  

類型 
水生生物の生息状況の適応性 

基準値 

全亜鉛 ノニルフェノール LAS 

生物Ａ 
イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水生生

物及びこれらの餌生物が生息する水域 

0.03mg/L 

以下 

0.001mg/L 

以下 

0.03mg/L 

以下 

生物特Ａ 

生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄に掲げる水生

生物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育場と

して特に保全が必要な水域 

0.03mg/L 

以下 

0.0006mg/L 

以下 

0.02mg/L 

以下 

生物Ｂ 
コイ、フナ等比較的高温域を好む水生生物及び

これらの餌生物が生息する水域 

0.03mg/L 

以下 

0.002mg/L 

以下 

0.05mg/L 

以下 

生物特Ｂ 

生物Ａ又は生物Ｂの水域のうち、生物Ｂの欄に

掲げる水生生物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔

の生育場として特に保全が必要な水域 

0.03mg/L 

以下 

0.002mg/L 

以下 

0.04mg/L 

以下 

  備考 １．基準値は、年間平均値とする。 

     ２．LAS：直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩 
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○湖沼 

  項 

  目 

類 

型 

利 用 目 的 の 

適 応 性 

基     準     値 

水素イオン 

濃 度  

（ｐＨ） 

生物化学的 

酸素要求量 

（ＢＯＤ） 

浮遊物質量 

 

（ＳＳ） 

溶存酸素量 

 

（ＤＯ） 

大腸菌群数 

Ａ 

水 道 ２ , ３ 級 

水 産 ２ 級 

水 浴 

及びＢ以下の欄に掲げるもの 

6.5以上 

8.5以下 

3mg/L 

以下 

5mg/L 

以下 

7.5mg/L 

   以上 

1,000 

MPN/100mL 

   以下 

備考 １．水産２級については、当分の間、浮遊物質量の項目の基準値は適用しない。 
 
 
○湖沼（全窒素、全燐） 

 項目 

 

類型 
利 用 目 的 の 適 応 性 

基     準     値 

全 窒 素 全   燐 

Ⅲ 

 

水道３級（特殊なもの）及びⅣ以下の欄に掲

げるもの 

 

0.4mg/L以下 0.03mg/L 以下 

備考 １ 基準値は、年間平均値とする。 

２ 全窒素の項目の基準値は、全窒素が湖沼植物プランクトンの増殖の要因となる湖沼について適用する。 
 
○水生生物保全環境基準の水域類型及び基準値の概要（湖沼） 

項目 

 

 

類型 
水生生物の生 息 状 況 の 適 応 性 

基     準     値 

全 亜 鉛 
ノニルフェノー

ル 

直鎖アルキル

ベンゼンスル

ホン酸及びそ

の塩 

生物Ａ 
イワナ、サケノマス等比較的低温域を好む水生

生物及びこれらの餌生物が生息する水域 

0.03mg/L以

下 
0.001mg/L以下 0.03mg/L以下 

  備考 １．基準値は、年間平均値とする。 

     ２．LAS：直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩 
 
○海域 

  

 利用目的の適応性 

基     準       値 
水素イオン

濃 度 

（ｐＨ） 

化学的酸素 

要求量 

（ＣＯＤ） 

溶存酸素量 

（ＤＯ） 
大腸菌群数 

ノルマルヘキサン 

抽出物質（油分等） 

Ａ 
水産１級、水浴、自然

環境保全及びＢ以下の

欄に掲げるもの 

7.8以上 

8.3以下 
2mg/L 

以下 
7.5mg/L 

以上 
1,000 MPN/100mL 

以下 
検出されないこと 

Ｂ 
水産２級、工業用水及

びＣの欄に掲げるもの 
7.8以上 

8.3以下 
3mg/L 

以下 
5mg/L 

以上 
－ 検出されないこと 

Ｃ 環境保全 
7.0以上 

8.3以下 
8mg/L 

以下 
2mg/L 

以上 
－ － 

 

○水浴場 

 ふん便性大腸菌群数 油膜の有無 Ｃ Ｏ Ｄ 透 明 度 

適 

水質AA 不 検 出 

（検出下限2個/100mL） 
 油膜が認められない 

2mg/L以下 

（湖沼は3mg/L以下） 
全  透 

（1ｍ以上） 

水質Ａ  100個/100mL以下  油膜が認められない 
2mg/L以下 

（湖沼は3mg/L以下） 
全  透 

（1ｍ以上） 

可 
水質Ｂ  400個/100mL以下  常時は油膜が認められない 5mg/L以下 1ｍ未満～50cm以上 

水質Ｃ  1,000個/100mL以下  常時は油膜が認められない 8mg/L以下 1ｍ未満～50cm以上 

不 適 
1,000個/100mLを超え 

るもの 
 常時油膜が認められる 8mg/L超 50cm未満 

  「改善対策を要するもの」については以下のとおりとする。 
(１)「水質Ｃ」と判定されたもののうち、ふん便性大腸菌群数が、400個/100mLを超える測定値が１以上あるもの。 

   (２) 油膜が認められたもの。  

項
目 

類
型 

項目 
区分 
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 (2)-4地下水の水質汚濁に係る環境基準 

項   目   名 基準値(mg/L) 項   目   名 基準値(mg/L) 
カドミウム 

全シアン 

鉛 

六価クロム 

砒素 

総水銀 

アルキル水銀 

ＰＣＢ 

ジクロロメタン 

四塩化炭素 

1,2-ジクロロエタン 

クロロエチレン 

1,1-ジクロロエチレン 

1,2-ジクロロエチレン 

    0.003 

検出されないこと 

    0.01 

    0.05 

    0.01 

    0.0005 

検出されないこと 

検出されないこと 

    0.02 

    0.002 

    0.004 

0.002 

    0.1 

    0.04 

1,1,1-トリクロロエタン 

1,1,2-トリクロロエタン 

トリクロロエチレン 

テトラクロロエチレン 

1,3-ジクロロプロペン 

チウラム 

シマジン 

チオベンカルブ 

ベンゼン 

セレン 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 

ふっ素 

ほう素 

1,4-ジオキサン 

    1 

    0.006 

    0.01 

    0.01 

    0.002 

    0.006 

    0.003 

    0.02 

    0.01 

    0.01 

   10 

    0.8 

    1 

0.05 
１．基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 

２．「検出されないこと」とは、別に示す方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量 

限界を下回ることをいう。 

   

(2)-5地下水の要監視項目に関する指針値 

項   目   名 指針値(mg/L) 項   目   名 指針値(mg/L) 

クロロホルム 

1,2-ジクロロプロパン 

p-ジクロロベンゼン 

イソキサチオン 

ダイアジノン 

フェニトロチオン（ＭＥＰ） 

イソプロチオラン 

オキシン銅（有機銅） 

クロロタロニル（ＴＰＮ） 

プロピザミド 

ＥＰＮ 

ジクロルボス（ＤＤＶＰ） 

    0.06 

    0.06 

    0.2 

    0.008 

    0.005 

   0.003 

   0.04 

    0.04 

    0.05 

    0.008 

    0.006 

    0.008 

フェノブカルブ（ＢＰＭＣ） 

イプロベンホス（ＩＢＰ） 

 クロルニトロフェン（ＣＮＰ） 

 トルエン 

 キシレン 

 フタル酸ジエチルヘキシル 

 ニッケル 

 モリブデン 

 アンチモン 

 エピクロロヒドリン 

 全マンガン 

 ウラン 

    0.03 

0.008 

      － 

    0.6 

    0.4 

    0.06 

     － 

    0.07 

    0.02 

    0.0004   

    0.2 

    0.002 

※要監視項目…人の健康の保護に関連する物質ではあるが、現時点では直ちに環境基準項目とせず引き 

続き知見の集積に努めるべき項目。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

-71-



 

 

 

(3)排水基準 
(3)-1一律排水基準（昭和 46年６月 21日総理府令第 35号別表第一及び第二） 

項 目 名        許容限度 
 

 

 

項 目 名        
許容限度 

(mg/L) 
＜生活環境項目＞ 

水素イオン濃度 

5.8～8.6 

海域 5.0～9.0 

アルキル水銀化合物 

ポリ塩化ビフェニル 

トリクロロエチレン  

テトラクロロエチレン  

ジクロロメタン  

四塩化炭素 

1,2-ジクロロエタン    

1,1-ジクロロエチレン   

シス-1,2-ジクロロエチレン 

1,1,1-トリクロロエタン 

1,1,2-トリクロロエタン 

1,3-ジクロロプロペン   

チウラム          

シマジン          

チオベンカルブ       

ベンゼン          

セレン及びその化合物    

ほう素及びその化合物 

 

ふっ素及びその化合物 

 

アンモニア、アンモニウム化合物、 

亜硝酸化合物及び硝酸化合物 

 

 

 

1,4-ジオキサン 

 検出されないこと 

 0.003 

     0.1   

     0.1   

      0.2  

     0.02 

      0.04    

      1     

      0.4     

      3      

      0.06    

     0.02    

     0.06    

     0.03    

     0.2     

     0.1     

     0.1     

海域以外排出  10 

海域排出   230 

海域以外排出   8 

海域排出      15 

ｱﾝﾓﾆｱ性窒素に0.4

を乗じたもの、亜

硝酸性窒素及び硝

酸性窒素の合計量 

100 

0.5 

 

項  目  名 
許容限度 

(mg/L) 

＜生活環境項目＞ 

生物化学的酸素要求量    

化学的酸素要求量      

浮遊物質量         

ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質含有量(鉱油） 

     〃   （動植物油） 

フェノール類含有量     

銅含有量          

亜鉛含有量         

溶解性鉄含有量       

溶解性マンガン含有量    

クロム含有量        

大腸菌群数         

窒素含有量 

燐含有量 

   

160  (120) 

  160  (120) 

  200  (150) 

     5     

     30     

      5      

      3      

      2      

     10     

     10     

      2      

 (3,000 個/cm3) 

   120 (60) 

  16  (8) 

 ＜有害物質＞ 

カドミウム及びその化合物  

シアン化合物        

有機燐化合物
＊
 

鉛及びその化合物      

六価クロム化合物      

砒素及びその化合物     

水銀及びアルキル水銀その他の化合物 

 

      0.03    

      1     

      1
＊
     

      0.1     

      0.5     

      0.1     

      0.005    
  （注）（ ）内は日間平均値を示す。 

        *有機燐化合物はパラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥＰＮに限る。 

 

(3)-2特定地下浸透水基準（平成元年８月 21日付け環境庁告示 39号） 

項  目  名 検出限界値(mg/L) 

 

項  目  名 検出限界値(mg/L)  

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

カドミウム及びその化合物 

シアン化合物 

有機燐化合物
＊
 

鉛及びその化合物 

六価クロム化合物     

砒素及びその化合物 

水銀及びアルキル水銀その他の 

水銀化合物 

アルキル水銀化合物 

ポリ塩化ビフェニル         

トリクロロエチレン 

テトラクロロエチレン 

ジクロロメタン            

四塩化炭素                

1,2-ジクロロエタン 

1,1-ジクロロエチレン 

1,2-ジクロロエチレン   

    0.001 

    0.1  
    0.1

＊ 
    0.005 

    0.04 

    0.005 

    0.0005 

 

     0.0005 

    0.0005 

    0.002 

    0.0005 

    0.002 

    0.0002 

    0.0004 

    0.002 

シス体     0.004 

トランス体 0.004 

1,1,1-トリクロロエタン   

1,1,2-トリクロロエタン    

1,3-ジクロロプロペン      

チウラム                  

シマジン                  

チオベンカルブ            

ベンゼン                  

セレン及びその化合物 

ほう素及びその化合物 

ふっ素及びその化合物 

アンモニア、アンモニウム化

合物、亜硝酸化合物及び硝酸

化合物 

 

クロロエチレン 

1,4-ジオキサン 

    0.0005 

    0.0006 

    0.0002 

    0.0006 

    0.0003 

    0.002 

    0.001 

     0.002 

     0.2 

     0.2 

アンモニア性窒素  0.7 

亜硝酸性窒素      0.2 

硝酸性窒素        0.2 

  
 0.0002 

     0.005 

 

  （注）*有機燐化合物はパラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥＰＮに限る。 
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(3)-3上乗せ排水基準 
昭和48年３月30日 青森県条例第３号  

最終改正 平成18年３月27日 青森県条例第55号  
 （適用範囲） 
 上乗せ基準は、奥入瀬川河口左岸（上北郡おいらせ町新田18番地４地先）から鮫岬北端（八戸市大字鮫町字小舟渡平10番地先）に至る陸岸の地
先海域及びこれに流入する公共用水域に排出される水について適用する。 
 

 許    容    限     度 

工場又は事業場区分 

生 物 学 的 

酸素要求量 

（ＢＯＤ） 

mg/L 

化 学 的 

酸素要求量 

（ＣＯＤ） 

mg/L 

浮遊物質量 

（ＳＳ） 

 

mg/L 

ｎ-ヘキサン抽出

物質含有量 

（動植物油脂含

有量） mg/L 

フェノール類

含有量 

 

mg/L 

大腸菌群数 

 

 

個/㎝3 

豚房施設に係るもの 
160 

(120) 

160 

(120) 

200 

(150) 
  (3,000) 

食 

料 

品 

製 

造 

業 

に 

係 

る 

も 

の 

① 

冷凍すり身製造業及び

生すり身製造業に係る

もの 

130 

(100) 

100 

(80) 

150 

(120) 
20  

 

蒸りゅう酒、混成酒製

造業、魚粉飼料製造業

（フィッシュソリュブ

ル製造業を含む。）及

び有機質肥料製造業に

係るもの 

130 

(100) 

100 

(80) 

150 

(120) 
  

その他のもの 
130 

(100) 

100 

(80) 

150 

(120) 
10  

食料品製造業に係るもの② 
30 

(20) 
 

40 

(30) 
10  

パルプ製造業に係るもの 
140 

(110) 

140 

(110) 

80 

(60) 
  

紙製造業及び紙加工品製造業

に係るもの 

40 

(30) 

40 

(30) 

40 

(30) 
  

化学肥料製造業に係るもの 
30 

(20) 

30 

(20) 

60 

(50) 
  

鉄鋼業、非鉄金属製造業及び

金属製品製造業に係もの 

30 

(20) 

30 

(20) 

40 

(30) 

 

 

 

 

ガス供給業に係るもの 
30 

(20) 

30 

(20) 
  1 

旅館業に係るもの（十和田湖

及びこれに流入する公共用水

域に水を排水するものに限

る） 

60 

   （50) 

50 

(40) 

40 

(30) 
10 1 

と畜業に係るもの 
80 

(60) 

50 

(40) 

60 

(50) 
  

し尿処理施設に係るもの 
40 

(30) 

40 

(30) 

80 

(60) 
  

下水道終末処理施設に係るも

の 

30 

(20) 

30 

(20) 

80 

(60) 
10 1 

その他のもの（畜房施設に係

るもの、旅館業に係るもの及

び工場又は事業場に係る汚水

等を処理するものは除く） 

60 

(50) 

60 

(50) 

80 

(60) 
10 1 

  
  備考 

１．（ ）内は日間平均を表す。 

２．食料品製造業に係るもの②は、新井田川の長館橋より下流及びこれに流入する公共用水域（八戸市の区域に限る）に水を排出する工場・事業場

（昭和52年１月12日現在、現に特定施設を設置しているもの、及び当該設置の工事に着手しているものを除く）から公共用水域へ排出される水に

ついて適用する。 

３．上乗せ排水基準は、１日当たりの平均的な排出水の量が50立方メートル以上のものについて適用する。ただし、豚房施設については、１日当たり

の平均的な排出水の量が50立方メートル未満のものについて適用する。 
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(４）水質汚濁防止法の体系

①公共用水域関係

設置又は構造等 排水基準に適合しな
特定施設 書面審査 計画変更命令 計画変更命令違反

の変更の届出 いと認めるもの

(2)　　　　　(5)(7)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　(8)

排水基準に適合す

ると認めるもの

特定施設の配置又
特定事業場

は構造等の変更

(2)

排出水の汚染状態の測定・記録

(14)

排水基準に適合しないもの
立入検査 改善命令等 改善命令等違反

排出水

報告徴収 排水基準に適合しないおそ (13)

(2) れがあると認めるもの

(22)

公共用水域
(2)

常 時 監 視 (15)

汚濁負荷量 水質汚濁の 緊急時の認定 緊急措置命令 緊急措置命令違反 罰則

の把握 状況
(18) (30,31)

［事故時の措置］

特定 事故による 応急措置 応急措置

有害物質の 命令違反 罰則

事業場 排出・浸透 ・届出 命令 (31)

(2) (14の2) (14の2)
貯油事 事故による

業場等 油の排出・

(2) 浸透

②地下水関係

地下水の監視 地下水 常時監視 結果の公表（地下水質測定計画・水質監視・測定協力）

(16)       (15)   (16の2) 

(15) (17)

有害物質を含む特定地 有 特定地下浸透水 立入検査 改善命令等 命令違反

下浸透水の浸透禁止 害 報告徴収

物特 (2) (13の2)

(12の3) 質定 (22) 罰則

使事 有害物質使用

用業 特定施設の設 (30)
場 置等の届出 都道府県知事等の審査 計画変更命令等 命令違反

(5) (8)

(注)図中の（ ）内は条文であり(2)は法第２条を示す。
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特定 有害物質に 地下水汚染 汚染原因 汚染原因者 命令

事業場 該当する物 （人の健康被害 者の特定 への浄化の 違反 罰則

質を含む水 の発生又はそ 措置命令 (30)
の地下浸透 のおそれ） (14の3)

(2) 立入検査 特定事業場

報告徴収 設置者の協

(22) 力義務

(14の3)

③生活排水対策の枠組み

③－１ 行政責任の明確化（第14条の５関係）
（生活排水対策に係る知識の普及） (広域にわたる事業の実施)

（市町村の対策の総合調整） （生活排水処理施設

国 都道府県 市町村 の整備）

（指導員の育成等の

（技術上、財政上の援助） 啓発事業の推進）

・生活排水処理施設の整備

市町村の責務 ・啓発に携わる指導員の育成

・その他の生活排水対策に係る施策の実施

都道府県の責務 ・広域にわたる施策の実施
・市町村の施策の総合調整

国の責務 ・知識の普及

・地方公共団体への技術上、財政上の援助

－２ 国民の責務の明確化（第14条の６、第14条の７関係）③

・調理くず、廃食用油の適正処理、洗剤の適正使用等の水質の保全への心がけ

国民の責務・努力 ・国、地方公共団体の生活排水対策への協力
・生活排水処理施設の整備に関する努力

③－３ 生活排水対策重点地域における生活排水対策の計画的推進
（第14条の８から第14条の11まで関係）

生活排水対策 都道府県知事

重点地域の指定
① 環境基準が現に確保されていない水域、確保されない 意見聴取

おそれが著しい水域の水質汚濁に関係がある地域 関係市町村長

② 自然的、社会的条件に照らし、水質の保全を図ること 通 知

が特に重要な公共用水域で、水質の汚濁が進行し、又は

進行することとなるおそれが著しいものの水質汚濁に関 通 知

係がある地域 関係都道府県知事

生活排水対策 市 町 村

推進計画の策定 連 携 他の市町村

・生活排水対策の実施の推進に関する基本的方針

・生活排水処理施設の整備に関する事項 通 知

・生活排水に係る啓発に関する事項 都道府県知事

助言・勧告 市町村長

生活排水対策 生活排水対策 生活排水対策推進計画 生活排水を排出する者への
推進計画の公 推進計画の実 必要な、指導、助言、勧告

表 施 を推進するために

-75-



 

図１ 新井田川河口水域生活排水対策重点地域 
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(5)水質測定結果 

表１-１ 公共用水域の水質測定結果（環境基準点）                                  

河川 測 定 地 点 類 型    

ｐＨ ＤＯ ＢＯＤ ＳＳ 大腸菌群数 

範  囲 平均 範  囲 75%値 
環境 

基準 
平均 平  均 

新井田川 

長 舘 橋 

塩 入 橋      

湊 橋      

Ａ・イ 

Ｂ・ハ 

Ｂ・ハ 

7.5～7.7 

7.4～7.5 

7.4～7.8 

9.3 

8.2 

8.1 

1.2 ～ 1.3 

1.0 ～ 1.3 

1.2 ～ 1.3 

1.3 

1.2 

1.2 

2 

3 

3 

2 

1 

1 

9.7 ×103 

1.7 ×104 

2.7 ×104 

馬 淵 川 
櫛  引  橋 

尻 内 橋      

Ａ・イ 

Ｂ・ロ 

7.3～7.7 

7.3～7.6 

11 

11 

<0.5 ～ 1.0 

<0.5 ～ 1.0 

0.8 

0.7 

2 

3 

9 

9 

1.2 ×105 

1.2 ×105 

五 戸 川 尻 引 橋      Ｂ・イ 7.3～7.5 9.5 1.2 ～ 1.6 1.3 3 6 8.1×104 

奥入瀬川 
幸 運 橋      

開 運 橋      

Ａ・イ 

Ｂ・イ 

7.5～7.6 

7.4～7.5 

9.7 

9.4 

<0.5 ～ 1.4 

0.8 ～ 1.8 

1.4 

1.0 

2 

3 

 9 

  10 

2.0 ×104 

1.8 ×104 

 

湖沼 測 定 地 点 類 型    

ｐＨ ＤＯ ＣＯＤ ＳＳ 大腸菌群数 

範  囲 平均 範  囲 75%値 
環境 

基準 
平均 平  均 

世増ダム

貯水池 

表 層 Ａ・イ 7.3～9.0 10 2.0 ～ 3.8 3.7 3 2 1.6×103 

中 層 Ａ・イ 7.1～7.5 8.8 1.4 ～ 3.3 2.5 3 2 640 

底 層 Ａ・イ 6.9～7.3 5.9 1.3 ～ 6.0 4.6 3 7 1.8×103 

 

海域 測 定 地 点 類 型    

ｐＨ ＤＯ ＣＯＤ ＳＳ 大腸菌群数 

範  囲 平均 範  囲 75%値 
環境 

基準 
平均 平  均 

八 
 

戸 
 

前 
 

面 
 

海 
 

域 

第一工業港   St.1 

第一工業港   St.2 

河口海域（甲） St.3 

（鮫・白銀前面） 

河口海域（甲）  St.4 

（鮫・白銀前面） 

河口海域（甲）  St.5 

（鮫・白銀前面） 

第三工業港   St.6 

第二工業港    St.7 

第二工業港    St.8 

河口海域（乙）  St.9 

（北沼前面） 

河口海域（乙）  St.10 

（北沼前面） 

河口海域（丙）  St.11 

（北防沖） 

河口海域（丙）  St.12 

（蕪島沖） 

河口海域（乙） St.13 

（北沼前面） 

Ｃ・ロ 

Ｃ・ロ 

Ｂ・ロ 

 

Ｂ・ロ 

 

Ｂ・ロ 

 

Ｃ・ロ 

Ｃ・ロ 

Ｃ・ロ 

Ｂ・ロ 

 

Ｂ・ロ 

 

Ａ・イ 

 

Ａ・イ 

 

Ｂ・ロ 

7.8～8.2 

7.7～8.1 

7.9～8.2 

 

8.0～8.3 

 

7.9～8.2 

 

7.9～8.2 

8.0～8.2 

8.0～8.2 

7.9～8.1 

 

8.0～8.1 

 

8.0～8.1 

 

8.0～8.1 

 

8.0～8.2 

8.7 

8.4 

9.2 

 

9.0 

 

9.1 

 

8.8 

8.5 

8.6 

8.2 

 

8.4 

 

8.4 

 

8.5 

 

8.3 

1.4 ～ 2.9 

1.4 ～ 4.3 

1.3 ～ 3.0 

 

1.0 ～ 2.9 

 

1.3 ～ 2.9 

 

1.0 ～ 2.9 

1.0 ～ 2.4 

1.0 ～ 2.9 

0.5 ～ 2.1 

 

<0.5 ～ 2.2 

 

<0.5 ～ 2.2 

 

<0.5 ～ 1.7 

 

<0.5 ～ 1.5 

2.6 

3.1 

2.9 

 

2.5   

 

2.7   

 

2.1 

2.2 

2.2 

1.6 

 

1.8 

 

1.6 

 

0.8 

 

1.3 

8 

8 

3 

 

3 

 

3 

 

8 

8 

8 

3 

 

3 

 

2 

 

2 

 

3 

2 

2 

2 

 

2 

 

1 

 

2 

1 

1 

1 

 

2 

 

1 

 

1 

 

1 

750 

130 

340 

 

 220 

 

 81 

 

150 

 360 

 31 

180 

 

280 

 

  6 

 

  43 

 

  5 

南浜海域 
小舟渡平 1 km沖 

種差   1 km沖 

Ａ・イ 

Ａ・イ 

8.0～8.1 

8.0～8.1 

8.0 

8.1 

<0.5 ～ 0.7 

0.5 ～ 1.3 

0.6 

0.7 

2 

2 

－ 

－ 

  5 

  5 
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表１-２ 公共用水域の水質測定結果（調査補助点）※環境基準による評価には含まないが、参考として記載 

河川 

(水域名） 
測 定 地 点 類 型    

ｐＨ ＤＯ ＢＯＤ ＳＳ 大腸菌群数 

範  囲 平均 範  囲 75%値 
環境 

基準 
平均 平  均 

新井田川 
 鷹 ノ 巣 橋 

 新 井 田 橋      

Ａ・イ 

Ｂ・ハ 

7.6～7.8 

7.4～7.6 

9.7 

9.3 

1.1 ～ 1.7 

1.1 ～ 1.2 

1.5 

1.1 

2 

3 

1 

1 

7.0 ×103 

8.2 ×103 

馬 淵 川  大 橋      Ｂ・ロ 7.3～7.7 11 <0.5 ～ 2.0 0.8 3 10 3.3 ×104 

浅 水 川  な か の 橋      － 7.4～7.6 9.3 1.4 ～ 1.7 1.7 － 5 1.9 ×105 

 

海域 

(水域名） 
測 定 地 点 類 型    

ｐＨ ＤＯ ＣＯＤ ＳＳ 大腸菌群数 

範  囲 平均 範  囲 75%値 
環境 

基準 
平均 平  均 

八戸前面海域 
河口海域（甲）St.15 

（八戸大橋下） 
Ｂ・ロ 8.0～8.2 8.7 1.3 ～ 2.9 2.7 3 2 420 

＜表１-１、表１-２ 注釈＞ 

 １．表中の単位  ・ＤＯ、ＢＯＤ、ＣＯＤ、ＳＳ：mg/L、・大腸菌群数：MPN/100mL 

２．水域類型の達成期間：「イ」は直ちに達成 

「ロ」は５年以内で可及的速やかに達成 

「ハ」は５年を超える期間で可及的速やかに達成 

３．馬淵川、奥入瀬川は青森県資料 

 

 

表２ 底質調査結果 

測定地点 一般項目 健康項目 特殊項目 その他の項目 

 水域名 

  

採取 

地点 

ＣＯＤ 

  

強熱減量 ｶﾄﾞﾐｳﾑ 鉛 砒素 総水銀 ＰＣＢ 銅 亜鉛 総クロム 硫化物 全窒素 全リン 

（mg/g） （%） （mg/kg） （mg/kg） （mg/kg） （mg/kg） （mg/kg） （mg/kg） （mg/kg） （mg/kg） （mg/g） （mg/g） （mg/g） 

新井田川 湊 橋 1.1 1 <0.1 5 2.1 0.03 <0.01 11 67 45 0.044 0.42 0.85 

世増ダム 

貯水池 
底 層 35 18 0.2 18 5.7 0.17 <0.01 49  130 50 0.11 5.1 1.5 

馬 淵 川 大橋 24 7 0.1 11 6.3 0.07 <0.01 15  62 38 0.25 0.31 0.51 

八戸前面 

海  域 

 

 

St.1 23 16 0.4 24 12 0.24 <0.01 77 190 79 0.37 4.0 1.2 

St.2 14 13 0.8 65 13 0.51 0.01 270 360 150 1.9 3.2 1.2 

St.6 10 11 0.6 20 11 0.21 <0.01 43 120 50 0.86 2.7 0.81 

St.7 12 11 0.7 61 14 0.25 <0.01 48 230 38 0.46 2.5 0.79 

St.8 10 11 1.2 130 14 0.29 <0.01 79 420 40 0.72 2.7 0.71 

                                                                  （乾燥重量当たり） 

１．底質について環境基準値はさだめられていない。 

２．馬淵川は青森県資料 
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図２ 公共用水域測定地点図 

 

図２-１ 公共用水域測定地点図（河川・海域） 

世増ダム貯水池 

図２-２ 公共用水域測定地点図（湖沼） 
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表３　地下水環境基準超過地点

１．概況調査※１（超過地点数/調査地点数＝0/5）　

２．汚染井戸周辺地区調査※２（超過地点数/調査地点数＝0/10）

３．継続監視調査※３（超過地点数/調査地点数＝10/35）

Ｎｏ. 地区名 深度(ｍ) 基準超過項目
測定値
(mg/L)

環境基準値※４

(mg/L)
1 築港街 60～80 ほう素 1.1 1
2 妙 5 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 11 10
3 上野 不明 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 13 10
4 櫛引 不明 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 11 10
5 田面木 200 ほう素 2.5 1
6 八幡 30以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 11 10
7 内丸 30以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 15 10
8 湊 50 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 13 10
9 糠塚 不明 鉛 0.015 0.01
10 石堂 100以上 ふっ素 1.3 0.8

４．継続監視調査終了（調査終了地点数/調査地点数＝5/35）　

Ｎｏ. 地区名 深度(ｍ) 調査項目
測定値
(mg/L)

環境基準値※４

(mg/L)
1 田向 150 砒素 0.001 0.01
2 櫛引 30以上 砒素 0.002 0.01
3 八幡 5 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 8.2 10
4 新井田 30以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 6.2 10
5 石堂 100以上 ほう素 0.8 1

※１　概況調査は市内の全体的な地下水質の把握を目的とする調査。

○３年連続で基準値の９割を超えないことを確認した４箇所及び石堂地区１箇所のほう素につ
　いて今年度で調査終了する。

 

表４　水浴場水質等調査結果

最小 最大 平均 最小 最大 平均 最小 最大 平均

（開設前） <2 <2 <2 1.6 2.3 1.8 >1 >1 >1
（開設中） 2 16 9 0.9 1.4 1.2 >1 >1 >1
（開設前） 2 120 36 2.2 2.9 2.4 >1 >1 >1
（開設中） 6 50 25 1.9 2.4 2.1 >1 >1 >1

最小 最大

（開設前） なし 8.1 8.1 17.5 11.8 不検出 水質ＡＡ 水質ＡＡ
（開設中） なし 8.1 8.1 23.3 15.5 不検出 水質Ａ 水質Ａ
（開設前） なし 8.0 8.1 17.8 11.3 不検出 水質Ｂ 水質Ａ
（開設中） なし 8.1 8.2 23.3 17.3 不検出 水質Ｂ 水質Ｂ

4/28, 5/11
7/27, 8/3
4/28, 5/11
7/27, 8/3

水温
（℃）

Ｏ-157
（個

/100mL）

ｐＨ

八戸市
白浜海水浴場

八戸市
蕪島海水浴場

気温
（℃）

前年判定
利用者数
（万人）

1.9

2.3

透明度
（m）

判定

八戸市
白浜海水浴場

八戸市
蕪島海水浴場

水　浴　場　名

水　浴　場　名

ふん便性大腸菌群数
（個/100mL）

ＣＯＤ
（mg/L）

調査月日

油膜
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表５　勘助川水質調査結果
調査水域  ：　勘助川（勘助山を水源とし、白銀台と大久保地区の境界を流れる小川）
調査年月日：　令和２年４月10日(金)
天候　　　：　当日…くもり 前日…くもりのち雨　前々日…くもりのち雨
　　　　　　　地点番号 １ ２ ３ ４

時    刻 9:05 9:17 9:27 9:40
色　　相 透明 透明 透明 透明
臭　　気 無臭 無臭 無臭 無臭

水温（℃） 9.1 9.1 9.0 9.0
透視度（㎝） 30< 30< 30< 30<
ｐＨ（-） 7.8 7.8 8.5 7.9

ＢＯＤ（㎎/L） 1.7 1.4 2.3 1.4
ＤＯ（㎎/L） 11 11 13 11
ＳＳ（㎎/L） 1 1 2 6  
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表６　水質汚濁防止法に基づく特定事業場数

業　    　　種

地下浸透 地下浸透

1 鉱業 1 1

1の2 畜産農業 1 5 6

2 畜産食料品製造業 1 2 3

3 水産食料品製造業 26 23 49

4 保存食料品製造業 1 1

5
みそ、しょう油、食用アミノ酸、グルタミン酸ソー
ダ、ソースまたは食酢の製造業

1 1

10 飲料製造業 2 6 8

11 動物系飼料または有機質肥料製造業 5 1 2 1 7

12 動植物油脂製造業 2 1 3

16 めん類製造業 9 9

17 豆腐または煮豆製造業 4 4

18の2 冷凍調理食品製造業 1 1

23 パルプ・紙・紙加工品製造業 2 1 2

27 無機化学工業製品製造業 1 1

28 カーバイト法アセチレン誘導品製造業 1 1

30 発酵工業 1 1 1

53 ガラス・ガラス製品製造業 1 1 1

54 セメント製品製造業 2 2

55 生コンクリート製造業 6 6

59 砕石業 2 2

61 鉄鋼業 1 1 1

62 非鉄金属製造業 2 1 1 3

64の2 浄水施設 1 1 1

65 酸またはアルカリによる表面処理施設 2 1 4 3 6

66 電気めっき施設 1 1 1

66の3 旅館業 4 24 28

66の4 共同調理場ちゅう房施設 3 3

66の5 弁当製造業 1 1

66の6 食堂・レストラン（飲食店ちゅう房施設） 6 6

67 洗たく業 2 31 33

68 写真現像業 8 8 8

68の2 病院業 4 4

69の3 地方卸売市場 1 2 3

70の2 自動車分解整備事業 5 5

71 自動式車両洗浄施設 1 82 83

71の2 試験・研究・検査業 3 3 10 6 13

71の3 一般廃棄物処理施設（焼却施設） 2 2

71の4 産業廃棄物処理施設 3 3

72 し尿処理施設 10 2 12

73 下水道終末処理施設 3 3

74 汚水処理施設 2 2

81 11 0 249 19 0 330

  ※青森県水質公害防止条例の汚水関係施設

業　    　　種

地下浸透 地下浸透

1 有害物質汚水排出試験、検査施設 4 4 2 2 6

2 トンネル掘さくに伴って生ずる坑内水の排水施設 1 1

3 鉄道車両給油、オイル交換用施設 3 3

4 4 0 6 2 0 10

※有害物質貯蔵施設のみの１事業場を除く

令和３年3月31日現在の届出数

合計有害物質
使用特定
事業場

有害物質
使用特定
事業場

令和３年３月31日現在の届出数

合計有害物質
使用特定
事業場

有害物質
使用特定
事業場

別　表
番　号

平均排水量

50m3/日
　以上

平均排水量

50m3/日
　未満

合　　      　　　計

別　表
番　号

平均排水量

50m3/日
　以上

平均排水量

50m3/日
　未満

合　　      　　　計
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表７　事業場立入検査実施状況

50m3以上 62 78 96 4 4 0 6

（内協定工場） （11） （28） （29） （1） （1） (0) （0）

50m3未満有害 6 7 6 0 0 0 0

6 20 2 0 0 0 4

74 105 104 4 4 0 10

5 8 9 0 0 0 0

79 113 113 4 4 0 10

排水基準値超過４件の不適合項目
No. 立入年月日

1 R2.6.17

2 R2.9.30

3 R2.12.23

4 R3.2.4

基準値超過以外に対する指導の内訳
No. 通知・指示月日

1 R2.6.11

2 R2.7.15

3 R2.8.20

4 R2.10.7

5 R2.11.12

6 R2.11.12

7 R2.11.17

8 R2.12.23

9 R3.2.4

10 R3.2.25

動植物油脂製造業

水産食料品製造業

汚水流出について応急対策及び報告書を提出すること

汚水流出について応急対策及び報告書を提出すること

公害防止協定工場

洗たく業 BOD:170(130)

pH:8.8 (5.8～8.6)

自主測定結果を提出すること

構造等変更届出を提出すること

水
質
汚
濁
防
止
法
に
よ
る

特
定
事
業
場

合　　　　計

小　　　　計

（法対象外）公害防止協定工場

病院施設

構造等変更届出書を提出すること金属製品製造業

事　業　場　名 不適合項目（排水基準値）

水産食料品製造業

文書による
改善指導

排水基準値
（協定値）
超過件数

 （行政措置）

pH:9.4 (5.8～8.6)

水産食料品製造業 SS:310 {150(120)}

法に基づく
改善命令等

自主測定結果及び特定施設変更届出を提出すること

基準値超過
以外に対する

指導件数
排水量等による分類 立入事業場数 立入延回数 調査項目数

通知内容・指示事項

規制対象外
(小規模事業場）

規
制
対
象

事　業　場　名

汚水流出について応急対策及び報告書を提出すること

自主測定結果を提出すること

自主測定結果を提出すること

水産食料品製造業

水産食料品製造業

水産食料品製造業

洗たく業

水産食料品製造業

構造等変更届出を提出すること

水産食料品製造業
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　(2)青森県公害防止条例

　(3)排出水等自主測定実施要領

※規定回数：排水量1,000㎥/日以上及び特定地下浸透をする事業場・・・・３か月に１回

　　　　　　排水量50～1,000㎥/日未満の事業場・・・・６か月に１回

　(4)公害防止協定に基づく自主測定結果の報告

2

未報告事業場数

5

未報告事業場数

6

報告はしたが規定回数
未満であった事業場数

10

27 19

3955

自主測定報告
義務事業場数

規定回数以上報告
した事業場数

0 0

報告はしたが規定回数
未満であった事業場数

承継届出 合　　計
汚水関係施設
設 置 届 出

構造等変更
届      出

使用廃止
届　　出

自主測定報告
義務事業場数

規定回数以上報告
した事業場数

氏名変更
届　　出

42

0 11 0

事故時の

届　　出

特定施設

設置届出

有害物質貯蔵指定施設

設置届出
使用届出

氏名変更

届　出

4 6 0

表８  水質関係法令等に係る届出、報告受理件数（令和２年度）

10 0

構造等

変更届出
合　　計

0 9 13

使用廃止

届　　出
承継届出
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２ 土壌汚染関係資料 

(1)土壌汚染対策法の概要 

○目的（法第１条）：土壌汚染の状況の把握に関する措置及びその汚染による人の健康被害の防止に関する措置を定めるこ 

と等により、土壌汚染対策の実施を図り、もって国民の健康を保護する。 

○対象物質（法第２条）：①有害物質を含む土壌を摂取すること、②土壌中の有害物質が地下水に溶出し、当該地下水を摂 

取することに起因して人の健康に係る被害を生ずるおそれがある、有害物質として政令で指定した26物質（特定有害物質） 

による汚染を対象とする。 

・特定有害物質を製造、使用又は処理する施設の使用が廃止された場合 

・一定規模以上の土地の形質変更の際に土壌汚染のおそれがあると都道府県知事（八戸市では市長）が認める場合 

・土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると都道府県知事（八戸市では市長）が認める場合 

 

土壌汚染状況調査               土壌汚染状況調査・報告 

                                                    

 自主調査において土壌汚染が判明        汚染状態に関する基準への適合性               ［規制対象外］ 

した場合において土地所有者等が                              不適合 

 都道府県知事に区域の指定を申請      健康被害が生ずるおそれに関する基準への該当性 

 する場合 

   

指定及び公示 

（台帳に記載）      要措置区域                       形質変更時要届出区域 

                        

 都道府県知事が指定し、指示措置と併せて公示するととも      都道府県知事が指定・公示するとともに、形質変更時要届出 

 に、要措置区域台帳に記載して公衆に閲覧             区域の指定台帳に記載して公衆に閲覧（一般管理区域、埋立 

                                 地管理区域、埋立地特例区域、自然由来特例区域）                         

 

要措置区域の管理                        形質変更時要届出区域の管理  

                                                      

【指示措置の実施】                                       【土地の形質変更の制限】 

 ・健康被害を防止するため必要な限度において都道府県知事か        ・形質変更時要届出区域内において土地の形質の変更をしよ 

ら指示された措置（指示措置）又は指示措置と同等以上の効     うとする者は、計画を都道府県知事に届出 

果を有すると認められる汚染の除去等の措置であって、土地    ・計画が適切でない場合は、都道府県知事が計画の変更を命令 

の所有者等が講じようとする措置（実施措置）を、汚染状況     ・臨海部特例区域に係る土地の形質変更の施行管理方針の申請、 

等計画の提出及び変更を行った上で、指示された期限までに     変更の届出及び都道府県知事による確認 

実施 

・実施措置の工事終了時及び措置完了時に完了報告を実施       指定の事由がなくなったと都道府県知事が認めるときは、形 

・措置を実施しない場合は措置命令                 質変更時要届出区域の全部又は一部について指定を解除・公 

         （指示措置の内容）                示するとともに、指定解除形質変更時要届出区域台帳を調整 

【直接摂取によるリスク】 

○盛土 ○土壌入替 ○土壌汚染の除去（砂場等） 

                             

      【地下水等の摂取によるリスク】                  汚染土壌の搬出等に関する規制 

  ○地下水の水質の測定                      ・要措置区域・形質変更時要届出区域内の土壌の搬出の規制 

  ○封じ込め（原位置、遮水工、遮断工）              ・要措置区域等内の土地の土壌を法の対象から外すための認定 

                                  ・汚染土壌の運搬に関する基準の遵守及び汚染土壌処理業者へ 

        【土地の形質変更の禁止】                の処理の委託 

・要措置区域内における土地の形質変更は禁止             ・要措置区域間及び形質変更時要届出区域間での土壌の移動、 

 （禁止の例外となる行為あり）                    自然由来等形質変更時要届出区域間での土壌の移動 

・自然由来等土壌の活用 

  指定の事由がなくなったと都道府県知事等が認めると         ・汚染土壌に係る管理票の交付及び保存の義務 

  きは、要措置区域の全部又は一部について指定を解除・        ・汚染土壌処理業の許可制度 

  公示するとともに、指定解除要措置区域の台帳を調整                            

 

 

適合 

該当する 該当しない 

摂取経路の遮断効

果が喪失した場合 

摂取経路が遮断 

された場合 
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(2)土壌汚染に係る基準

 　　　　　     ① 　　　　　     ②
土壌含有量基準 土壌溶出量基準 

(mg/kg) (mg/L)

クロロエチレン － ≦0.002　 ≦0.02　 ≦0.002　
四塩化炭素 － ≦0.002　 ≦0.02　 ≦0.002　
1,2-ジクロロエタン － ≦0.004　 ≦0.04　 ≦0.004　
1,1-ジクロロエチレン － ≦0.1　 ≦１　 ≦0.1　
1,2-ジクロロエチレン － ≦0.04　 ≦0.4　 ≦0.04　
1,3-ジクロロプロペン － ≦0.002　 ≦0.02　 ≦0.002　
ジクロロメタン － ≦0.02　 ≦0.2　 ≦0.02　
テトラクロロエチレン － ≦0.01　 ≦0.1　 ≦0.01　
1,1,1-トリクロロエタン － ≦1　 ≦3　 ≦1　
1,1,2-トリクロロエタン － ≦0.006　 ≦0.06　 ≦0.006　
トリクロロエチレン － ≦0.01　 ≦0.1　 ≦0.01　
ベンゼン － ≦0.01　 ≦0.1　 ≦0.01　
カドミウム及びその化合物 ≦45　 ≦0.003　 ≦0.09　 ≦0.003　
六価クロム化合物 ≦250　 ≦0.05　 ≦1.5　 ≦0.05　
シアン化合物 ≦50（遊離シアンとして） 検出されないこと　 ≦1　 検出されないこと　
水銀及びその化合物 ≦15　 ≦0.0005　 ≦0.005　 ≦0.0005　
　うちアルキル水銀 － 検出されないこと　 検出されないこと　 検出されないこと　
セレン及びその化合物 ≦150　 ≦0.01　 ≦0.3　 ≦0.01　
鉛及びその化合物 ≦150　 ≦0.01　 ≦0.3　 ≦0.01　
砒素及びその化合物 ≦150　 ≦0.01　 ≦0.3　 ≦0.01　
ふっ素及びその化合物 ≦4,000　 ≦0.8　 ≦24　 ≦0.8　
ほう素及びその化合物 ≦4,000　 ≦1　 ≦30　 ≦1　
シマジン － ≦0.003　 ≦0.03　 ≦0.003　
チウラム － ≦0.006　 ≦0.06　 ≦0.006　
チオベンカルブ － ≦0.02　 ≦0.2　 ≦0.02　
ＰＣＢ － 検出されないこと　 ≦0.003　 検出されないこと　
有機りん化合物 － 検出されないこと　 ≦1　 検出されないこと　

第
一
種
特
定
有
害
物
質

揮
発
性
有
機
化
合
物

特定有害物質名

第
三
種
特
定
有
害

物
質

農
薬
等

第
二
種
特
定
有
害
物
質

重
金
属
等

　　　　　　 ③
第二溶出量基準

(mg/L)

①土壌含有量基準  土壌１kg中に含まれる物質の量（mg）で、直接摂取のリスクに係る指定基準

地下水基準
(mg/L)

土壌汚染対策法・指定基準

②土壌溶出量基準　土壌に10倍量の水を加えて混合した場合に溶出する物質量（mg/L）で、地下水等摂取のリスクに係る指定基準
③第二溶出量基準  土壌汚染の除去に係る基準で、②がこの基準を超過している場合、汚染対策が掘削除去等に限定される
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３ 地盤沈下関係資料 

 

表９　水準測量概要
【全路線】
水準点

10点
1点
53点
64点

測量距離
19.2km
70.7km
89.9km

表10　観測井概要

観測井 設置場所
設置
年度

深度
（m）

ストレーナー
深度（m）

ケーシング径 計器類

１号井
青葉三丁目13-36

（市立第三中学校）
51 100 85 ～ 97 単管式250㎜ 水位計

２号井
尻内町字中根市２
（市立三条中学校）

51 150 99 ～122 同上 同上

３号井
市川町字赤畑34-2
（市立市川中学校）

51 200 123 ～135 同上 同上

４－Ａ号井
柏崎二丁目5-31

（旧市立柏崎小学校）
55 10 2 ～ 5

沈下計
水位計

４－Ｂ号井※ 同上 55 30 22 ～ 28 同上

５号井
江陽二丁目19
（江陽公園）

56 75 35 ～ 46 同上 同上

６号井
下長五丁目2

（河原木住宅団地）
57 150 64 ～ 75 同上 同上

７号井
市川町字古館30-1
（市立多賀小学校）

58 200 114～126 同上 同上

※H23.３.11東日本大震災による被害を受け、観測井が破損したため、測定を行っていない

八戸市
計

二重管式

外管200㎜
内管100㎜

国土地理院一等水準点（幹線）
八戸測候所水準点
八戸市水準点

計

国土地理院
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（単位：cm）

1 柏崎一丁目 (八戸東京海上ビルディング前） -0.57 0.36 -0.21

2 小中野五丁目 (小中野小学校) 0.48 -0.13 0.35

3 小中野八丁目 (青森銀行湊支店) -0.20 0.06 -0.14

4 江陽四丁目 (江陽集会所) -0.45 -0.01 -0.46

5 江陽四丁目 (片倉コ－プアグリ東側) 0.17 -0.05 0.12

6 江陽二丁目 (江陽公園) -4.40 -0.13 -4.53

7 江陽五丁目 (熊野神社) 0.63 -0.08 0.55

8 柏崎二丁目 (旧柏崎小学校) -48.51 -0.09 -48.60

9 青葉三丁目 (第三中学校) -18.83 -0.24 -19.07

10 諏訪二丁目 (八戸市類家緑地) -1.54 -0.18 -1.72

11 湊町 (大沢小公園) -0.42 0.09 -0.33

12 白銀一丁目 (県道・三島ポンプ場角) 0.42 0.13 0.55

13 沼館一丁目 (沼館3号公園) -1.57 -0.01 -1.58

14 城下二丁目 (日本たばこ産業株式会社前) -0.12 0.06 -0.06

15 沼館二丁目 (八戸市勤労青少年ホーム) -0.71 -0.03 -0.74

16 沼館四丁目 (第一工業港野積場) -1.68 R2亡失 -

17 河原木 (大平洋金属株式会社裏) 0.67 0.20 0.87

18 河原木 (東北電力株式会社八戸火力発電所裏) -0.37 0.04 -0.33

19 八太郎一丁目 (県道・新大橋交差点) -0.39 -0.06 -0.45

20 八太郎五丁目 (県道・浜名谷地歩道) -1.82 -0.25 -2.07

21 河原木 (県道・八戸製錬株式会社前) -4.50 -0.01 -4.51

22 日計五丁目 (根岸小学校) -3.98 0.01 -3.97

23 白銀町 (湊中学校) H28新設 -0.09 -0.09

24 売市 (第二中学校) -1.60 0.07 -1.53

25 河原木 (八戸市食肉処理場跡地) 0.70 H26亡失 0.70

26 河原木 (三八地域県民局みなと分庁舎) -2.01 0.04 -1.97

27 市川町 (東北電力株式会社市川変電所) -1.30 -0.07 -1.37

28 市川町 (多賀小学校) -3.46 -0.21 -3.67

29 市川町 (水産加工団地協同組合) -2.17 -0.20 -2.37

30 市川町 (団地入口願成寺前市道) -0.93 -0.13 -1.06

31 卸センター一丁目 (八戸総合卸センター会館） -19.22 -0.20 -19.42

32 市川町 (市川中学校) -6.96 -0.06 -7.02

33 市川町 (轟木小学校) -13.62 -0.41 -14.03

34 河原木 (日計郵便局跡地) 0.40 -0.02 0.38

35 下長五丁目 (市営住宅団地) -1.81 0.15 -1.66

36 下長三丁目 (河原木第2号公園) -2.58 0.19 -2.39

37 長苗代三丁目 (長苗代三丁目公園) -1.43 0.22 -1.21

38 長苗代 (三八五オートスクール) -13.77 -0.14 -13.91

39 尻内町 (青森県八戸合同庁舎) -4.99 -0.67 -5.66

40 尻内町 (三条中学校) -7.71 -0.29 -8.00

41 一番町二丁目 (上長集会場跡地) -5.51 -0.31 -5.82

42 尻内町 (白山神社) -6.22 -0.38 -6.60

43 諏訪一丁目 (八戸市総合教育センター) -1.13 -0.14 -1.27

44 田向 (千葉幼稚園入口) -4.37 -0.09 -4.46

45 吹上三丁目 (東日本高速道路㈱職員住宅) -27.98 -0.39 -28.37

46 吹上三丁目 (東日本高速道路㈱職員住宅) 0.40 0.22 0.62

47 吹上三丁目 (月丘町内宅地) -24.03 -0.44 -24.47

48 根城三丁目 (すき家八戸南店前交差点) -18.05 -0.39 -18.44

49 根城一丁目 (根城一丁目内宅地) -15.23 -0.50 -15.73

50 根城一丁目 (土橋川) 0.64 H20亡失 -

51 卸センター一丁目 (八戸総合卸センター） -4.16 R2亡失 -

52 長苗代 (三八五オートスクール) -3.90 -0.01 -3.91

53 尻内町 (青森県八戸合同庁舎) -9.27 -0.48 -9.75

観測井付属点 柏崎二丁目 (旧柏崎小学校） -27.33 1.69 -25.64

測候所水準点 湊町 (八戸気象観測所） 0.98 0.02 1.00

H29年度までの

累積変動量

注）　仮不動点は八戸市水準点（市立大館中学校内）とし、変動量算出の基準日は毎年10月１日である。

累積変動量

表11　令和２年度地盤沈下調査精密水準測量結果（測量は３年ごとの実施）

R2年度の

変動量
点番号 所　　　　　在　　　　　地
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表12　地盤沈下観測井調査結果（年度平均水位） 　（観測データの解析は隔年実施）

（単位：m）

　　年度

　№

１ -2.78 -2.54 -2.74 -2.82 -2.54 -2.38 -2.09 -2.10 -1.98 -2.04 -2.03

２ -0.84 -0.67 -0.59 -0.88 -0.68 -0.55 -0.48 -0.44 -0.40 -0.41 -0.36

３ -8.49 -8.69 -8.70 -8.88 -8.77 -8.65 -8.52 -8.34 -8.74 -9.31 -9.11

４－Ａ -1.01 -0.95 -0.98 -1.07 -1.04 -0.93 -0.90 -1.09 -1.96 -2.19 -2.14

４－Ｂ※ -3.16 -2.85 -2.97 - - - - - - - -

５ -2.52 -2.35 -2.35 -2.41 -2.36 -2.27 -2.15 -2.12 -2.04 -2.17 -2.00

６ -1.30 -1.09 -1.08 -1.24 -1.22 -1.05 -1.08 -1.00 -0.96 -1.10 -0.99

７ -9.41 -9.76 -9.76 -10.01 -9.85 -9.80 -9.82 -9.70 -10.27 -10.90 -10.99

表13　地盤沈下観測井調査結果（年度地盤変動量）　（観測データの解析は隔年実施）

      （単位：mm）

　　年度

　№

４－Ａ +2.23 -0.02 +2.87 +0.43 -1.50 -0.68 -2.42 1.85 -1.41

４－Ｂ※ +0.77 - - - - - - - -

５ -1.01 +0.62 -0.93 +1.28 -1.28 -0.07 +0.09 0.12 -0.21

６ -3.27 -0.23 -0.08 +0.08 -0.01 -1.70 -0.58 -0.50 -0.08

７ -1.64 -0.81 -1.17 +1.38 -1.80 -0.04 -0.52 -1.08 -0.80

※H23.３.11東日本大震災による被害を受け、観測井が破損したため、測定を行っていない

29 30

29 3027 28 累積変動量（期間）

26 27 28

22 23

2520 21

26

-13.42（36年）

-224.01（39年）

-240.38（31年）

-8.25（38年）

22 23 24

24 25

-27.64（37年）
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図４　平成30年度　地下水位（１号井、２号井、３号井）

図３　平成29年度　地下水位（１号井、２号井、３号井）

地下水位 (m)
基準 G．L．

地下水位 (m)
基準 G．L．

１号井

１号井

３号井

３号井

２号井

２号井

-11

-10

-9

-8

-7

-6

-5

-4

-3

-2

-1

0

1
H29.4 H29.5 H29.6 H29.7 H29.8 H29.9 H29.10 H29.11 H29.12 H30.1 H30.2 H30.3

1号井 2号井 3号井

-11

-10

-9

-8

-7

-6

-5

-4

-3

-2

-1

0

1
H30.4 H30.5 H30.6 H30.7 H30.8 H30.9 H30.10 H30.11 H30.12 H31.1 H31.2 H31.3

1号井 2号井 3号井

 

 

 

-90-



図５　平成29年度　累積地盤変動量と地下水位、降水量の関係
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図６　平成30年度　累積地盤変動量と地下水位、降水量の関係
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図７　地下水と気象観測記録等の推移
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４ 大気関係資料 

(1)大気汚染に係る環境基準 

(1)-1 大気の汚染に係る環境基準（昭和48年５月８日環境庁告示第25号）、二酸化窒素に係る環境基準（昭和53年 

７月11日環境庁告示第38号）及び微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準（平成21年９月９日環境 

省告示第33号） 

 

(1)-2ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準（平成９年２月４日環境庁告示第４号） 

物   質 環   境   上   の   条   件 （告示年月日） 

ベンゼン １年平均値が 0.003㎎/㎥以下であること。（H９.２.４） 

トリクロロエチレン １年平均値が 0.2㎎/㎥以下であること。（H９.２.４） 

テトラクロロエチレン １年平均値が 0.2㎎/㎥以下であること。（H９.２.４） 

ジクロロメタン １年平均値が 0.15㎎/㎥以下であること。（H13.４.20） 

備  考 
１ この環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所については、適用しない。 
２ ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準は、継続的に摂取される場合には人の健康を損なうおそれがある物質に
係るものであることにかんがみ、将来にわたって人の健康に係る被害が未然に防止されるようにすることを旨として、
その維持又は早期達成に努めるものとする。 

 
 
 
 

物   質 環 境 上 の 条 件 評    価    方    法 

二酸化硫黄 

１時間値の１日平均値が
0.04ppm以下であり、かつ、
１時間値が 0.1ppm 以下で
あること。 

・短期的評価 
測定を行った日又は時間について、測定結果を環境基準に照らして
評価する。ただし、１日平均値については、１時間値の欠測が１日
のうち４時間を超える場合には、評価の対象としないものとする。 
 
・長期的評価 
年間における１日平均値について、高い方から２%の範囲内にある
ものを除外して評価する。ただし、１日平均値につき環境基準を超
える日が２日以上連続した場合には、このような取扱いは行わない
こととして、その評価を行うものとする。 

一酸化炭素 

１時間値の１日平均値が
10ppm 以下であり、かつ、
１時間値の８時間平均値が
20ppm 以下であること。 

浮遊粒子状物質 

１時間値の１日平均値が 
0.10㎎ /㎥以下であり、かつ、
１時間値が 0.20㎎ /㎥以下で

あること。 

二酸化窒素 

１時間値の１日平均値が
0.04ppmから 0.06ppm のゾ
ーン内又はそれ以下である
こと。 

年間における１日平均値のうち、低い方から 98%に相当するもの（以
下「１日平均値の年間 98%値」という。）が 0.06ppm 以下の場合は
環境基準が達成され、１日平均値の年間 98%値が 0.06ppm を超える
場合は環境基準が達成されていないものと評価する。 
なお、年間における測定時間が 6,000 時間に満たない測定局につい
ては、環境基準による大気汚染の評価の対象とはしない。 

光化学オキシダント 
１時間値が 0.06ppm 以下で
あること。 

 

微小粒子状物質 

１年平均値が15μg/㎥以下
であり、かつ、１日平均値
が 35μg/㎥以下であるこ
と。 

長期基準（１年平均値に関する基準）及び短期基準（１日平均値に
関する基準）に対応した環境基準達成状況の評価を各々行う。ただ
し、年間の総有効測定日数が 250 日に満たない測定局については評
価の対象とはしない。 
・長期基準に対応した環境基準達成状況 
長期的評価として測定結果の１年平均値について評価する。 
・短期基準に対応した環境基準達成状況 
長期的評価としての測定結果の年間 98パーセンタイル値を日平均
値の代表値として選択し、評価する。 
（注）自動測定機を用いる場合の有効測定日数とは、１時間値の欠
測が４時間以内の測定日数とする。また、24時間連続して測定する
タイプの自動測定機については、１日の測定時間が延べ 20時間以
上存在する測定日数とする。 

備  考 
１ この環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所については、適用しない。 
２ 浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒径が 10μm以下のものをいう。 
３ 光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生成される酸化性物
質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く。）をいう。 

４ 微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒径が 2.5μmの粒子を 50%の割合で分離できる分
粒装置を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をいう。 
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(2)大気汚染防止法規制対象物質一覧 

 

 規制物質  物質の例示  規  制  基  準  規制措置等 

ば
い
煙 

硫  黄 
酸化物 

二酸化硫黄 
三酸化硫黄 

 ・排出基準 
   量規制、地域ごとＫ値方式 
  （旧八戸市はＫ値6、旧南郷村はＫ値17.5） 

改善命令、直罰など 

ばいじん すすなど  ・排出基準 
   濃度規制、施設の種類規模ごと 同上 

有害物質 

窒素酸化物  ・排出基準 
   濃度規制、施設の種類規模ごと 同上 

カドミウム 
ふっ化水素 

塩素 
塩化水素など 

 ・排出基準 
   濃度規制、物質の種類、施設の種類ごと 同上 

 (特定有 
 害物質) 未指定  ・排出基準 

   量規制、Ｋ値方式 同上 

揮発性 
有機化合物 

トルエン 
キシレンなど 

 ・排出基準 
   濃度規制、施設の種類規模ごと 同上 

粉
じ
ん 

一  般 
粉じん 

セメント粉 
石灰粉 

鉄粉など 
   構造・使用・管理基準 基準適合命令 

特  定 
粉じん 石綿  ・規制基準 

   敷地境界での濃度基準  改善命令 

水 銀 等 水銀  ・排出基準 
   濃度規制、施設の種類規模ごと 同上 

 自 動 車 
 排 出 ガ ス 

一酸化炭素 
炭化水素 

鉛 
窒素酸化物など 

 ・許容限度 
   保安規準で確保 

 車両検査、整備 
命令など（他法 
による） 

 特 定 物 質 フェノール 
ピリジンなど  ・なし  事故時の措置命令 

 指 定 物 質 
トリクロロエチレン 
テトラクロロエチレン 

ベンゼン 
 ・指定物質抑制基準  勧告 
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（４）ばい煙発生施設等の届出状況 

表14 大気汚染防止法及び青森県公害防止条例に基づく届出状況              令和３年３月31日現在 

区分 

大気汚染防止法 青森県公害防止条例 

ばい煙発生施設 
一般粉じん 

発生施設 
水銀排出施設 ばい煙関係施設 粉じん関係施設 

施設数 
工場・ 

事業場数 
施設数 

工場・ 

事業場数 
施設数 

工場・ 

事業場数 
施設数 

工場・ 

事業場数 
施設数 

工場・ 

事業場数 

八戸市 
  560   244   486  39   20  11  445 

  (230） 

  239 

 (103) 

336 40 

(12) 

青森市 
  408   201   132  28   6  4  648 

  (262） 

 367 

 (146) 

152 31 

(11) 

青森県 
1,724   875   690 145   40  27 1,585 

(815) 

902 

(399) 

674 136 

(57) 

(注)１．粉じん発生施設は、一般粉じん発生施設のみで、県内に特定粉じん発生施設はない。 

  ２．県条例対象施設のみを設置する工場事業場数は( )書とした。 

  ３．ばい煙関係施設のうち、法と条例の両方の対象となる施設(小型ボイラー)の数は( )書とした。 

  ４．青森県の区分は、各地域県民局環境管理部の届出状況である。（当市及び青森市は含まない） 

 

表15 ばい煙発生施設等設置状況 

（ ）内は小型ボイラー数 

区 分 名   称 施設数 

大気汚染 

防止法 

ボイラー 437(230) 

煆焼炉   3 

転炉   0 

溶解炉  32 

金属加熱炉   5 

焼成炉・溶解炉  12 

直火炉   2 

乾燥炉  18 

電気炉   1 

廃棄物焼却炉  13 

熔鉱炉・焼結炉 

溶解炉・乾燥炉 
 23 

ディーゼル機関  14 

施設数合計 560 

青森県 

公害防止 

条例 

ボイラー 440(230) 

廃棄物焼却炉   5 

施設数合計 445 

届出工場・事業場数 378 

電
気
・
ガ
ス
事
業
法 

電気 

工作物 

ボイラー   10 

廃棄物焼却炉   0 

ディーゼル発電機 101 

ガスタービン 21 

ガス機関 2 

施設数合計 134 

ガス 

工作物 

ボイラー 4 

ディーゼル機関   4 

施設数合計   8 

届出工場・事業場数 71 

鉱山保安法 
乾燥炉 1 

施設数合計   1 

届出工場数・事業場数 1 

表16 粉じん発生施設等設置状況 

 

区 分 名   称 施設数 

大気汚染 

防止法 

堆積場  65 

コンベア 344 

破砕機、摩砕機  39 

ふるい  38 

施設数合計 486 

届出工場・事業場数 39 

青森県 

公害防止 

条例 

堆積場  23 

コンベア 227 

破砕機、摩砕機  46 

粉砕機、研磨機   4 

ふるい  27 

混打綿機 

動力打綿機 
 9 

施設数合計 336 

届出工場・事業場数  40 

電気 

事業法 

堆積場   1 

ベルトコンベア   4 

施設数合計   5 

届出工場・事業場数   1 

鉱山 

保安法 

堆積場 3   

ふるい   5 

ベルトコンベア   2 

破砕機   1 

施設数合計  11 

届出工場・事業場数   1 
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（５）大気測定結果 

表 17 テレメータシステムによる大気汚染常時監視体制（図８参照） 

区 分 

大気汚染常時監視測定局 測  定  項  目 

図 

上 

番 

号 

測 定 局 設 置 場 所 

二
酸
化
硫
黄 

窒
素
酸
化
物 

一
酸
化
炭
素 

オ
キ
シ
ダ
ン
ト 

浮
遊
粒
子
状
物
質 

炭
化
水
素 

微
小
粒
子
状
物
質 

一
般
環
境
大
気
測
定
局 

① 八戸小学校 八戸小学校敷地内地上 ○ ○  ○ ○ ○  

② 八戸特別地域気象観測所 館鼻公園敷地内地上 ○ ○   ○   

③ 根岸小学校 根岸小学校敷地内地上 ○ ○   ○  ○ 

④ 桔梗野小学校 桔梗野小学校敷地内地上 ○ ○   ○   

自排局 ⑤ 六 日 町 岩徳ビル４階屋上  ○ ○  ○ ○ ○ 

（注）１．「自排局」：自動車排出ガス測定局 

２．八戸特別地域気象観測所局は平成 22 年４月から測定を開始 

 

表 18 テレメータシステムによる主要発生源監視測定局              令和３年３月 31日現在 

発生源監視測定局 測  定  項  目 

測  定  局 
対象施設名 

及び施設数 

二酸化 

硫 黄 

窒 素 

酸化物 

酸 素 

濃 度 
発電量 

排 出 

ガス量 

燃 料 

使用量 

東北電力株式会社 

八戸火力発電所 
ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ (1)  1 1 1 1 1 

大平洋金属株式会社 

八戸製造所 

煆焼炉(3) 

ディーゼル機関(2) 

3 

2 

 

2 

 

2 
 

3 

2 

 

2 

三菱製紙株式会社 

八戸工場 
ボイラー(7) 7 7 7  7 6 

八戸セメント株式会社 ｾﾒﾝﾄ焼成炉(1) 1 1 1  1  

八戸製錬株式会社 

八戸製錬所 
焼結炉(1) 1    1  

（注）株式会社大平洋ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰは事業停止により、令和２年６月 30 日をもってテレメータ協定を廃止した。 
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表 19 自動測定記録計による測定結果 

表 19-1二酸化硫黄  

測 定 局 

用 

途 

地 

域 

測 

定 

年 

度 

有効 

測定 

日数 

測定 

時間 
年平均値 

日平均値 

の２% 

除外値 

短期的評価による 

環境基準適合状況 

長期的評価による 

環境基準適合状況 

日 時 間 ppm ppm 適〇否× 適〇否× 

八戸小学校 
二 種 

中高層 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

364 

364 

359 

365 

363 

8,701 

8,701 

8,616 

8,712 

8,687 

0.001 

0.001 

0.002 

0.001 

0.001 

0.005 

0.004 

0.009 

0.006 

0.004 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

八戸特別地域 

気象観測所 

一 種 

住 居 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

364 

364 

361 

365 

364 

8,690 

8,700 

8,668 

8,719 

8,704 

0.002 

0.001 

0.001 

0.001 

0.001 

0.004 

0.004 

0.004 

0.005 

0.003 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

根岸小学校 
一 種    

中高層 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

353 

350 

357 

365 

364 

8,473 

8,434 

8,551 

8,715 

8,701 

0.001 

0.001 

0.002 

0.002 

0.001 

0.006 

0.007 

0.009 

0.006 

0.005 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

桔梗野小学校 
一 種    

低 層 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

304 

364 

364 

365 

365 

7,399 

8,702 

8,700 

8,731 

8,703 

0.001 

0.001 

0.001 

0.001 

0.001 

0.003 

0.004 

0.004 

0.003 

0.002 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 
 
  

表 19-2二酸化窒素 
 

測 定 局 

用 

途 

地 

域 

測 

定 

年 

度 

有効 

測定 

日数 

測 定 

時 間 

年 平 

均 値 

日平均値の年間 

98 % 値 

環境基準 

適合状況 

日 時 間 ppm ppm 適○否× 

八戸小学校 
二 種 

中高層 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

364 

364 

364 

365 

364 

8,656 

8,657 

8,651 

8,673 

8,655 

0.008 

0.007 

0.007 

0.007 

0.006 

0.019 

0.016 

0.018 

0.016 

0.016 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

八戸特別地域 

気象観測所 

一 種 

住 居 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

361 

364 

362 

365 

364 

8,629 

8,692 

8,677 

8,716 

8,698 

0.009 

0.008 

0.008 

0.008 

0.007 

0.017 

0.016 

0.016 

0.018 

0.017 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

根岸小学校 
一 種 

中高層 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

364 

356 

364 

364 

364 

8,638 

8,463 

8,658 

8,678 

8,700 

0.007 

0.007 

0.007 

0.007 

0.007 

0.017 

0.015 

0.016 

0.017 

0.019 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

桔梗野小学校 
一 種    

低 層 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

364 

360 

362 

351 

364 

8,658 

8,587 

8,621 

8,507 

8,701 

0.006 

0.005 

0.005 

0.004 

0.005 

0.013 

0.013 

0.011 

0.009 

0.013 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

六日町 商 業 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

364 

339 

365 

362 

364 

8,651 

8,117 

8,645 

8,687 

8,700 

0.013 

0.012 

0.011 

0.013 

0.011 

0.026 

0.022 

0.023 

0.028 

0.023 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 
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表 19-3浮遊粒子状物質（SPM）  

測 定 局 

用 

途 

地 

域 

測 

定 

年 

度 

有効 

測定 

日数 

測 定 

時 間 

年 平 

均 値 

日平均値 

の２% 

除外値 

短期的評価

による環境

基準 

適合状況 

長期的評価

による環境

基準 

適合状況 

日 時 間 mg/㎥ mg/㎥ 適○否× 適○否× 

八戸小学校 
二 種 

中高層 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

363 

362 

363 

363 

361 

8,708 

8,707 

8,706 

8,727 

8,695 

0.011 

0.011 

0.011 

0.010 

0.008 

0.031 

0.034 

0.038 

0.030 

0.030 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

八戸特別地域 

気象観測所 

一 種 

住 居 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

363 

362 

363 

363 

362 

8,709 

8,705 

8,691 

8,723 

8,704 

0.012 

0.011 

0.011 

0.010 

0.009 

0.034 

0.032 

0.036 

0.029 

0.027 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

根岸小学校 
一 種    

中高層 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

363 

355 

360 

362 

362 

8,712 

8,544 

8,668 

8,728 

8,707 

0.012 

0.012 

0.012 

0.011 

0.011 

0.035 

0.036 

0.039 

0.036 

0.029 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

桔梗野小学校 
一 種    

低 層 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

363 

362 

359 

364 

362 

8,709 

8,711 

8,660 

8,737 

8,711 

0.012 

0.012 

0.012 

0.011 

0.011 

0.034 

0.034 

0.037 

0.038 

0.033 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

六日町 商 業 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

363 

363 

363 

364 

362 

8,712 

8,710 

8,710 

8,740 

8,710 

0.016 

0.015 

0.015 

0.012 

0.011 

0.039 

0.041 

0.045 

0.038 

0.033 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 
 
   

表 19-4一酸化炭素 
 

測 定 局 

用 

途 

地 

域 

測 

定 

年 

度 

有 

効 

測 

定 

日 

数 

測 

定 

時 

間 

年 

平 

均 

値 

日平均値 

の２% 

除外値 

１時間値 

の最高値 

短期的評 

価による 

環境基準 

適合状況 

長期的評 

価による 

環境基準 

適合状況 

日 時 間 ppm ppm ppm 適〇否× 適〇否× 

六日町 商業 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

365 

364 

365 

361 

364 

8,710 

8,727 

8,725 

8,650 

8,704 

0.5 

0.4 

0.3 

0.4 

0.3 

0.7 

0.6 

0.6 

0.7 

0.6 

4.8 

4.1 

2.9 

5.3 

5.3 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 
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表 19-5光化学オキシダント  

測 定 局 

用 

途 

地 

域 

測 

定 

年 

度 

昼間 

測定 

日数 

昼間 

測定 

時間 

年 

平 

均 

値 

昼間の 

１時間値 

の最高値 

昼間の日

最高１時

間値の年

平均値 

昼間の1時間値が 

0.12ppm以上の 

日数と時間数 

（緊急時発令基準） 

環境基準 

適合状況 

日 時間 ppm ppm ppm 日 時間 適〇否× 

八戸小学校 
二 種 

中高層 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

364 

363 

365 

348 

362 

5,419 

5,368 

5,432 

5,157 

5,357 

0.028 

0.031 

0.031 

0.029 

0.028 

0.063 

0.086 

0.092 

0.100 

0.072 

0.037 

0.040 

0.041 

0.038 

0.037 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

× 

× 

× 

× 

× 

（注）昼間とは５時から 20時までの時間をいう 

 

表 19-6微小粒子状物質（PM2.5） 

 

 

測 定 局 用 

途 

地 

域 

測 

定 

年 

度 

有 

効 

測 

定 

日 

数 

年 

平 

均 

値 

環境基準の 

長期基準に 

関する評価 

日平均値の 

年 間98 % 

値 

環境基準の 

短期基準に 

関する評価 

日平均値が 

35μg/㎥を 

越えた日数 

 

日平均値が 

35μg/㎥を 

越えた日数 

の割合 

日 μg/㎥ － μg/㎥ － 日 % 

根岸小学校 

一 

種 

中高

層 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

365 

355 

362 

288 

265 

10.2 

10.9 

10.2 

 9.5 

 8.2 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

25.7 

27.6 

31.8 

24.8 

28.3 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

3 

1 

6 

0 

2 

0.8 

0.3 

1.7 

  0 

0.8 

六日町 商業 

H28 

H29 

H30 

 R1 

 R2 

344 

362 

359 

310 

354 

10.3 

10.1 

10.7 

 9.0 

 8.2 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

24.6 

23.5 

31.5 

21.8 

20.7 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

2 

0 

4 

0 

2 

0.6 

 0 

1.1 

  0 

0.6 
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表 20 有害大気汚染物質モニタリング調査結果  

測 定 物 質 

年 平 均 値 

環境基準 単 位 八戸小学校 

（一般環境） 

根岸小学校 

（発生源周辺） 

ベンゼン 

トリクロロエチレン 

テトラクロロエチレン 

ジクロロメタン 

アクリロニトリル 

塩化ビニルモノマー 

クロロホルム 

1,2-ジクロロエタン 

1,3-ブタジエン 

酸化エチレン 

アセトアルデヒド 

ホルムアルデヒド 

塩化メチル 

トルエン 

ベンゾ[ａ]ピレン 

ニッケル化合物 

ベリリウム及びその化合物 

マンガン及びその化合物 

クロム及びその化合物 

ヒ素及びその化合物 

水銀及びその化合物 

  0.59    

0.010   

  0.021  

  0.70  

  0.014  

0.006  

  0.14  

  0.11  

  0.033 

  0.041 

  0.99 

1.4  

1.2    

1.3    

  0.099  

  8.8    

  0.018  

 42     

 20     

  1.1    

  1.9 

 －    

 －    

 －   

 －    

0.0087  

 －    

0.16    

 －   

 －     

 －    

 －   

 －     

 －   

  －    

 －     

  2.4         

 －     

11      

  3.8      

1.5    

    －       

  3以下 

130以下 

200以下 

150以下 

（2以下） 

（10以下） 

（18以下） 

（1.6以下） 

（2.5以下） 

   － 

   － 

   － 

   － 

－ 

   － 

(25以下) 

   － 

(140以下） 

－ 

 (6以下) 

(40以下) 

μg/m3 

ng/m3 

 
(注)１．環境基準のうち、（ ）は指針値 
  ２．根岸小学校局における調査は、環境省が実施。「－」は調査未実施。 
 
 
表 21 環境大気中のアスベスト濃度調査結果 

区分 
調査 

地点数 

調査結果（本／L） 参考値：特定粉じん発生施設に係る

敷地境界基準（本／L） 最小 最大 幾何平均 

住宅地域 1 <0.3 <0.3 <0.3 10 

幹線道路沿線地域 1 <0.3 <0.3 <0.3 10 
 
 
表 22 特定粉じん排出等作業場所周辺アスベスト濃度調査結果 

調査 

地点数 

調査結果（本／L） 参考値：特定粉じん発生施設

に係る敷地境界基準（本／L） 最小 最大 幾何平均 

11 <0.056 1.0 0.168 10 
 
 
表 23 酸性雪測定結果（降雪の水素イオン濃度（ｐＨ））  

調査地点 

調    査    期    間 

① 1/18～1/25 ② 1/25～2/1 ③ 2/1～2/8 ④ 2/8～2/15 平 均 

 東部終末処

理場管理本館 
6.3 5.5 5.9 5.7 5.9 

 

 

6.0
5.8

6.2
6.0 5.9

4.0

5.0

6.0

7.0

H28 H29 H30 R1 R2

p
H

年度

 
図９ 降雪の水素イオン濃度(ｐＨ)経年変化 
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５ 悪臭関係資料 

 

(1)敷地境界線の規制基準 

特定悪臭物質の種類   に お い の 性 質           規 制 基 準 値        臭気強度 

ア ン モ ニ ア          刺激臭         1 ppm     2.5 

メチルメルカプタン 腐ったたまねぎ臭     0.002 ppm     2.5 

硫 化 水 素          腐卵臭      0.02 ppm     2.5 

硫 化 メ チ ル          腐ったキャベツ臭      0.01 ppm     2.5 

二 硫 化 メ チ ル          にんにく臭     0.009 ppm     2.5 

トリメチルアミン 腐魚臭     0.005 ppm     2.5 

アセトアルデヒド 甘い刺激臭      0.05 ppm     2.5 

ス チ レ ン          樹脂臭       0.4 ppm     2.5 

プ ロ ピ オ ン 酸          すっぱい刺激臭      0.03 ppm     2.5 

ノ ル マ ル 酪 酸          汗くさいにおい     0.001 ppm     2.5 

ノ ル マ ル 吉 草 酸          むれたくつ下のにおい    0.0009 ppm     2.5 

イ ソ 吉 草 酸          むれたくつ下のにおい     0.001 ppm     2.5 

プ ﾛ ピ ｵ ﾝ ｱ ﾙ デ ﾋ ド          刺激的な甘酸っぱい焦げ臭      0.05 ppm     2.5 

ﾉ ﾙ ﾏ ﾙ ブ ﾁ ﾙ ｱ ﾙ デ ﾋ ド          刺激的な甘酸っぱい焦げ臭     0.009 ppm     2.5 

ｲ ｿ ブ ﾁ ﾙ ｱ ﾙ デ ﾋ ド          刺激的な甘酸っぱい焦げ臭      0.02 ppm     2.5 

ﾉ ﾙ ﾏ ﾙ バ ﾚ ﾙ ｱ ﾙ デ ﾋ ド          むせる甘酸っぱい焦げ臭     0.009 ppm     2.5 

ｲ ｿ バ ﾚ ﾙ ｱ ﾙ デ ﾋ ド          むせる甘酸っぱい焦げ臭     0.003 ppm     2.5 

ｲ ｿ ブ ﾀ ﾉ ｰ ﾙ          刺激的な発酵したにおい       0.9 ppm     2.5 

酢 酸 エ チ ル          刺激的なシンナー臭         3 ppm     2.5 

ﾒ ﾁ ﾙ ｲ ｿ ブ ﾁ ﾙ ｹ ﾄ ﾝ          刺激的なシンナー臭         1 ppm     2.5 

ト ル エ ン          ガソリンのようなにおい        10 ppm     2.5 

キ シ レ ン          ガソリンのようなにおい         1 ppm     2.5 

  臭気強度 

 ０：無臭 

 １：やっと感知できるにおい 

 ２：何のにおいであるかわかる弱いにおい 

 ３：らくに感知できるにおい 

 ４：強いにおい 

 ５：強烈なにおい 

 

(2)排出水中における特定悪臭物質の規制基準（許容限度） 

特定悪臭物質の種類 排  出  水  量   濃  度 

メチルメルカプタン 

0.001m3/秒以下の場合  0.03mg/L 

0.001m3/秒を超え、0.1m3/秒以下の場合  0.007mg/L 

0.1m3/秒を超える場合  0.002mg/L 

硫 化 水 素          

0.001m3/秒以下の場合  0.1mg/L 

0.001m3/秒を超え、0.1m3/秒以下の場合  0.02mg/L 

0.1m3/秒を超える場合  0.005mg/L 

硫 化 メ チ ル          

0.001m3/秒以下の場合  0.3mg/L 

0.001m3/秒を超え、0.1m3/秒以下の場合  0.07mg/L 

0.1m3/秒を超える場合  0.01mg/L 

二 硫 化 メ チ ル          

0.001m3/秒以下の場合  0.6mg/L 

0.001m3/秒を超え、0.1m3/秒以下の場合  0.1mg/L 

0.1m3/秒を超える場合  0.03mg/L 
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(4)悪臭測定結果 

表 24 嗅覚測定結果 

測定事業場 調査月日 試料採取地点 臭気指数 指導基準値（注１） 

畜産業（豚）Ａ 

7 月 21 日 
排出口① 20 30 

排出口② 22 30 

11 月 13 日 
排出口① 22 30 

排出口② 24 30 

畜産業（豚）Ｂ 
7 月 21 日 敷地境界線① <10    15 

11 月 13 日 敷地境界線① 12 15 

畜産業（豚）Ｃ 10 月 27 日 敷地境界線① 12 15 

畜産業（豚）Ｄ 11 月 18 日 敷地境界線① 14 15 

畜産業（鶏）Ａ 8 月 27 日 敷地境界線① <10 15 

畜産業（鶏）Ｂ 9 月 30 日 敷地境界線① <10 15 

畜産業（鶏）Ｃ 10 月 16 日 敷地境界線① <10 15 

堆肥製造業Ａ 7 月 16 日 敷地境界線① <10 15 

堆肥製造業Ｂ 10 月 27 日 敷地境界線①     16(注２) 15 

医薬品製造業 ７月 10 日 
排出口①  19 30 

敷地境界線① <10 15 

油脂製造業 7 月 14 日 敷地境界線① 18 18 

汚水処理施設 ７月 29 日 敷地境界線① <10  18 

パルプ製造業 8 月 19 日 
敷地境界線① <10 18 

敷地境界線② <10 18 

鉄鋼業 9 月 23 日 
敷地境界線① <10 18 

敷地境界線② <10 18 

水産食料品製造業 10 月 15 日 敷地境界線① <10 10 

肥料製造業 10 月 28 日 排出口① 27 35 

塗装業 11 月 11 日 敷地境界線① <10 15 

 

（ 注 １ ） 八 戸 市 悪 臭 発 生 防 止 指 導 要 綱 で 定 め る 指 導 基 準 値  

  （ 注 ２ ） 指 導 基 準 値 を 超 過 し た 事 業 場 に は 、 悪 臭 改 善 対 策 の 実 施 を 通 知 し た 。  
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６ ダイオキシン類対策特別措置法関係資料 
(1)基準値 

ア 耐容一日摂取量 

ＴＤＩ（耐容一日摂取量） ４pg-TEQ/kg/日 
 

イ 環境基準値 

 環境基準値 

大 気 0.6pg-TEQ/m3以下 

水 質 1pg-TEQ/L以下 

底 質 150pg-TEQ/g以下 

土 壌 1,000pg-TEQ/g以下 

備考  

１．基準値は 2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキサンの毒性に換算した値とする。 

２．大気及び水質の基準値は、年間平均値とする。 

３．土壌にあっては、環境基準が達成している場合であって、土壌中のダイオキシン類の量が 250pg-TEQ/g以上

の場合には、必要な調査を実施することとする。 

 

 ウ 排出基準等 

 ①大気基準適用施設の排出基準  

                                       （単位：ng-TEQ/m3N） 

番

号 
種   類 施 設 規 模 

排出基準 
新設施設 既設施設 

1 
焼結鉱（銑鉄の製造の用に供するものに

限る。）の製造の用に供する焼結炉 
原料処理能力 1t/h以上 0.1 1 

2 
製鋼の用に供する電気炉（鋳鋼又は鍛鋼

の製造に供するものは除く。） 
変圧器の定格容量 1,000kVA以上 0.5 5 

3 

亜鉛の回収（製鋼の用に供する電気炉か

ら発生するばいじんであって、集じん機

により集められたものからの亜鉛の回収

に限る。）の用に供する焙焼炉、焼結 

炉、溶鉱炉、溶解炉及び乾燥炉 

原料処理能力 0.5t/h以上 1 10 

4 

アルミニウム合金の製造（原料としてア

ルミニウムくず（当該アルミニウム合金

の製造を行う工場内のアルミニウムの圧

延工程において生じたものを除く。）を

使用するものに限る。）の用に供する焙

焼炉、乾燥炉 

原料処理能力 0.5t/h以上 
1 5 

   〃   （溶解炉） 容量 1t以上 

5 

廃棄物焼却炉（火床面積0.5m2以上又は焼

却能力50kg/h以上(廃棄物の焼却施設に 

２以上の廃棄物焼却炉が設置されている

場合は、それらの火床面積の合計又は、

焼却能力の合計で判断)） 

焼却能力 4t/h以上 0.1 1 

焼却能力 2t/h以上～ 4t/h未満 1 5 

焼却能力 2ｔ/h未満 5 10 

備考  

１．既存施設とは、平成 12年 1月 15日において現に設置されている施設（設置の工事がされているものを含む。）

をいう。ただし、廃棄物焼却炉のうち火格子面積が 2ｍ2以上又は焼却能力が 200kg/h 以上のもの及び製鋼用電気炉

にあっては、平成 9年 12月 2 日以降に設置の工事が着手されたものについて新設施設の排出基準が適用になる。 
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 ②水質基準対象施設の排出基準   

                                      （単位：pg-TEQ/L） 

番

号 
種   類 排出基準 

1 
硫酸塩パルプ（クラフトパルプ）又は亜硫酸塩パルプ（サルファイトパルプ）の製造の用に

供する塩素又は塩素化合物による漂白施設 

10 

2 カーバイド法アセチレンの製造の用に供するアセチレン洗浄施設 

3 硫酸カリウムの製造の用に供する施設のうち、廃ガス洗浄施設 

4 アルミナ繊維の製造の用に供する施設のうち、廃ガス洗浄施設 

5 
担体付き触媒の製造（塩素又は塩素化合物を使用するものに限る。）の用に供する焼成炉か

ら発生するガスを処理する施設のうち、廃ガス洗浄施設 

6 塩化ビニルモノマーの製造の用に供する二塩化エチレン洗浄施設 

7 

カプロラクタムの製造（塩化ニトロシルを使用するものに限る。）の用に供する施設のうち

、次に掲げるもの 

  イ 硫酸濃縮施設  ロ シクロヘキサン分離施設  ハ 廃ガス洗浄施設 

8 
クロロベンゼン又はジクロロベンゼンの製造の用に供する施設のうち、次に掲げるもの 

  イ 水洗施設  ロ 廃ガス洗浄施設   

9 
4-クロロフタル酸水素ナトリウムの製造の用に供する施設のうち、次に掲げるもの 

  イ ろ過施設  ロ 乾燥施設  ハ 廃ガス洗浄施設 

10 
2,3-ジクロロ-1,4-ナフトキノンの製造の用に供する施設のうち、次に掲げるもの 

  イ ろ過施設  ロ 廃ガス洗浄施設   

11 

ジオキサジンバイオレットの製造の用に供する施設のうち、次に掲げるもの 

  イ ニトロ化誘導体分離施設及び還元誘導体分離施設 

  ロ ニトロ化誘導体洗浄施設及び還元誘導体洗浄施設 

  ハ ジオキサジンバイオレット洗浄施設 

  ニ 熱風乾燥施設 

12 

アルミニウム又はその合金の製造の用に供する焙焼炉、溶解炉又は乾燥炉から発生するガス

を処理する施設のうち、次に掲げるもの 

  イ 廃ガス洗浄施設  ロ 湿式集じん施設 

13 

亜鉛の回収（製鋼の用に供する電気炉から発生するばいじんであって、集じん機により集め

られたものからの亜鉛の回収に限る。）の用に供する施設のうち、次に掲げるもの 

イ 精製施設  ロ 廃ガス洗浄施設  ハ 湿式集じん施設 

14 

担体付き触媒（使用済みのものに限る。）から金属の回収（ソーダ灰を添加して焙焼炉で処

理する方法及びアルカリにより抽出する方法（焙焼炉で処理しないものに限る。）によるも

のを除く。）の用に供する施設のうち、次に掲げるもの 

イ ろ過施設  ロ 精製施設  ハ 廃ガス洗浄施設 

15 

廃棄物焼却炉（火床面積0.5ｍ2以上又は焼却能力50kg/h以上）から発生するガスを処理する

施設のうち次に掲げるもの及び当該廃棄物焼却炉の灰の貯留施設であって汚水又は廃液を排

出するもの 

  イ 廃ガス洗浄施設  ロ 湿式集じん施設 

16 

廃ポリ塩化ビフェニル等（ポリ塩化ビフェニル汚染物に塗布され、染み込み、付着し、又は

封入されたポリ塩化ビフェニルを含む。）又はポリ塩化ビフェニル処理物の分解施設及びポ

リ塩化ビフェニル汚染物又はポリ塩化ビフェニル処理物の洗浄施設又は分離施設 

17 

フロン類の破壊（プラズマを用いて破壊する方法その他環境省令で定める方法によるものに

限る。）の用に供する施設のうち、次に掲げるもの 

イ プラズマ反応施設  ロ 廃ガス洗浄施設  ハ 湿式集じん施設 

18 
下水道終末処理施設（第1号から前号まで及び次号に掲げる施設に係る汚水又は廃液を含む

下水を処理するものに限る。） 

19 

第1号から第17号までに掲げる施設を設置する工場又は事業場から排出される水（第1号から

第17号までに掲げる施設に係る汚水若しくは廃液又は当該汚水若しくは廃液を処理したもの

を含むものに限り、公共用水域に排出されるものを除く。）の処理施設（前号に掲げるもの

を除く。） 

 

 ③廃棄物焼却炉関係基準  

  ばいじん・焼却灰・その他の燃え殻中の処理基準                 （単位：ng-TEQ/g） 

種   類 処理基準 
廃棄物焼却炉（火床面積0.5m2以上又は焼却能力50kg/h以上） 3 ※ 

  ※セメント固化、薬剤処理又は酸抽出処理を行っているものについては、基準を適用しない。 

 

④廃棄物最終処分場関係基準 

放流水中の排出基準値 10pg-TEQ/L以下 
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(3)ダイオキシン類測定結果 

表 25  環境中のダイオキシン類調査結果 

○公共用水域 

水 域 名 調査地点名 

ダイオキシン類 

公共用水域水質 

（pg-TEQ/L） 

公共用水域底質 

（pg-TEQ/g） 

五戸川 尻引橋 0.34 ― 

浅水川 なかの橋 0.17 ― 

新井田川 湊橋 0.057 ― 

八戸前面海域 
４鮫・白銀前面 0.045 ― 

９北沼前面 0.044 ― 

世増ダム貯水池 ダムサイト 0.049 7.1 

環境基準 1 150 

 

○地下水 

調  査  地  点 
ダイオキシン類（pg-TEQ/L） 

環境基準 
地下水 

長者地区 0.044 1 

         
○土壌 

調  査  地  点 
ダイオキシン類（pg-TEQ/g） 

環境基準 
土壌 

根城地区 1.6 
1,000 

種差地区 6.9 

 

○環境大気                                   

調 査 地 点 
ダイオキシン類（pg-TEQ/m3） 

環境基準 
第１回目 第２回目 第３回目 第４回目 年平均値 

八戸小学校 0.0094 0.0060 0.010 0.0097 0.0088 
年平均0.6以下 

根岸小学校 0.032 0.028 0.0048 0.0063 0.018 
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 (4)事業所によるダイオキシン類自主測定 

 
表 26   大気基準適用施設の自主測定報告状況 

 

大気基準適用施設   事業場数 報告対象施設数 報告施設数 

  焼結鉱の製造の用に供する焼結炉       

  製鋼用電気炉 1  1  1  

  

亜鉛回収施設 

焙焼炉 1      

  焼結炉   1  1  

  溶鉱炉   1  1  

  溶解炉       

  乾燥炉       

  小計   2 2 

  

アルミニウム合金製造施設 

焙焼炉       

  溶解炉       

  乾燥炉       

  小計   0 0 

  

廃棄物焼却炉 

4t/h 以上 14  5  5  

  2t/h 以上～4t/h 未満   2  2  

  200kg/h 以上～2t/h 未満   3  3  

  100kg/h 以上～200kg/h 未満   4  4  

  50kg/h 以上～100kg/h 未満   1 1  

  50kg/h 未満（0.5 ㎡以上）   1  1 

  小計   16 16 

   合 計   16 19 19 
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表 27   水質基準適用施設の自主測定報告状況 

 

水質基準適用施設   事業場数 報告対象事業場数 報告事業場数 

  

硫酸塩ﾊﾟﾙﾌﾟ(ｸﾗﾌﾄﾊﾟﾙﾌﾟ)又は亜硫酸ﾊﾟﾙﾌﾟ(ｻﾙﾌｧｲﾄﾊﾟﾙﾌﾟ)の製造の用に供す

る塩素又は塩素化合物による漂白施設 
1  1  1  

  ｶｰﾊﾞｲﾄﾞ法ｱｾﾁﾚﾝの製造の用に供するｱｾﾁﾚﾝ洗浄施設 1      

  硫酸ｶﾘｳﾑの製造の用に供する廃ｶﾞｽ洗浄施設       

  ｱﾙﾐﾅ繊維の製造の用に供する廃ｶﾞｽ洗浄施設       

  

担体付き触媒の製造の用に供する焼成炉から発生するガスを処理する施設

のうち廃ガス洗浄施設 
      

  塩化ﾋﾞﾆﾙﾓﾉﾏｰの製造の用に供する二塩化ｴﾁﾚﾝ洗浄施設       

  

ｶﾌﾟﾛﾗｸﾀﾑの製造の用に供する硫酸濃縮施設、ｼｸﾛﾍｷｻﾝ分離施設、廃ガス洗

浄施設 
      

  ｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝ又はｼﾞｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝの製造の用に供する水洗施設、廃ガス洗浄施設       

  

4-ｸﾛﾛﾌﾀﾙ酸水素ﾅﾄﾘｳﾑの製造の用に供するろ過施設、乾燥施設及び廃ガス

洗浄施設 
      

  
2,3-ｼﾞｸﾛﾛ-1,4-ﾅﾌﾄｷﾉﾝの製造の用に供するろ過施設及び廃ガス洗浄施設       

  

ｼﾞｵｷｻｼﾞﾝﾊﾞｲｵﾚｯﾄの製造の用に供するﾆﾄﾛ化誘導体分離施設、還元誘導体分

離施設、ﾆﾄﾛ化誘導体洗浄施設、還元誘導体洗浄施設、ｼﾞｵｷｻｼﾞﾝﾊﾞｲｵﾚｯﾄ洗

浄施設及び熱風乾燥施設 

      

  

ｱﾙﾐﾆｳﾑ又はその合金の製造の用に供する焙焼炉、溶解炉又は乾燥炉から発

生するガスを処理する施設のうち廃ガス洗浄施設及び湿式集じん施設 
      

  亜鉛の回収の用に供する精製施設、廃ガス洗浄施設及び湿式集じん施設 1  1  1  

  

担体付き触媒からの金属の回収の用に供する施設のうちろ過施設、精製施

設及び廃ガス洗浄施設 
      

  
廃棄物焼却炉に係る廃ガス洗浄施設、 

廃ガス洗浄施設、 湿式集じん

施設 
6      

  湿式集じん施設及び灰の貯留施設 灰の貯留施設       

  であって汚水又は廃液を排出するもの 小計 6     

  

廃 PCB 等又は PCB 処理物の分解施設及び PCB 汚染物又は PCB 処理物の

洗浄施設及び分離施設 
      

  

ﾌﾛﾝ類の破壊の用に供する施設のうちﾌﾟﾗｽﾞﾏ反応施設、廃ガス洗浄施設及

び湿式集じん施設 
      

  下水道終末処理施設         

  水質基準対象施設を設置する工場又は事業場から排出される水の処理施設       

  
 合 計   9 2 2 
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　　（昭和48年環境庁告示第154号）
（単位：デシベル）

地域の類型 基準値

Ⅰ ５７ 以下
　　 　Ⅱ 　　　　　　　　　　　６２ 以下

（注）　類型Ⅰ：指定地域のうち、住居専用地域である。
　　　　類型Ⅱ：指定地域のうち、Ⅰの地域、工業専用地域、

河川区域、飛行場の敷地、防衛施設の敷地等
を除いた地域である。
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振動に関する各種基準
（ ）振動規制法に係る基準

(ｲ) 特定工場等において発生する振動の規制に関する基準
(a) 特定施設の種類

１．金属加工機械
(ｲ) 液圧プレス（矯正プレスを除く。）
(ﾛ) 機械プレス
(ﾊ) せん断機（原動機の定格出力が１ｷﾛﾜｯﾄ以上のものに限る。）
(ﾆ) 鍛造機
(ﾎ) ワイヤーフォーミングマシン（原動機の定格出力が37.5ｷﾛﾜｯﾄ以上のものに限る。）

２．圧縮機（原動機の定格出力が 7.5キロワット以上のものに限る。）
３．土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい及び分級機（原動機の定格出力が7.5ｷﾛﾜｯﾄ以上のものに限る。）
４．織機（原動機を用いるものに限る。）
５．コンクリートブロックマシン（原動機の定格出力の合計が2.95ｷﾛﾜｯﾄ以上のものに限る。）並びにコンクリー

ト管製造機械及びコンクリート柱製造機械（原動機の定格出力の合計が10ｷﾛﾜｯﾄ以上のものに限る。）
６．木材加工機械

(ｲ) ドラムバーカー
(ﾛ) チッパー（原動機の定格出力が 2.2ｷﾛﾜｯﾄ以上のものに限る。）

７．印刷機械（原動機の定格出力が 2.2ｷﾛﾜｯﾄ以上のものに限る。）
８．ゴム練用又は合成樹脂練用のロール機（カレンダーロール機以外のもので原動機の定格出力が30ｷﾛﾜｯﾄ以上の

ものに限る。）
９．合成樹脂用射出成形機
10．鋳型造型機（ジョルト式のものに限る。）

(b) 規制基準

時間の区分 午前８時から 午後７時から
昼間 夜間

区域の区分 午後７時まで 午前８時まで

第 １ 種 区 域 60デシベル 55デシベル

第 ２ 種 区 域 65デシベル 60デシベル

※測定場所は特定工場等の敷地の境界線上とする。

(ﾛ) 特定建設作業の規制に関する基準
(a) 特定建設作業の種類

１．くい打機（もんけん及び圧入式くい打機を除く。）、くい抜機（油圧式くい抜機を除く。）又はくい打くい抜
機（圧入式くい打くい抜機を除く。）を使用する作業

２．鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業
３．舗装版破砕機を使用する作業（作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日における当該作業に係る２

地点間の最大距離が50メートルを超えない作業に限る。）
４．ブレーカー（手持式のものを除く。）を使用する作業（作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日に

おける当該作業に係る２地点間の最大距離が50メートルを超えない作業に限る。）

(b) 規 制 基 準

作業ができない １日当りの 同 一 場 所 に
時 間 作 業 時 間 おける作業期間 日曜休日

振動レベル における
第 １ 号 第 ２ 号 第１号 第２号 第１号 第２号 作 業
区 域 区 域 区 域 区 域 区 域 区 域

75デシベルを超 午後７時 午後10時 連続６日を越え
える大きさのも ～ ～ 10時間 14時間 ないこと 禁止
のでないこと 午前７時 午前６時

※測定場所は特定建設作業の場所の敷地の境界線上とする。

(ﾊ) 道路交通振動の限度

時間の区分 午前８時から 午後７時から
昼間 夜間

区域の区分 午後７時まで 午前８時まで

第 １ 種 区 域 6 5デシベル 6 0デシベル

第 ２ 種 区 域 7 0デシベル 6 5デシベル

※測定場所は道路の境界線上とする。
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( ) 青森県公害防止条例に係る基準
(ｲ) 工場等の振動に関する基準
(a) 振動関係施設の種類

１．工場等の用に供するもの
送風機（原動機の定格出力が7.5 キロワット以上であること。）

２．金属の加工の用に供するもの
ワイヤーフォーミングマシン（原動機の定格出力が37.5キロワット未満であること。）

３．土石又は鉱物の加工の用に供するもの
切 断 機（原動機の定格出力が3.75キロワット以上であること。）

４．マッチ軸木の製造の用に供するもの
(1) 軸むき機
(2) 軸きざみ機
(3) 選 別 機
(4) 乾 燥 機
(5) 軸そろえ機

５．建設用資材の製造の用に供するもの
(1) コンクリートプラント（気ほうコンクリートプラントを除き、混練機の混練容量が0.45立方メートル以上で

あること。）
(2) アスファルトプラント（混練機の混練重量が 200キログラム以上であること｡)

６．繊維工業の用に供するもの
(1) 動力打綿機
(2) 動力混打綿機

７．製鋼の用に供するもの
製鋼機（電動機を用いるものに限る。）

(b) 規制基準

時間の区分 午前８時から 午後７時から
昼間 夜間

区域の区分 午後７時まで 午前８時まで

第 １ 種 区 域 6 0デシベル 5 5デシベル

第 ２ 種 区 域 6 5デシベル 6 0デシベル

※測定場所は振動関係工場等の敷地の境界線上とする。
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各類型・区域の解説

(ｲ) 騒音に係る環境基準の類型

類 型 該 当 す る 区 域 該 当 す る 用 途 地 域

第 １ 種 低 層 住 居 専 用 地 域
第 ２ 種 低 層 住 居 専 用 地 域Ａ 専ら住居の用に供される地域である。 第 １ 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域
第 ２ 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域

第 １ 種 住 居 地 域
Ｂ 主として住居の用に供される地域である。 第 ２ 種 住 居 地 域

準 住 居 地 域

近 隣 商 業 地 域
商 業 地 域Ｃ 相当数の住居とあわせて商業・工業等の用に供される地域である。 準 工 業 地 域
工 業 地 域

(ﾛ) 航空機に係る環境基準の類型

類 型 該 当 す る 区 域 該 当 す る 用 途 地 域

第 １ 種 低 層 住 居 専 用 地 域
第 ２ 種 低 層 住 居 専 用 地 域Ⅰ 専ら住居の用に供される地域である。 第 １ 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域
第 ２ 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域

上 記 以 外 の 地 域Ⅱ Ⅰ以外の地域であって、通常の生活を保全する必要がある地域である。 （工業専用地域等を除く）

(軌道中心線から３００ｍ以内の区域に限る)(ﾊ) 新幹線に係る環境基準の類型

類 型 該 当 す る 区 域 該 当 す る 用 途 地 域

Ⅰ Ⅱ以外の地域であって、主として住居の用に供される地域である。 下 記 以 外 の 地 域

商 業 地 域
Ⅱ 商工業の用に供される地域等であって通常の生活を保全する必要がある地域である。 準 工 業 地 域

工 業 地 域

(ﾆ) 騒音規制法及び青森県公害防止条例（騒音）に係る区域の区分

区 域 該 当 す る 区 域 該 当 す る 用 途 地 域

第 １ 種 低 層 住 居 専 用 地 域第１種 良好な住民の環境を保全するため、特に静穏の保持を必要とする区域である。 第 ２ 種 低 層 住 居 専 用 地 域

第 １ 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域
第 ２ 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域

第２種 住居の用に供されているため、静穏の保持を必要とする区域である。 第 １ 種 住 居 地 域
第 ２ 種 住 居 地 域
準 住 居 地 域

近 隣 商 業 地 域
第３種 商 業 地 域住居用にあわせて商業・工業等の用に供されている区域であって、その区域内の住民

の生活環境を保全するため、騒音の発生を防止する必要がある区域であ 準 工 業 地 域

主として工業等の用に供されている区域であって、その区域内の住民の生活環境を悪第４種 工 業 地 域化させないため、著しい騒音の発生を防止する必要がある区域である。

(ﾎ) 特定建設作業に係る区域の区分

区 域 該 当 す る 区 域 該 当 す る 用 途 地 域

第 １ 種 低 層 住 居 専 用 地 域
第 ２ 種 低 層 住 居 専 用 地 域
第 １ 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域
第 ２ 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域

相当数の住居が集合している区域及び学校・病院等の敷地の周囲のおおむね80メート 第 １ 種 住 居 地 域第１号 ルの区域であり、騒音規制法の第１種区域・第２種区域・第３種区域が該当する。 第 ２ 種 住 居 地 域
準 住 居 地 域
近 隣 商 業 地 域
商 業 地 域
準 工 業 地 域

第２号 上記以外の地域であり、騒音規制法の第４種区域が該当する。 工 業 地 域

(ﾍ)自動車騒音の限度を定める区域の区分

区 分 該 当 す る 区 域 該 当 す る 用 途 地 域

第 １ 種 低 層 住 居 専 用 地 域
第 ２ 種 低 層 住 居 専 用 地 域ａ 専ら住居の用に供される地域である。 第 １ 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域
第 ２ 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域

第 １ 種 住 居 地 域
ｂ 主として住居の用に供される地域である。 第 ２ 種 住 居 地 域

準 住 居 地 域

近 隣 商 業 地 域
商 業 地 域

ｃ 相当数の住居とあわせて商業・工業等の用に供される地域である。 準 工 業 地 域
工 業 地 域
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(ﾄ) 振動規制法及び青森県公害防止条例（振動）に係る区域の区分

区 域 該 当 す る 区 域 該 当 す る 用 途 地 域

第 １ 種 低 層 住 居 専 用 地 域
第 ２ 種 低 層 住 居 専 用 地 域

良好な住民の環境を保全するため、特に静穏の保持を必要とする区域及び住居の用に 第 １ 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域
第１種 供されているため、静穏の保持を必要とする区域であり騒音規制法の第１種区域・第 第 ２ 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域

２種区域が該当する。 第 １ 種 住 居 地 域
第 ２ 種 住 居 地 域
準 住 居 地 域

住居の用にあわせて商業・工業等の用に供されている区域であって、その区域内の住
民の生活環境を保全するため、振動の発生を防止する必要がある区域及び主として工 近 隣 商 業 地 域
業等の用に供されている区域であって、その区域内の住民の生活環境を悪化させない 商 業 地 域第２種 ため、著しい振動の発生を防止する必要がある区域であり、騒音規制法の第３種区域 準 工 業 地 域
・第４種区域が該当する。 工 業 地 域

騒音の大きさの例

120 デシベル 飛行機のエンジンの近く

110 デシベル 自動車の警笛

100 デシベル 電車が通るときのガードの下

90 デシベル 騒々しい工場の中

80 デシベル 地下鉄の車内

70 デシベル 騒々しい事務所の中、騒々しい街頭、電話のベル

60 デシベル 静かな乗用車、普通の会話

50 デシベル 静かな事務所

40 デシベル 市内の深夜、図書館、静かな住宅地の昼

30 デシベル 郊外の深夜、ささやき声

20 デシベル 木の葉のふれ合う音、置時計の秒針の音

振動による影響

震度階 説 明 振動による影響

家屋の振動が激しく、すわり悪い花
Ⅳ びんなどは倒れ、器内の水はあふれ 人体に生理的影響

（中震） 出る。また、歩いている人にも感じ 90dB が生じ始める。
られ、多くの人々は戸外に飛び出す
程度の地震。

家屋が揺れ、戸・障子がガタガタと 産業職場で振動が
Ⅲ 鳴動し電灯のようなつり下げ物は相 気になる。

（弱震） 当揺れ、器内の水面の動くのがわか 80dB （８時間振動にさら
る程度の地震。 された場合）

深い睡眠にも影響
大ぜいの感ずる程度のもので戸・障 がある。

Ⅱ 子がわずかに動くのがわかるくらい
（軽震） の地震。 70dB

浅い睡眠に影響が
出始める。

Ⅰ 静止している人や、とくに地震に注
（微震） 意深い人だけに感ずる程度の地震。 60dB ［振動を感じ始める］

50dB ほとんど睡眠に影
０ 人体に感じないで地震計に記録され 響はない。

（無感） る程度。
40dB ［ 常 時 微 動 ］
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騒音規制法の体系

騒音規制法 工場・事業 特定施設 届出事務 罰 則
場騒音 (2.1)(政令) (6)(7)(8)(10)(11) (30)(31)(32)(33)

計画変更勧告
（一部適用除外） (9)
電気・ガス・鉱山 報告検査 罰 則
法の工作物・施設 (20) (31)(32)
(21.1) 特定工場 測 定 改善勧告 改善命令 罰 則

(2.2) (21の2) (12.1) (12.2) (29)(32)
地域指定 規制基準の範囲 規制基準 電気・ガス・鉱山施設に係る要請

(3) (4)(告示) (2.2)(4) (21.3)
建設作業騒音 特定建設作業 届出事務 罰 則

(2.3)(政令) (14) (31)(32)(33)
報告検査 罰 則

(20) (31)(32)
測 定 改善勧告 改善命令 罰 則
(21の2) (15.1) (15.2) (30)(32)
規制基準

(15.1)(告示)
自動車騒音 自動車騒音 常時監視 常時監視の結果の国への報告

(2.4)(総理府令) (18.1) (18.2)
許容限度 常時監視の結果の公表

深夜営業騒音等(28) (16.1)(告示) (19)
保安基準 測 定 都道府県公安委員会へ
(16.2) (21の2) 交通規制の要請

(道路運送車両法) (17.1)
要請限度 道路管理者等へ道路構造の
(17.1)(総理府令) 改善等の意見陳述

(17.2)
騒音防止に係る関係行政機関 環境大臣の指示
の長に対する協力要請等 (22) (19の2)

振動規制法の体系

振動規制法 工場・事業 特定施設 届出事務 罰 則
場騒音 (2.1)(政令) (6)(7)(8)(10)(11) (26)(27)(28)(29)

計画変更勧告
（一部適用除外） (9)
電気・ガス・鉱山 報告検査 罰 則
法の工作物・施設 (17) (27)(28)
(18.1) 特定工場 測 定 改善勧告 改善命令 罰 則

(2.2) (19) (12.1) (12.2) (25)(28)
地域指定 規制基準の範囲 規制基準 電気・ガス・鉱山施設に係る要請

(3)(政令) (4)(告示) (2.2)(4) (18.3)
建設作業騒音 特定建設作業 届出事務 罰 則

(2.3)(政令) (14) (27)(28)(29)
報告検査 罰 則

(17) (27)(28)
測 定 改善勧告 改善命令 罰 則

(19) (15.1) (15.2) (26)(28)
規制基準

(14.1)(告示)
道路交通振動 道路交通振動 測 定 都道府県公安委員会へ交通規制

(2.4)(総理府令) (19) の要請、道路管理者へ道路の舗
許容限度 装、維持、修繕の要請

(16.1)(総理府令) (16.1)(16.2)
振動防止に係る関係行政機関
の長に対する協力要請等 (20)

注） は法定受託事務、 は国が関与する事務。
は国が行う事務
は都道府県、指定都市、中核市及び特例市の長が行う事務。
は都道府県、政令で定める市町村の長が行う事務。
は市町村長が行う事務。

-121-



 

(11)騒音・振動測定結果 
表 28 自動車騒音常時監視調査結果 

 

１．主要幹線道路８路線 
○令和２年度自動車騒音常時監視結果一覧

・主要幹線道路８路線(19区間)

評価対象
住居等戸数

昼間・夜間とも
基準値以下

昼夜とも又はいずれ
か基準値超過

始点 終点
延長
(km)

類型 昼間 夜間
a=b+c
(戸)

b
(戸)

c
(戸)

1 一般国道340号 八戸市大字糠塚字大杉平8-14 八戸市大字新荒町41-3 1 A 70 64 315 310 5

2 一般国道340号 八戸市大字新荒町41-3 八戸市大字三日町29-1 0.8 B 70 64 106 105 1

3 一般国道340号 八戸市大字是川字二ツ屋6-79 八戸市大字糠塚字大開11-1 0.4 A 68 63 19 19 0

4 一般国道340号 八戸市大字糠塚字大開11-1 八戸市大字糠塚字大杉平8-14 1 A 68 63 267 263 4

5 一般国道454号 八戸市大字尻内町字直田81 八戸市大字尻内町字張田27-2 0.2 A 68 63 7 7 0

6 一般国道45号 八戸市大字市川町字高森132-92 八戸市多賀台二丁目1-10 0.3 C 67 59 10 10 0

7 八戸野辺地線 八戸市下長一丁目2-12 八戸市大字河原木字見立山5-17 2.8 A 67 59 393 393 0

8 八戸野辺地線 八戸市大字河原木字見立山5-17 八戸市大字河原木字見立山2-145 0.3 A 67 59 19 19 0

9 八戸野辺地線 八戸市大字河原木字小田平7-15 八戸市大字市川町字尻引前山31-819 1.8 A 67 59 325 325 0

10 八戸野辺地線 八戸市大字市川町字尻引前山31-819 八戸市大字市川町字尻引前山31-146 0.3 A 67 59 53 53 0

11 八戸野辺地線 八戸市大字市川町字尻引前山31-146 八戸市大字市川町字藁田柳68-10 0.3 A 67 59 44 44 0

12 八戸三沢線 八戸市一番町二丁目5-20 八戸市大字尻内町字鴨田12-1 0.7 C 68 60 108 108 0

13 八戸環状線 八戸市桔梗野工業団地二丁目6-20 八戸市大字市川町字尻引前山31-314 0.1 C 68 60 0 0 0

14 八戸環状線 八戸市大字市川町字尻引前山31-314 八戸市大字市川町字尻引前山31-1028 0.4 A 68 60 6 6 0

15 八戸環状線 八戸市大字市川町字尻引前山31-1028 八戸市大字市川町字尻引前山31-819 0.3 A 68 60 17 17 0

16 八戸環状線 八戸市大字市川町字尻引前山31-819 八戸市大字市川町字尻引前山31-1065 0.4 A 68 60 61 61 0

17 白銀沼館環状線 八戸市大字河原木字高館前４ 八戸市大字河原木字小田54-1 0.5 B 65 59 54 54 0

18 白銀沼館環状線 八戸市大字河原木字小田54-1 八戸市高州二丁目24-13 0.9 B 66 60 134 134 0

19 八戸自動車道 八戸市西白山台五丁目14 八戸市北白山台二丁目1-26 2.5 B 60 57 244 244 0

合計 15 合計 2,182 2,172 10

割合 100.0% 99.5% 0.0%

道路端値(dB)
路線名

評価区間
位置番号

 
 

 

 ２．市内全域 

 
評価区間延長 

(km) 

評価対象 

住居等戸数 

a=b+c（戸） 

昼間・夜間とも 

基準値以下 

b（戸） 

昼夜とも又はいずれ

か基準値超過 

c（戸） 

46路線、125区間 103.2 
14,819 

(100.0％) 

14,633 

(98.7％) 

186 

(1.3％) 
 

注）・幹線道路（幹線交通を伴う道路）とは、高速道路、一般国道、都道府県道、４車線以上の市町村道のことをいう。 

  ・面的評価の対象範囲は原則として、道路端から 50ｍの範囲としている。 

  ・近接空間とは、道路の構造が２車線の場合は道路端から 15ｍまで、２車線を超える場合は道路端から 20ｍまでの空間のことをいう。 

  ・非近接空間とは、面的評価の対象範囲（道路端から 50ｍ）から近接空間を除いた空間のことをいう。 

  ・類型のうち、Ａは住居専用地域、Ｂは住居地域、Ｃは商業・工業地域である。 

 

参考：幹線道路における環境基準                     （単位：dB） 
時    間    帯 昼 夜 

類         型 Ａ Ｂ，Ｃ Ａ Ｂ，Ｃ 

近接空間 

（２車線の場合は道路端から 15ｍ、２車線以上は 20ｍ） 
70 65 

非近接空間 

（面的評価の対象範囲（道路端から 50ｍ）から近接空間を除いた空間） 
60 65 55 60 

 

 

表 29 道路交通振動測定結果                         （単位：dB） 

     

番号 

 

測 定 路 線 

（測定地点） 
車線数 用途地域 規制区域の区分 

測 定 値 

〔Ｌ10〕 

要 請 限 度 

〔Ｌ10〕 

昼 夜 昼 夜 

1 
一般国道 340 号 

（長者） 
2 第２種中高層 第１種 45 43 65 60 

2 
一般国道 340 号 

（糠塚） 
2 第２種低層 第１種 46 38 65 60 

3 
八戸野辺地線 

（市川町） 
2 近商 第２種 46 44 70 65 

4 
八戸三沢線 

（尻内町） 
4 近商 第２種 46 39 70 65 

5 
    白銀沼館環状線 

（下長） 
４ 第２種住居 第１種 44 40 65 60 

6 
白銀沼館環状線 

（下長） 
6 第２種住居 第１種 44 43 65 60 

7 
八戸自動車道 

（西白山台） 
４ 第１種住居 第１種 38 42 65 60 

L10とは振動レベル測定値を数値の大きさの順に並べ、両端の 10％をそれぞれ除いた 80%レンジの上端値を示す。 
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表 30 環境騒音（一般地域）測定結果                                                                                           

番号 測 定 地 点 
用 途 

地 域 
類 型 

測 定 値 

（dB） 

[LAeq] 

環 境 基 準     

[LAeq] 

昼 夜 昼 夜 

1 沼館二丁目 準工業 C 50 39 60 50 

2 青葉三丁目 
第二種中高層 

住居専用 
A 45 36 55 45 

3 南類家二丁目 
第一種低層 

住居専用 
A 46 36 55 45 

4 糠塚字五郎兵衛前 
第二種中高層 

住居専用 
A 41 32 55 45 

5 小中野二丁目 
第二種中高層 

住居専用 
A 51 45 55 45 

6 江陽五丁目 工業 C 52 42 60 50 

7 湊高台一丁目 
第一種低層 

住居専用 
A 53 42 55 45 

8 岬台二丁目 
第一種低層 

住居専用 
A 50 41 55 45 

9 鮫町字下松苗場 第一種住居 B 49 44 55 45 

10 根城一丁目 
第二種中高層 

住居専用 
A 53 38 55 45 

11 南白山台三丁目 
第一種低層 

住居専用 
A 42 36 55 45 

12 是川四丁目 
第一種低層 

住居専用 
A 46 35 55 45 

13 一番町二丁目 第一種住居 B 47 36 55 45 

14 市川町字桔梗野 
第一種低層 

住居専用 
A 45 37 55 45 

15 旭ヶ丘五丁目 
第一種低層 

住居専用 
A 46 36 55 45 

16 石堂二丁目 
第一種低層 

住居専用 
A 49 40 55 45 

 
 
表 31 航空機騒音測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

表 32 新幹線鉄道騒音測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 測 定 地 点           用途地域 類型 
測 定 値     

[Lden] 

環境基準 

[Lden] 

1 松 ケ 丘 １ 種 住 居        Ⅱ   45.3 62 

2 市 川 町 字 古 館 １種低層住専  Ⅰ   42.3 57 

3 河 原 木 字 小 田 １ 種 低 層 住  Ⅱ   36.6 62 

4 高 州 二 丁 目 ２種中高層住専  Ⅰ  35.6 57 

5 河 原 木 字 谷 地 田 調 整 区 域        Ⅱ   38.2 62 

6 尻 内 町 字 下 根 市 調 整 区 域        Ⅱ   31.4 62 

№ 測 定 地 点 用 途 地 域 類型 

測 定 値    (dB) 

環境基準 
25m地点 

その他の 

地点 

1 尻内町字鼠田 準工業地域 Ⅰ 61 59(50m) 70 

2 長苗代字天狗柳 工業地域 Ⅰ 71 68(50m) 70 
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（12）騒音・振動届出状況 

表 33 騒音・振動規制法に基づく特定施設設置届出施設数（令和３年３月 31日現在） 

【騒音】                        【振動】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※ （ ）内は工場数 

 

 

表 34 青森県公害防止条例に基づく騒音・振動関係施設設置届出施設数（令和３年３月 31日現在） 

【騒音】                                            【振動】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※（ ）内は工場数 

 

 

表 35 特定建設作業実施届出状況（令和２年度） 

（１）騒音規制法   
 

くい打機等      びょう打機      さく岩機 空気圧縮機      
コンクリート       

プ ラ ン ト 等       
バックホウ      計 

0 0 12 2 0  10 24 
 

（２）振動規制法   
 

くい打機等 鋼 球      舗装板破砕機 ブ レ ー カ ー       計 

0 0 0 9 9 

 

施  設  の  種  類 施設数 

1  金 属 加 工 の 用 に 供 す る 施 設 23 

2  圧 縮 機 380 

3 
 土 石 用 又 は 鉱 物 用 の 破 砕 機 

摩 砕 機 ・ ふ る い 及 び 分 級 機 
23 

4 織 機 0 

5  コンクリートブロックマシン等 2 

6  木 材 加 工 の 用 に 供 す る 施 設 2 

7  印 刷 機 械 23 

8  ゴム練用又は合成樹脂練用の ロール機 0 

9  合 成 樹 脂 用 射 出 成 形 機 1 

10  鋳 型 造 型 機 0 

計 
454 

 （113） 

施  設  の  種  類 施設数 

1 金属加工の用に供する施設 25  

2 空 気 圧 縮 機 及 び 送 風 機 935  

3 
 土石用又は鉱物用の破砕機 

 摩砕機・ふるい及び分級機 
21  

4  織 機 0  

5 
 コンクリートプラント及び 

 ア ス フ ァ ル ト プ ラ ン ト 
5  

6  穀 物 用 製 粉 機 2  

7  木材加工の用に供する施設 26  

8  抄 紙 機 0  

9  印 刷 機 械 54  

10  合 成 樹 脂 用 射 出 成 形 機 2  

11  鋳 型 造 型 機 0  

計 
1,070  

(195） 

施 設 の 種 類 施設数 

1  送     風     機 610  

2  ワイヤーフォーミングマシン 0  

3  切        断        機 8  

4  マッチ軸木の製造の用に供するもの 0  

5 
コ ンクリ ートプ ラント（1） 6  

ア スファ ルトプ ラント（2） 0  

6 
 動 力 打 綿 機（1） 10  

動 力 混 打 綿 機（2） 0  

7  製 鋼 機 0  

計 
633 

（113） 

施  設  の 種 類 施設数 

1 

  デ ィ ー ゼ ル エ ン ジ ン（1） 28 

  ガ ソ リ ン エ ン ジ ン（2） 0 

  ク ー リ ン グ タ ワ ー（3） 174 

  オ イ ル バ ー ナ ー（4） 220 

2 

  切 断 機（1） 7 

せ  ん  孔  機（2）    0 

  研 磨 機（3） 3 

3 
  マッチの軸木の加工の 

用 に 供 す る も の 
0 

4 
  動 力 打 綿 機（1） 12 

  動 力 混 打 綿 機（2） 0 

5   製 鋼 機 0 

計 
444 

（187） 
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８ 公害苦情集計結果 
表36 公害苦情受理件数の推移 

 H28 H29 H30 R1 R2 

 大気汚染 

 水質汚濁 

 騒    音 

 振    動 

 悪    臭 

 そ の 他 

  28（38） 

   0（ 0） 

  11（15） 

   0（ 0） 

  11（15） 

  23（32） 

  33（51） 

   0（ 0） 

   6（ 9） 

   9（14） 

   6（ 9） 

  11（17） 

  59（57） 

   0（ 0） 

  18（17） 

   3（ 3） 

  17（17） 

   6（ 6） 

  48（59） 

   1（ 1） 

  16（20） 

   1（ 1） 

   9（11） 

   6（ 8） 

  45（48） 

   2（ 2） 

  18（19） 

   4（ 4） 

   8（ 9） 

  17（18） 

合    計 73（100） 65（100） 103（100） 81（100） 94（100） 

注：（  ）は％、前年度からの繰越分は含まず 

 

表37 苦情の受理・処理件数 

区分 

受 理 件 数           処 理 及 び 繰 越 件 数 

合計 

令和２年度分 
前年度及び前々年

度からの繰越 
合計 

令和２年度分 翌年度へ繰越 

新規受理 
直接 

処理 

他への 

移 送 

本年 

度分 

前年度及び 

前々年度分 

件数 100 94 6 100 
83 0 14 3 

83 17 

 

表38 訴えの種類別受理件数 

区 分 合計 健康 財産 動・植物 感覚的・心理的 その他 

件 数 94 0 0 0 92 2 

注：前年度からの繰越分は含まず 

 

表 39 公害苦情の用途地域別受理件数  

       
 大気汚染 水質汚濁 騒 音 振 動 悪 臭 そ の 他 計 

第一種低層住専 

 

14 

 

4 

 

 

 3 2 1 4 24 
第二種低層住専 2      2 
第一種中高層住専 1  1    2 
第二種中高層住専 2 

 

 

 3   1 6 
第一種住居地域 3  3 1 2 2 11 
第二種住居地域       0 
準住居地域   1    1 
近隣商業地域           1 1 
商業地域 1  1 

 

 1  3 
準工業地域  1  

 

 1  2 
工業地域      2 

 

 

 

    1  3 
工業専用地域   1  1  2 

市街化調整区域等 20 1 5 1 1      9 37 
合           計 45 2 18 4 8 17 94 

                （市街化調整区域等は、市街化調整区域及び行政区域外を示す）  

 

表 40 公害苦情の月別受理件数  

  
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計 

 大気汚染 2  

 

7 6 4 3 4 8 3 1 2 5 45 
 水質汚濁       2      2 
 騒音 3  5  2 1  3 1  1 2 18 
 振動       1  1 1 1  4 
 悪臭 2  3 1   1    1  8 
 地盤沈下             0 
 土壌汚染             0 
 その他  2 

 

2 3 

 

2 1 1  1  1 4 17 
合計 7 2 17 10 8 5 9 11 6 2 6 11 94 

  

年度 

公害の種類 
用途地域 

公害の種類 

月 
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９ 放射線の監視 

表 41 水浴場の放射性物質濃度測定結果 

（１）海水の放射性物質濃度              ［単位：ベクレル/リットル（Bq/L）］ 

海水浴場名 採水深 測定日 
放 射 性 物 質 濃 度 

セシウム 134 セシウム 137 ヨウ素 131 

白浜海水浴場 表層 

4/28 
検出されず 

（下限値：0.7） 

検出されず 

（下限値：0.7） 

検出されず 

（下限値：0.7） 

7/27 
検出されず 

（下限値：0.8） 

検出されず 

（下限値：0.8） 

検出されず 

（下限値：0.8） 

蕪島海水浴場 表層 

4/28 
検出されず 

（下限値：0.7） 

検出されず 

（下限値：0.9） 

検出されず 

（下限値：0.8） 

7/27 
検出されず 

（下限値：0.6） 

検出されず 

（下限値：0.9） 

検出されず 

（下限値：0.9） 

○「検出されず」とは１Bq/L 程度の検出限界値に満たないことを表す。 

○測定方法：ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメトリー 

○参考：「水浴場の放射性物質に関する指針における水浴場の放射性物質に係る水質の目安」 

（放射性セシウム 134及び 137の合計 10Bq/L以下） 

 

（２）砂浜の空間線量率                    ［単位：マイクロシーベルト/時間（μSv/h）］ 

海水浴場名 調査地点 測定日 
空 間 線 量 率 

５cm １m 周辺芝生 

白浜海水浴場 ４地点 
4/28 0.03～0.04 0.03～0.04 0.03～0.04 

7/27 0.03～0.04 0.03～0.04 0.03～0.04 

蕪島海水浴場 ３地点 
4/28 0.03～0.04 0.03 0.03～0.04 

7/27 0.04 0.03 0.03～0.04 

○数  値：最小値～最大値の測定範囲    

○空間放射線量率測定機器：PA-1000 Radi（HORIBA製） 

 

 

10 公害測定機器の整備状況 

 表42 整備状況                               令和２年３月31日現在 

区分 機   器   名 数量 型       式 

騒
音
・
振
動 

普通騒音計 3 リオン NL-06（１台）、NL-22（２台） 

精密騒音計 1 リオン NL-62 

航空機騒音計 1 小野測器 LA-4440 一式 

レベルレコーダー 3 リオン LR-04（２台）、LR-06（１台） 

振動計 3 リオン VM-51（２台）、VM-52A（１台） 

データレベル処理器 2 リオン SV-76 

チャートワインダー 1 リオン LB-16 

悪臭 ポータブル型ニオイセンサ 1 新コスモス電機株式会社 XP-329ⅢR 

水
質
汚
濁 

ポータブル流速計 1 NKS ID型 

採泥器 1 スミス・マッキンタイヤ製 

電気導電率計 1 東亜電波工業株式会社 CM-14P 

デジタル pH メータ 1 日立堀場 M-8AD S8210型 

そ
の
他 

地下水用長期自記水位計 8 W-761 

長期自記地盤沈下計 5 K-031 

電子式分析天秤 1 メトラー AT-200 

実体顕微鏡 2 オリンパス SZ-1、SZ6045-TRPT 

簡易型空間放射線量測定器 9 HORIBA PA-1000 Radi 
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11 公害防止管理者等に関する届出状況 

食 料 品 3 3 ( 3 ) ( ) ( ) ( ) ( ) 1 ( ) ( ) ( ) ( ) 1 ( 1 ) ( ) ( ) ( ) ( )

飲料 ・ たばこ ・ 飼料 4 3 ( 2 ) ( ) ( ) ( ) ( ) 2 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

繊 維 工 業 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

木材・木製品（家具を
除 く ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

家 具 ・ 装 備 品 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

パルプ・紙・紙加工品 2 2 ( 2 ) 1 ( 1 ) ( ) ( ) 1 ( 1 ) ( ) ( ) ( ) 1 ( 1 ) ( ) ( ) ( ) ( ) 1 ( 1 )

印 刷 ・ 同 関 連 業 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

化 学 工 業 3 3 ( 3 ) ( ) ( ) ( ) 1 ( 1 ) ( ) 1 ( 1 ) ( ) ( ) 2 ( 2 ) ( ) ( ) ( ) ( )

石油製品・石炭製品 1 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 1 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 1 ( ) ( ) ( )

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

ゴ ム 製 品 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

なめし革・同製品・毛皮 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

窯 業 ・ 土 石 製 品 22 8 ( 8 ) ( ) ( ) 1 ( 1 ) 5 ( 4 ) 5 ( 5 ) ( ) 1 ( 1 ) ( ) ( ) ( ) 17 ( 13 ) ( ) ( )

鉄 鋼 業 4 4 ( 4 ) 1 ( 1 ) ( ) ( ) 3 ( 3 ) 1 ( ) ( ) ( ) 1 ( 1 ) 1 ( 1 ) ( ) 3 ( 3 ) ( ) 1 ( 1 )

非 鉄 金 属 1 1 ( 1 ) 1 ( 1 ) 1 ( 1 ) ( ) ( ) ( ) 1 ( 1 ) ( ) ( ) ( ) ( ) 1 ( 1 ) ( ) 1 ( 1 )

金 属 製 品 1 1 ( 1 ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 1 ( 1 ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

は ん 用 機 械 器 具 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

生 産 用 機 械 器 具 1 1 ( 1 ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 1 ( 1 ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

業 務 用 機 械 器 具 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

電子部品・デバイス・電
子 回 路

3 2 ( 2 ) ( ) ( ) ( ) 1 ( 1 ) ( ) ( ) 2 ( 2 ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

電 気 機 械 器 具 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

情報通信機械 器具 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

輸 送 用 機 械 器 具 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

電 気 業 3 ( ) ( ) ( ) ( ) 3 ( 3 ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

ガ ス 業 1 1 ( 1 ) ( ) ( ) ( ) 1 ( 1 ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

熱 供 給 業 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

そ の 他 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

合 計 49 29 ( 28 ) 3 ( 3 ) 1 ( 1 ) 1 ( 1 ) 15 ( 14 ) 9 ( 5 ) 3 ( 2 ) 5 ( 5 ) 2 ( 2 ) 4 ( 4 ) ( ) 22 ( 17 ) ( ) 3 ( 3 )

（注） （　）は公害防止管理者等の代理者数。

振動
関係

ダイオ
キシン
類関係第１種 第３種 第４種 第１種 第２種 第３種

表43　公害防止管理者等選任届出状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和３年３月31日現在

業　　　　　種
特定
工場

公害
防止
統括者

第２種

公害防
止主任
管理者

公　　　害　　　防　　　止　　　管　　　理　　　者

大　　気　　関　　係 水　　質　　関　　係 騒音
関係第４種

粉じん
関係
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１２ 条例・要綱等 

八戸市環境基本条例（平成 16年 12月 27日条例第 40号） 

 

八戸市は、身近に海、山、川などの豊かな自然を擁し、そこ

からさまざまな恵みを受けながら、縄文のいにしえより人々

の生活が営まれてきたまちである。今もなお、天然の芝生と

貴重な海浜植物が自生する種差海岸やウミネコの繁殖地とし

て国の天然記念物に指定されている蕪島など多くの自然環境

が保たれ、それらは、私たち八戸市民に心の安らぎと故郷へ

の誇りを与えてくれるかけがえのない財産である。 

しかしながら、近年の効率性と利便性を優先する社会経済活

動や生活様式は、人と自然との調和を損ない、資源及びエネ

ルギーの大量消費や廃棄物の大量発生といった問題を生じさ

せたほか、さらには、地球の温暖化やオゾン層の破壊など地

球環境にまで影響を与え、その問題は人類の存続基盤そのも

のを脅かすほど深刻になってきた。 

このような状況においては、これまでの公害の防止をはじめ

とする地域の環境保全に関する取組のほかに、健全で恵み豊

かな環境を保全するとともに、人々が健康で潤いと安らぎに

満ちた快適な生活を営むことができる良好な環境をつくり出

し、これを将来の世代に引き継いでいくという環境の保全及

び創造に向けた取組が不可欠である。 

このような認識の下に、市、事業者及び市民がそれぞれの役

割を分担しながら、人と自然が共生し、環境への負荷の少な

い持続的に発展することができる環境先進都市八戸を共につ

くりあげていくため、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、環境の保全及び創造について基本理念

を定め、並びに市、事業者及び市民の責務を明らかにすると

ともに、環境の保全及び創造に関する施策の基本となる事項

を定めることにより、環境の保全及び創造に関する施策を総

合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来にわたり市民

が健康で潤いと安らぎに満ちた快適な生活を営むことができ

る環境を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

当該各号の定めるところによる。 

(１) 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響

であって、環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるも

のをいう。 

(２) 地球環境の保全 人の活動による地球全体の温暖化又

はオゾン層の破壊の進行、海洋の汚染、野生生物の種の減少

その他の地球の全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼ

す事態に係る環境の保全であって、人類の福祉に貢献すると

ともに市民の健康で文化的な生活の確保に寄与するものをい

う。 

(３) 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の

人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質

の汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化すること

を含む。）、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下（鉱物の掘

採のための土地の掘削によるものを除く。）及び悪臭によって、

人の健康又は生活環境（人の生活に密接な関係のある財産並

びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を

含む。以下同じ。）に係る被害が生ずることをいう。 

（基本理念） 

第３条 環境の保全及び創造は、市民が健康で潤いと安らぎ

に満ちた快適な生活を営むことができる環境を確保し、及び

これを将来の世代へ継承していくよう適切に行われなければ

ならない。 

２ 環境の保全及び創造は、多様な自然に恵まれた本市の地

域特性を生かし、人と自然との共生が確保されるよう適切に

行われなければならない。 

３ 環境の保全及び創造は、市、事業者及び市民が自らの活

動と環境とのかかわりを認識し、環境への十分な配慮を行う

とともに、それぞれが公平な役割分担の下に自主的かつ積極

的に取り組むことによって、健全で恵み豊かな環境を維持し

つつ、環境への負荷の少ない持続的に発展することができる

社会を構築することを旨として行われなければならない。 

４ 地球環境の保全は、人類共通の課題であるとともに、市

民の健康で文化的な生活を将来にわたって確保する上で重要

であることにかんがみ、すべての事業活動及び日常生活にお

いて積極的に推進されなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める環境の保全及び創造についての

基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、環境の保

全及び創造に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、及び

実施しなければならない。 

２ 市は、自らの施策を実施するに当たっては、環境への負

荷の低減その他環境の保全及び創造に向けて率先して取り組

まなければならない。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行

うに当たっては、これに伴って生ずる環境への影響を認識し、

公害の防止、廃棄物の適正な処理その他自然環境を適正に保

全するために必要な措置を講じなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっと

り、その事業活動に関し、環境への負荷の低減その他環境の

保全及び創造に自ら進んで努めるとともに、市が実施する環

境の保全及び創造に関する施策に協力するよう努めなければ

ならない。 

（市民の責務） 

第６条 市民は、基本理念にのっとり、環境の保全上の支障

を防止するため、その日常生活に伴う環境への負荷の低減に

努めなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、市民は、基本理念にのっとり、

環境の保全及び創造に自ら努めるとともに、市が実施する環

境の保全及び創造に関する施策に協力するよう努めなければ

ならない。 

第２章 環境の保全及び創造に関する基本的施策 

第１節 施策の基本方針 

第７条 市は、環境の保全及び創造に関する施策の策定及び

実施に当たっては、基本理念にのっとり、次に掲げる事項が

実現されるよう総合的かつ計画的に行うものとする。 

(１) 市民の健康が保護され、及び生活環境が保全されるよ

う、大気、水、土壌等が良好な状態に保持されること。 

(２) 生物の多様性の確保が図られるとともに、森林、農地、

水辺地等における多様な自然環境が市民との触れ合いを確保

しながら適正に保全されること。 

(３) 市民が潤いと安らぎに満ちた快適な生活を営むことの

できる環境が確保されるよう、緑化の推進、良好な景観の形
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成等快適できれいなまちづくりが推進されること。 

(４) 資源の循環的な利用、エネルギーの有効利用並びに廃

棄物の発生の抑制及び適正な処理により、環境への負荷の少

ない循環型社会の構築が図られること。 

(５) 地域における環境への負荷の低減に向けた取組を通じ

て、地球環境の保全に貢献すること。 

第２節 環境基本計画 

第８条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するため、環境の保全及び創造に関する基

本的な計画（以下「環境基本計画」という。）を策定しなけれ

ばならない。 

２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものと

する。 

(１) 環境の保全及び創造に関する目標 

(２) 環境の保全及び創造に関する長期的な施策の大綱 

(３) 前２号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関

する施策を推進するために必要な事項 

３ 市長は、環境基本計画の策定に当たっては、あらかじめ、

八戸市環境審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 市長は、環境基本計画を策定したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 

第３節 環境の保全及び創造のための施策等 

（年次報告書） 

第９条 市長は、毎年、環境の状況並びに市が講じた環境の

保全及び創造に関する施策の実施状況等を明らかにした報告

書を作成し、これを公表しなければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第 10条 市は、施策の策定及び実施に当たっては、環境基本

計画との整合を図るとともに、環境の保全及び創造に配慮す

るものとする。 

（規制の措置） 

第 11条 市は、公害を防止するため、公害の原因となる行為

に関し、必要な規制の措置を講ずるものとする。 

２ 市は、自然環境の保全を図るため、自然環境の適正な保

全に支障を及ぼすおそれがある行為に関し、必要な規制の措

置を講ずるものとする。 

３ 前２項に定めるもののほか、市は、環境の保全上の支障

を防止するため、必要な規制の措置を講ずるよう努めるもの

とする。 

（誘導的措置） 

第 12条 市は、事業者又は市民が自らの活動に係る環境への

負荷の低減のための施設の整備その他の適切な措置をとるこ

ととなるよう誘導することにより環境の保全上の支障を防止

するため、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（環境の保全及び創造に関する施設の整備） 

第 13条 市は、廃棄物処理施設、下水道その他の環境の保全

及び創造に関する施設の整備を推進するよう努めるものとす

る。 

（自然環境の保全等） 

第 14条 市は、生物の多様性の確保を図るとともに、森林、

農地、水辺地等における多様な自然環境の保全及び市民と自

然との触れ合いを確保するために必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。 

（快適な環境の確保） 

第 15条 市は、市民が潤いと安らぎに満ちた快適な生活を営

むことができる環境を確保するため、緑化の推進、良好な景

観の形成その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

（環境の保全及び創造に関する教育及び学習の振興） 

第 16条 市は、事業者及び市民が環境の保全及び創造につい

ての理解を深めるとともに、環境の保全及び創造に関する活

動を行う意欲が増進されるよう、環境の保全及び創造に関す

る教育及び学習の振興に努めるものとする。 

２ 前項の場合において、市は、特に学校教育における環境

の保全及び創造に関する教育及び学習の振興のために必要な

措置を講ずるよう努めるものとする。 

（市民等の自発的な活動の促進） 

第 17条 市は、前条に定めるもののほか、事業者又は市民が

自発的に行う環境美化活動、緑化活動、再生資源に係る回収

活動その他の環境の保全及び創造に関する活動が促進される

ように必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（情報の収集及び提供） 

第 18条 市は、第 16条の環境の保全及び創造に関する教育

及び学習の振興並びに前条の事業者又は市民が自発的に行う

環境の保全及び創造に関する活動の促進に資するため、個人

及び法人の権利利益の保護に配慮しつつ環境の状況その他の

環境の保全及び創造に関する情報の適切な収集及び提供に努

めるものとする。 

（調査の実施及び監視等の体制の整備） 

第 19条 市は、環境の状況の把握に関する調査その他の環境

の保全及び創造に関する施策の策定に必要な調査を実施する

ものとする。 

２ 市は、環境の状況を把握し、並びに環境の保全及び創造

に関する施策を適正に実施するために必要な監視、巡視、観

測、測定、試験及び検査の体制の整備に努めるものとする。 

（資源の有効利用等の促進） 

第 20条 市は、環境への負荷の低減が図られるよう、事業者

及び市民による資源の循環的な利用、エネルギーの有効利用

並びに廃棄物の発生の抑制及び適正な処理が促進されるため

に必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

第４節 地球環境の保全の推進 

第 21条 市は、地球環境の保全に資する施策を積極的に推進

するよう努めるものとする。 

第３章 環境の保全及び創造のための施策の推進 

（推進体制の整備） 

第 22条 市は、事業者及び市民と協力して、環境の保全及び

創造に関する施策を推進するために必要な体制を整備するも

のとする。 

（国及び他の地方公共団体との協力） 

第 23条 市は、広域的な取組が必要とされる環境の保全及び

創造に関する施策の策定及び実施に当たっては、国及び他の

地方公共団体と協力して、その推進に努めるものとする。 

第４章 環境審議会 

第 24条 環境基本法（平成５年法律第 91号）第 44条の規定

に基づき、八戸市環境審議会（以下「審議会」という。）を置

く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、環境基本計画その他環境

の保全及び創造に関する施策の基本的事項並びに廃棄物の減

量及び適正な処理に関する事項について調査審議し、その結

果を答申する。 

３ 審議会は、環境の保全及び創造に関する施策並びに廃棄

物の減量及び適正な処理に関する事項について必要があると

認めるときは、市長に対し意見を述べることができる。 

４ 審議会は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱した委員

をもって組織する。 

(１) 学識経験のある者 

(２) 公益代表者 
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(３) 関係企業体の代表者 

(４) 関係行政機関の職員 

５ 前項の委員の定数は、20人以内とする。 

６ 前項までに定めるもののほか、審議会の組織及び運営に

ついて必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 八戸市環境審議会条例（昭和 43年八戸市条例第 10号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「環境の保全」を「八戸市環境基本条例（平

成 16年八戸市条例第 40号）第８条第１項に規定する環境基

本計画その他環境の保全及び創造」に改め、同条第２項中「保

全」の次に「及び創造」を加える。 

附 則（平成 26年６月 17日条例第 27号） 

 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 26年７月１日から施行する。 

（八戸市環境審議会条例の廃止） 

２ 八戸市環境審議会条例（昭和 43年八戸市条例第 10号）

は、廃止する。 

（八戸市特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一

部改正） 

３ 八戸市特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和 31年八戸市条例第 26号）の一部を次のように改正す

る。 

（次のよう略） 

（八戸市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部改正） 

４ 八戸市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（昭和 48年八

戸市条例第 10号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

 

八戸市生活環境保全条例（昭和 56年９月 25日条例第 38号） 

 

良好な生活環境のもとで健康で快適な生活を営むことは、市

民の基本的な権利であり、また、日常良好な生活環境の保全

に努めることは、市民の義務でもある。 

近年、都市化の急速な進行と産業経済活動の拡大多様化は、

良好な生活環境に少なからず影響を与えており、その保全を

図ることが緊要な課題である。 

この現状に対処するため、市民一体となり、都市生活基盤の

整備を始めとする諸対策の推進に努める必要がある。 

よって、市長、市民及び事業者のそれぞれの責務を明らかに

して良好な生活環境を確保することにより、八戸市が目指し

ている「住みよい、生きがいのある総合的産業都市」を実現

するため、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、他の法令に定めるもののほか、良好な

生活環境の確保に関する市長、市民及び事業者の責務を明ら

かにするとともに、良好な生活環境の確保に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この条例において「生活環境」とは、人の生活に関

する環境をいい、人の生活に密接な関係のある財産並びに人

の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含むも

のをいう。 

（市長の責務） 

第３条 市長は、良好な生活環境を確保するための基本的か

つ総合的な施策を策定し、これを実施しなければならない。 

（市民の責務） 

第４条 市民は、自ら良好な生活環境の確保に努めるととも

に、市長が実施する良好な生活環境の確保に関する施策に協

力しなければならない。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、その事業活動の実施に当たっては、自ら

良好な生活環境の確保に努めるとともに、市長が実施する良

好な生活環境の確保に関する施策に協力しなければならない。 

第２章 生活環境の保全 

（土ぼこりの発生防止） 

第６条 土ぼこりによる生活環境の汚染を防止するため、土

地の所有者、占有者又は管理者は、当該土地から土ぼこりを

発生させないよう努めなければならない。 

２ 次の各号に掲げる者は、土砂、鉱さいその他土ぼこりの

発生原因となる物（以下「土砂等」という。）を舗装道路に落

とさないよう、車両に付着した土砂等の除去、車庫又は駐車

場の舗装、積載物の飛散又は流出の防止措置その他の必要な

措置を講じなければならない。 

(１) 舗装道路に接する場所で工事を行う者 

(２) 舗装道路に接する場所に資材置場を設置する者 

(３) 舗装道路に接する場所に車庫又は駐車場を設置する者 

(４) 土砂等を運搬する者 

（血水流出等の防止） 

第７条 水産物又はその残さを運搬する者は、道路に水産物

若しくは残さが落下し、又は血水が流出して発生する悪臭に

より生活環境を損なわないよう、その落下又は流出の防止に

ついて必要な措置を講じなければならない。 

（空地の適正管理） 

第８条 空地の所有者、占有者又は管理者は、繁茂した雑草

又は投棄された廃棄物により当該空地が次の各号の一に該当

するときは、雑草又は廃棄物の除去、廃棄物の投棄防止措置

その他の必要な措置を講じなければならない。 

(１) 犯罪を誘発するおそれがあるとき。 

(２) 野犬が生息するおそれがあるとき。 

(３) 害虫が発生するおそれがあるとき。 

(４) その他良好な生活環境を著しく損なうとき。 

２ 前項の空地とは、現に使用されていない土地（資材置場

として使用されているものを含む。）とする。 

（電波障害の防止） 

第９条 中高層建築物（建築基準法（昭和 25 年法律第 201

号）第２条第１号に規定する建築物のうち、当該建築物の高

さが 10メートルを超えるものをいう。以下同じ。）を建築し

ようとする者は、当該中高層建築物によりテレビ又はラジオ

の受信に障害を与えるおそれがある場合には、あらかじめ、

その影響が予想される地域の受信状況の調査その他の必要な

措置を講じなければならない。 

２ 中高層建築物の建築によりテレビ又はラジオの受信に障

害が生じたときは、当該建築主は、速やかに障害を受けた者

と協議して、共同受信設備の設置その他の障害排除に必要な

措置を講じなければならない。 

（河川等の富栄養化の防止） 

第 10条 何人も、河川及び沿岸海域の富栄養化（水中の窒素、
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リン等栄養塩類の増加により水質が悪化する現象をいう。）を

防止するため、リンを含む洗剤を使用しないよう努めなけれ

ばならない。 

（緑化の推進） 

第 11条 自然と市民生活の調和を図り、良好な生活環境の形

成に資するため、土地の所有者、占有者又は管理者は、当該

土地の緑化に努めなければならない。 

２ 市長は、緑化の推進を図るため、緑化の相談、技術指導

等を行うものとする。 

（空き缶等の散乱防止） 

第 11条の２ 何人も、飲食物を収納していた缶、瓶その他の

容器（以下「空き缶等」という。）、たばこの吸い殻、チュー

インガムのかみかす、包装紙その他の散乱性の高いごみをみ

だりに捨ててはならない。 

２ 容器に収納した飲食物を製造し、又は販売する者は、空

き缶等の散乱を防止するため、消費者に対する啓発並びに空

き缶等を回収する容器の設置及び管理に努めなければならな

い。 

（屋外焼却行為の制限） 

第 11条の３ 何人も、塩化ビニール樹脂、発泡スチロール、

ゴム、廃油その他の燃焼に伴って著しいばい煙、有害ガス又

は悪臭の発生するおそれのある物を屋外においてみだりに焼

却してはならない。ただし、人の健康又は生活環境を損なう

ことのないよう適切な措置を講じた場合は、この限りでない。 

第３章 雑則 

（立入調査） 

第 12条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、そ

の職員に、工事現場その他の場所に立ち入り、関係書類、建

築物その他の物件を調査させることができる。 

２ 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示

す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。 

（指導、勧告及び措置命令等） 

第 13条 市長は、良好な生活環境を確保するため必要がある

と認めるときは、市民、事業者等に対し、必要な指導又は勧

告をすることができる。 

２ 市長は、第 11条の２第１項の規定に違反する行為をして

いる者が前項の規定による指導又は勧告に従わないときは、

その者に対し、当該行為の中止又は原状回復を命ずることが

できる。 

３ 市長は、第 11条の３の規定に違反する行為をしている者

が第１項の規定による指導又は勧告に従わないときは、その

者に対し、当該行為の停止又は焼却施設の改善その他必要な

措置をとることを命ずることができる。 

（罰則） 

第 14条 前条第３項の規定による命令に違反した者は、６月

以下の懲役又は 10万円以下の罰金に処する。 

２ 前条第２項の規定による命令に違反した者は、２万円以

下の罰金に処する。 

（適用除外） 

第 15条 前条第２項の規定は、青森県空き缶等散乱防止条例

（平成９年青森県条例第59号）第10条第１項の規定により、

同項に規定する空き缶等散乱防止重点地区に指定された地区

内の行為については、適用しない。 

附 則 

この条例は、昭和 57年１月１日から施行する。 

附 則（平成７年３月 30日条例第 18号） 

この条例は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成 11年６月 30日条例第 18号） 

この条例は、平成 11年７月１日から施行する。ただし、第

13条の次に２条を加える改正規定は、平成 11年 10月１日か

ら施行する。 

 

八戸市公害防止条例（昭和 46年３月 20日条例第５号） 

 

（この条例の目的） 

第１条 この条例は、他の法令に特別の定めがある場合を除

くほか、当市における工場及び事業場又はこれらに類するも

の等（以下「工場等」という。）の事業活動に伴って発生する

公害の防止について必要な事項を定め、もって市民の健康で

文化的な生活の確保に資することを目的とする。 

（用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 公害 工場等の事業活動その他の人為に基づく生活環

境の侵害であって、大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、

騒音、振動、地盤の沈下及び悪臭によって、人の健康又は生

活環境に係る被害が生ずることをいう。 

(２) ばい煙 次に掲げる物質をいう。 

ア 燃料その他の物の燃焼に伴い発生するいおう酸化物 

イ 燃料その他の物の燃焼又は熱源としての電気の使用に伴

い発生するばいじん 

ウ 物の燃焼、合成、分解その他の処理に伴い発生する物質

のうち、カドミウム、塩素、弗化水素、鉛その他の人の健康

又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある物質 

エ 物の破砕、選別その他の機械的処理又はたい積に伴い発

生し、又は飛散する粉じん 

(３) ばい煙等 ばい煙、汚水、廃液、土壌の汚染、騒音、

振動、地盤の沈下及び悪臭をいう。 

(４) 特定施設 工場等に設置される施設のうち、ばい煙等

を排出し、又は発生する施設であって、青森県公害防止条例

（昭和 47年青森県条例第２号）別表第１から別表第４までに

定めるものをいう。 

(５) ばい煙等排出者 ばい煙等を排出し、又は発生する工

場等の事業者（ばい煙等を排出し、又は発生する施設を設置

しようとする者を含む。）をいう。 

(６) 規制基準 特定施設から排出し、又は発生するばい煙

等の量又は濃度の許容限度で、市長が定めるものをいう。 

(７) 環境基準 大気の汚染、水質の汚濁及び騒音に係る環

境上の条件について、それぞれ市民の健康を保護し、及び生

活環境を保全するうえで維持されることが望ましい量又は濃

度の基準で、市長が定めるものをいう。 

（ばい煙等排出者の責務） 

第３条 ばい煙等排出者は、規制基準を遵守し、及び環境基

準が維持されるように努めるとともに、市が実施するその他

の公害の防止に関する施策に積極的に協力し、この条例の規

定に違反しない場合においても、常に公害の防止について必

要な措置を講ずるように努めなければならない。 
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（市長の責務） 

第４条 市長は、市民の健康を保護し、及び生活環境を保全

するため、公害の防止に関し必要な措置を講ずるように努め

なければならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、自らも公害の防止に努めるとともに、公害

の防止に関する施策に協力する等公害の防止に寄与するよう

に努めなければならない。 

（公害防止協定） 

第６条 市長は、公害を防止するため必要があると認めると

きは、当該ばい煙等排出者とその防止に係る協定等を締結す

るように努めなければならない。 

（措置命令） 

第７条 市長は、特定施設に係るばい煙等の量又は濃度がそ

の特定施設に係る規制基準に適合しないと認めるときは、当

該ばい煙等排出者に対し、期限を定めて、当該ばい煙等の処

理方法の改善その他必要な措置を命ずることができる。 

２ 市長は、前項の規定による命令を受けた者がその命令に

従わないときは、当該特定施設の使用の一時停止等の措置を

命ずることができる。 

３ 市長は、前２項の措置を命じようとするときは、あらか

じめその措置を命じようとする者に対し、その命じようとす

る措置及びその理由を記載した通知書を交付しなければなら

ない。 

（意見の聴取及び弁明） 

第８条 市長は、前条第２項の規定による特定施設の使用の

一時停止等の措置を命じようとするときは、あらかじめ、八

戸市環境審議会の意見を聞くとともに、当該ばい煙等排出者

又はその代理人に弁明の機会を与えなければならない。 

（規制基準の定めがない公害の措置） 

第９条 市長は、規制基準の定めがない施設から排出し、又

は発生するばい煙等により、現に公害が発生し、又は発生の

おそれがあると認めるときは、当該ばい煙等排出者に対し、

当該ばい煙等の処理方法の変更その他の必要な措置をとるべ

きことを命ずることができる。 

（報告の徴収） 

第 10条 市長は、この条例を適正に施行するため、ばい煙等

排出者に対し、ばい煙等の処理状況、ばい煙等の減少のため

の措置に関する計画その他必要な事項について報告を求める

ことができる。 

（立入検査） 

第 11条 市長は、当該職員をして、ばい煙等を排出し、又は

発生するおそれのある工場等の特定施設その他の物件の立入

検査をさせることができる。 

２ 前項の規定による立入検査をする職員は、その身分を示

す証明書を携帯し、関係人に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のため

に認められたものと解釈してはならない。 

（公害に係る苦情の処理） 

第 12条 市長は、公害に係る苦情が生じたときは、その公正

な解決に努めなければならない。 

（諮問） 

第 13条 市長は、次の各号に掲げる場合には、八戸市環境審

議会の意見を聞かなければならない。 

(１) 第２条第６号に規定する規制基準及び同条第７号に規

定する環境基準を定め、又はその変更若しくは廃止をしよう

とするとき。 

(２) 第７条第１項及び第２項に規定する措置を命じようと

するとき。 

(３) その他公害に係る問題が発生し、特に市長が必要と認

めるとき。 

（援助） 

第 14条 市長は、公害防止の施設の整備を促進するため、必

要な資金のあっせん、技術的な助言その他の援助に努めなけ

ればならない。 

（委任事項） 

第 15条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定め

る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和 47年 10月３日条例第 31号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成６年６月 24日条例第 27号抄） 

この条例は、平成６年８月１日から施行する。

 

八戸市悪臭発生防止指導要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、工場その他の事業場（以下「事業場等」

という。）における悪臭の発生を防止し、地域住民の生活環境

の保全に資することを目的とする。 

 （悪臭） 

第２条 この要綱において「悪臭」とは、人に不快感又は嫌

悪感を与える臭気をいう。 

２ 悪臭の指標となる基準（以下「指導基準」という。）は、

別表のとおりとする。 

 （事業者の責務） 

第３条 事業場等を設置する者（以下「事業者」という。）は、

指導基準を遵守しなければならない。 

 （指導） 

第４条 市長は、事業者が指導基準を遵守するよう指導に努

めるものとする。 

 （測定） 

第５条 市長は、悪臭が発生していると認めるときは、速や

かに当該事業場において臭気の測定を行うものとする。 

２ 前項の測定は、臭気指数及び臭気排出強度の算定の方法

（平成７年９月環境庁告示第 63号）により行うものとする。 

 （測定の協力） 

第６条 市長は、臭気の測定を行うため必要があると認める

ときは、事業者に対し、協力を求めることができる。 

 （勧告） 

第７条 市長は、第５条の測定の結果、事業場等から発生す

る臭気が指導基準に適合せず、かつ、そのために地域住民の

生活環境が損なわれていると認められるときは、当該事業者

に対し、悪臭の発生防止に関する改善措置を勧告することが

できる。 

 （事業者への援助） 

第８条 市長は、中小規模の事業場等の事業者に対しては、

悪臭発生防止施設の設置及び改善について必要な資金をあっ

旋し、又は技術的助言を行うよう努めるものとする。 

 （公表） 

第９条 市長は、第７条の勧告を受けた事業者が理由なくこ

れに従わないときは、当該事業者の氏名又は名称及び勧告の
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内容を公表することができる。 

附 則 

 この要綱は、平成２年 12月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、平成８年５月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、平成９年１月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 10年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 14年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 24年４月１日から実施する。 

 

別表（第２条関係） 

   悪臭発生防止指導要綱に基づく指導基準 

区      分 

臭 気 指 数 

事業場等の敷地境界線 排 出 口 排 出 水 

第
一
種
区
分 

第一種低層住居専用地域               

第二種低層住居専用地域               

第一種中高層住居専用地域               

第二種中高層住居専用地域               

第 一 種 住 居 地 域               

第 二 種 住 居 地 域               

準 住 居 地 域               

１０ ２５ ２６ 

第
二
種
区
分 

近 隣 商 業 地 域               

商 業 地 域               

準 工 業 地 域               

工 業 地 域               

市 街 化 調 整 区 域               

１５ ３０ ３１ 

第
三
種
区
分 

工 業 専 用 地 域               

無 指 定 地 域  １８ ３５ ３４ 

（備考）排出口における臭気指数は、高さ５ｍ未満の排出口には適用しない 

 

八戸市地下水採取の届出に関する要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、八戸市における地下水採取の実態を把

握することによって、地下水の水源の保全及び地下水の有効

利用を図り、もって地盤沈下の防止に資することを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この要綱において「揚水設備」とは、動力を用いて

地下水を採取するための設備で、吐出口の断面積（吐出口が

２以上あるときは、その合計した断面積とする。）が６平方セ

ンチメートルをこえるものをいう。 

（地下水採取の届出） 

第３条 揚水設備により地下水を採取しようとする者は、あ

らかじめ、「地下水揚水設備設置届（以下「設置届」という。）」

（第１号様式）により、その旨を市長に届け出なければなら

ない。 

（経過措置） 

第４条 この要綱の施行の際現に揚水設備を設置している者

は、この要綱施行の日から起算して 90日以内に設置届により、

市長に届け出なければならない。 

（変更等の届出） 

第５条 第３条及び前条の届出をした者（以下「設置者」と

いう。）で、その届出に係る事項を変更しようとする者は、「地

下水揚水設備等変更届」（第２号様式）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 設置者は、その揚水設備を廃止したときは、「地下水揚水

設備廃止届」（第３号様式）を市長に提出しなければならない。 

（地下水の採取量の測定） 

第６条 設置者は、水量測定器等により、定期的に地下水の

採取量を把握しておかなければならない。 

（報告の徴収等） 

第７条 市長は、この要綱の施行に必要な限度において、設

置者に対し、地下水の採取量その他必要な事項について「地

下水採取量等報告書」（第４号様式）により報告を求めること

ができる。 

 

附則 

 この要綱は、平成 11年４月１日から施行する。 
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14 用語の解説 
 

【あ】 

あおもりエコタウンプラン 

 環境省と経済産業省が、平成14年12月25日に共同で承

認することとしたプランであり、青森県のリサイクル資

源の循環による自然還元システムの構築を通じて、環境

リサイクル産業の振興と自然環境の保全・自然再生を目

指すもので、対象地域は、八戸市を中心とした県内全域

となっている。 

悪臭 

  悪臭とは人に不快感を与えるもので、一般には多成分、

低濃度の混合気体である。原因物質としてはアンモニア、

メチルメルカプタン、硫化水素等多様に存在し、これら

が、混合して悪臭として感知されることが多い。 

【い】 

硫黄酸化物（ＳＯｘ） 

  石油等の燃焼により生じる硫黄と酸素の化合物の総

称であり、二酸化硫黄（ＳＯ₂）、三酸化硫黄（ＳＯ₃、

無水硫酸）などがある。ＳＯｘは人の呼吸器に影響を与

えたり、植物を枯らしたりする。 

１，２－ジクロロエチレン 

  有機塩素系化合物の一種。無色液体で刺激臭を有し、

引火性である。樹脂、香料、染料の抽出溶剤や洗浄剤等

に使用される。 

一律基準 

  工場等が遵守すべき規制規準として、国が一律に定め

た基準をいう。 

一酸化炭素（ＣＯ） 

  無味・無臭・無色の気体で、炭などの不完全燃焼、自

動車の排ガスにより発生する。一酸化炭素中毒は、血液

中のヘモグロビンとの結合により酸欠をきたし、中枢神

経を麻痺させるもの。 

一般廃棄物 

  産業廃棄物以外のすべての廃棄物（ごみ）のことで、

日常生活に伴って生じる「生活系一般廃棄物」と、商店、

オフィス、飲食店等の事業活動によって生じた紙くず、

食品残さ等（産業廃棄物以外）の「事業系一般廃棄物」

に分類される。 

一般粉じん発生施設 

  大気汚染防止法では「工場や事業場に設置される粉じ

ん（破砕や選別、堆積に伴い飛散する物質）を発生・排

出し、又は飛散させる施設のことで、土石の堆積場やベ

ルトコンベアなど、一定規模以上の施設」として定義さ

れている。 

  なお、青森県公害防止条例により定められているこの

ような施設は、「粉じん関係施設」と呼ばれている。 

移動発生源 

  大気汚染物質の発生源は、固定発生源と移動発生源に

分類される。固定発生源は、工場等のボイラー、金属加

熱炉、ガラス溶解炉等の生産設備と事業場の冷暖房ボイ

ラー、焼却炉等である。移動発生源には自動車、船舶、

航空機がある。 

 

【う】 

上乗せ基準 

  ばい煙、汚濁物質等の排出（水）の規制に関して、都

道府県等が条例で定める基準であって、国が定める基準

より厳しいものをいう。 

  なお、いわゆる「上乗せ」は、基準値そのものを厳し

くするもののほか、規制対象施設の範囲を拡げるもの

（「横出し」と呼ばれる。）等を含めて使われる場合が

ある。 

【え】 

エコアクション21 

  中小企業などでも取り組みやすい環境マネジメント 

システムとして、環境省が策定したガイドラインであ 

る。このガイドラインに基づき、取組を行う事業者を、 

審査し、認証・登録する制度をエコアクション21認証・ 

登録制度という。 

エコステージ 

  環境マネジメントシステムの一つであり、一般社団法

人エコステージ協会が定める規格に基づく取組を行う

事業者を、同協会が認定する評価機関が審査し、認証す

る制度である。 

エコドライブ 

燃料消費量やCO2排出量を減らし地球温暖化防止につ

なげる“運転技術”や“心がけ”のこと。具体的な行動

としてエコドライブ普及連絡会が策定したエコドライ

ブ10のすすめがある。 

【お】 

オキシダン卜（光化学オキシダン卜） 

  大気中の窒素酸化物や炭化水素が太陽の紫外線を受

けて化学反応を起こして発生する二次汚染物質で、オゾ

ン、アルデヒド、ＰＡＮ（パーオキシアセチルナイトレ

ート）等の酸化性物質の総称である。このオキシダント

が原因で起こるいわゆる光化学スモッグは、日差しの強

い夏季に多く発生し、目をチカチカさせたりすることが

ある。 

汚染井戸周辺地区調査 

  概況調査等で有害物質が検出された地点の周辺の調

査。 

汚濁負荷量 

  大気や水などの環境に排出される硫黄酸化物などの

汚濁物質の１日当たりの量で表され、これは都市下水や

工場排水など汚濁源から排出される排出量などとその

汚濁物質の濃度の積で示される。 

汚泥 

  工場排水などを処理した後に残る水分を多量に含ん

だ泥状の物をいい、下水処理場などの排水処理から発生

する腐りやすい有機物を含むものや、水道浄水場から発

生する主として粘土などを含む無機物が主体となるも

のなどがある。 

汚泥沈殿率（Sludge Volume） 

  エアレーションタンク（曝気槽）内混合液又は返送汚

泥を１リットルのメスシリンダーにいれ、30分間静置し
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たのち沈殿した汚泥容量をパーセントで表したものを

いう。 

温室効果ガス 

  赤外線を吸収し「温室効果」をもたらす気体で、地球

温暖化対策の推進に関する法律第２条では二酸化炭素

（ＣＯ₂）、メタン（ＣＨ₄）、一酸化二窒素（Ｎ₂Ｏ）、

ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）のうち政令で定め

るもの、パーフルオロカーボン（ＰＦＣ）のうち政令で

定めるもの、六ふっ化硫黄（ＳＦ₆）、三ふっ化窒素（Ｎ

Ｆ₃）が定められている。 

【か】 

海岸漂着物 

  海岸漂着物処理推進法（美しく豊かな自然を保護する

ための海岸における良好な景観及び環境の保全に係る

海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律）第２条に定

義されており、海岸に漂着したごみその他の汚物または

不要物をいう。 

概況調査（地下水） 

  全体的な地下水質の把握を目的とする調査。 

化学的酸素要求量（ＣＯＤ） 

  海域や湖沼の汚れの度合いを示す数値で、水中の有機

物などの汚濁源となる物質を、通常過マンガン酸カリウ

ム等の酸化剤で酸化するときに消費される酸素量を㎎

/Lで表したものである。この数値が高いほど水中の汚濁

物質の量が多いことを示している。 

合併処理浄化槽 

  し尿と生活雑排水を合わせて処理する能力を持つ浄

化槽をいう。し尿のみを処理する浄化槽は単独処理浄化

槽という。 

力ドミウム（Ｃｄ） 

  カドミウムによる環境汚染は、従来、亜鉛精錬所、メ

ッキ工場や電気機器工場などの周辺でみられ、大量のカ

ドミウムが長期間にわたって体内に入ると慢性中毒と

なり、腎臓障害を起こし、カルシウム不足となり骨軟症

を起こす。「イタイイタイ病」の原因物質は上流の鉱山

の排水及び残さに含まれていたカドミウムといわれて

いる。 

環境基準 

  大気汚染、水質汚濁、土壌汚染及び騒音について、人

の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持すること

が望ましい基準を行政上の目標値として定めたもので

あり、環境基本法第16条に規定されている。 

環境保全型農業 

  農業の持つ物質循環機能を活かし、生産性との調和な

どに留意しつつ、土づくり等を通じて化学肥料、農薬の

使用等による環境負荷の軽減に配慮した持続的な農業

をいう。 

環境マネジメン卜システム 

  企業等の事業組織が法令等の規制基準を遵守するこ

とにとどまらず、自主的・積極的に環境保全のためにと

る行動を計画・実行・評価することをいう。そのため、

①環境保全に関する方針、目標、計画等を定め、②これ

を実行、記録し、③その実行状況を点検して方針等を見

直す一連の手続を「環境マネジメントシステム」という。

また、こうした一連のシステム点検作業が「環境監査」

と呼ばれている。なお、このシステムの国際規格（ＩＳ

Ｏ14001）が1996年９月１日に正式に発行され、それを

受け、我が国でも同年10月20日にＪＩＳ化された。 

観測井 

  地盤変動の状況及び地下水位の状態がどのようにな

っているかを観測するための井戸をいう。 

【き】 

規制基準 

  法律又は地方公共団体の条例に基づいて設定された

公害の原因となる行為の規制に関する基準であって、事

業者等に直接の遵守義務が課せられるものをいう。 

揮発性有機化合物（ＶＯＣ） 

  インキ、ガソリン及び溶剤（シンナー等）等に含まれ

るトルエン、キシレン等の揮発性を有する有機化合物の

総称。ＳＰＭ及び光化学オキシダントの生成の原因物質

の一つ。 

嗅覚測定法 

  悪臭の測定方法は、嗅覚測定法と機器分析法とに大別

される。機器分析法が臭気成分の分析を主目的とするの

に対し、嗅覚測定法は人間の嗅覚によって臭気の質とそ

の強さを測定することを目的として行われるものであ

り、三点比較式臭袋法がよく用いられる。 

三点比較式臭袋法とは、人の鼻（嗅覚）によって、悪

臭の程度を判定する嗅覚測定法の一種。無臭空気を満た

した３個１組の袋の１個に原臭気を注入し、数人の判定

員（パネル）が嗅ぎわけ、他の２個の袋と区別ができな

くなるまで希釈し、その結果を統計的に処理し希釈倍数

を求める方法で、これにより得られた希釈倍率を臭気濃

度という。また、臭気濃度の常用対数に10を乗じた値を

臭気指数という。 

98%値 

  年間にわたる日平均値（ｎ個）のうち低い方から0.98

×ｎ番目にくる数値を示す。 

近隣騒音 

  テレビやエアコンなどの家庭用機器や、飲食店等の営

業騒音、商業宣伝の拡声器など生活の中で多種多様な音

が原因となる。 

【く】 

空間放射線量 

  空間放射線量は主にμSv/h（マイクロシーベルト・パ

ー・アワー）や、nGy/h（ナノグレイ・パー・アワー）

等の単位で表される。特にμSv/hは人体への影響の程度

を示した単位であり、その空間に１時間いたときに受け

る放射線量を表している。 

グリーン経営認証制度 

  環境マネジメントシステムの一つであり、公益財団法

人交通エコロジー・モビリティ財団が、グリーン経営（＝

環境負荷の少ない事業運営）推進マニュアルに基づいて

一定レベル以上の取組を行っている事業者を審査し、認

証・登録する制度である。 

グリーン購入 

  商品やサービスを購入する際に、価格・機能・品質等

だけでなく「環境」の視点を重視し、環境への負荷がで
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きるだけ少ないものを選んで優先的に購入すること。グ

リーン購入は、環境保全型商品の市場を生み出し、製造

者側に環境保全型商品の開発・供給のインセンティブを

与えることになり、持続可能な社会経済システムにおい

て極めて重要な鍵を握っている。平成８年２月には、グ

リーン購入に率先して取り組む企業、行政機関、民間団

体等による「グリーン購入ネットワーク」が設立され、

必要な情報の収集・提供、ガイドラインづくり、意識啓

発等が行われている。 

  平成12年５月にはグリーン購入の促進を目的に「国等

による環境物品等の調達の推進等に関する法律」、いわ

ゆるグリーン購入法が制定され、国についてはグリーン

購入の義務づけ、地方公共団体に対しては努力義務が課

せられた。また、事業者や国民に対してもグリーン購入

を求めている。 

【け】 

継続監視調査（地下水） 

  汚染が確認された井戸等の経年変化を確認する調査。 

健康項目 

  公共用水域の水質汚濁に係る環境基準で、人の健康を

保護する上で維持することが望ましい基準として設定

された項目をいい、次の27項目がある。 

カドミウム、全シアン、鉛、六価クロム、砒
ひ

素、総水

銀、アルキル水銀、ＰＣＢ、ジクロロメタン、四塩化

炭素、1,2−ジクロロエタン、1,1−ジクロロエチレン、

シス−1,2−ジクロロエチレン、1,1,1−トリクロロエタ

ン、1,1,2−トリクロロエタン、トリクロロエチレン、

テトラクロロエチレン、1,3−ジクロロプロペン、チウ

ラム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン、

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、ふっ素、ほう素、1,4−

ジオキサン 

【こ】 

公害 

  環境基本法では「事業活動その他の人の活動に伴って

生ずる相当範囲にわたる大気汚染、水質汚濁（水質以外

の水の状態または水底の底質が悪化することを含む）、

土壌の汚染、騒音、振動、地盤沈下（鉱物の発掘のため

の土地の掘さくによるものを除く）及び悪臭によって人

の健康又は生活環境に係る被害が生ずること」と定義さ

れている。 

公害防止協定 

  地方公共団体と企業、住民団体と企業などの間で、公

害防止のために必要な措置を取り決める協定のことを

いう。公害規制法を補完し、地域の特殊性に応じた有効

な公害規制を弾力的に実施するのに適するため、法律や

条例の規制と並ぶ有力な公害防止対策上の手段として

広く利用されている。 

公共用水域 

  水質汚濁防止法で「河川、湖沼、港湾、沿岸海域その

他公共の用に供される水域及びこれに接続する公共溝

渠、かんがい用水路その他公共の用に供される水路」を

いう。ただし、「下水道法で定めている公共下水道及び

流域下水道であって、終末処理場を有しているもの、ま

た、この流域下水道に接続している公共下水道は除く。」

とされている。 

航空機騒音 

  航空機騒音は、①音が極めて大きい、②金属性の高い

周波数成分を含む、③間欠的かつ衝撃的である、④上空

で発生するため被害面積が極めて広い、などの特徴があ

る。環境基準の評価指標は、平成19年12月の告示により

加重等価平均感覚騒音レベル（WECPNL）から時間帯補正

等価騒音レベル（Ｌden）を採用（平成25年４月施行）す

ることになった。 

固定発生源 

  →移動発生源の項参照 

コンパクト＆ネットワークの都市構造 

  市街地の拡大を抑制して「コンパクト」な市街地を形

成するとともに、市内各所と拠点を結ぶ公共交通などの

「ネットワーク」の充実を推進する当市が目指す将来都

市像。 

【さ】 

最終処分 

  廃棄物は、資源化または再利用される場合を除き、最

終的には埋立処分または海洋投入処分される。最終処分

は埋立てが原則とされており、大部分が埋立てにより処

分されている。最終処分を行う施設が最終処分場であり、

一般廃棄物及び産業廃棄物を処分するために必要な場

所及び施設・設備の総体をいう。産業廃棄物処分場には、

安定型（ガラスくず等）、遮断型（有害な産業廃棄物）、

管理型（前述以外の産業廃棄物）がある。 

再生可能エネルギー 

  太陽光・太陽熱・水力・風力・バイオマス・地熱など

自然の恵みから永久的に得られ、継続して利用できるエ

ネルギーをいう。これらは、有限でいずれ枯渇する化石

燃料などと違い、自然の活動によってエネルギー源が絶

えず再生、供給されるため地球環境への負荷が少なく、

地球温暖化対策としても重要視されている。 

産業廃棄物 

  事業活動によって生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、

廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類等、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律第２条第４項に規定する

20種類の廃棄物のこと。 

【し】 

時間帯補正等価騒音レベル（Ｌden） 

  等価騒音レベルを基本とした指標の一つ。夕方の騒音、

夜間の騒音に重み付けを行い評価した１日の時間帯補

正等価騒音レベルであり、次式による。昼夕夜平均騒音

レベルともいう。単位はデシベル（ｄＢ）を用いる。 
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ここに、ｉ、ｊ、ｋは、それぞれ昼間、夕方、夜間 

の時間帯に発生した単発騒音を表す添え字。ＬＡＥ,di、 

ＬＡＥ,ej、ＬＡＥ,nkは、それぞれの時間帯でのｉ番目、ｊ 

番目、ｋ番目の単発騒音暴露レベル。Ｔ0は基準の時間 

（１ｓ）、Ｔは観測１日の時間（86400ｓ）。 

  平成25年３月までは、加重等価平均感覚騒音レベル

（WECPNL）が航空機騒音に係る環境基準の評価指標とし
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て用いられていた。 

ジクロロメタン 

有機塩素系溶剤の一種。無色透明の液体、不燃性、水

に難溶である。金属・機械等の脱脂洗浄剤、塗料剥離剤

等に使われるなど、洗浄剤・溶剤として優れているが、

地下水汚染などの原因物質の一つとなっており環境基

準が設定されている。 

自動車交通騒音 

  自動車が道路を走行することに伴い発生する騒音で

あり、自動車騒音常時監視は、高速道路、国道、県道及

び４車線以上の市道等の幹線における、道路端から50

ｍ奥までの住居等のうち環境基準値を超過する戸数及

び超過する割合を把握し評価している。 

地盤沈下 

  地表面の沈下現象のことで、沖積地表層の収縮などの

自然現象によるものと、地下水の過剰揚水や天然ガスの

採取などの人為的原因によるものとがある。 

地盤変動量 

  自然的、人為的要因により生じた地層の膨張、収縮に

伴う地表面の変動量。 

臭気指数 

  臭気濃度は数十から数万までの約７桁の幅があり、実

感として捉えにくく、取り扱いも不便であることから、

臭気濃度を次式により変換したものである。 

Ｎ 10 20 30 40 50 60 70 

Ｓ 10 100 1,000 １万 10万 100万 1,000万 

 Ｎ＝10×logＳ  Ｎ：臭気指数 Ｓ：臭気濃度 

浄化槽 

  し尿及び生活雑排水を沈でん分離あるいは微生物の

作用による腐敗又は酸化分解等の方法によって処理し、

それを消毒し、放流する施設をいう。 

硝酸性窒素 

  硝酸塩として含まれている窒素のこと。肥料、家畜の

ふん尿や生活排水に含まれるアンモニウムが酸化され

たもので、作物に吸収されなかった窒素分は土壌から溶

け出して富栄養化の原因となる。 

振動 

  工場の活動、建設作業、交通機関の運行などにより、

人為的に発生する振動であり、建物に物的被害を与えた

り、日常生活に影響を与えることにより問題とされてい

る。 

振動レベル 

  振動の加速度をｄＢ（デシベル）で表した公害用振動

レベル計に人間の振動感覚に似せた回路を通して測っ

た値をいう。単位はデシベル（ｄＢ）を用いる。 

【す】 

水源かん養機能 

  地表の水が地下に浸透し、地下水となることをかん養

といい、大雨が降った時の急激な増水を抑え（洪水緩和）、

しばらく雨が降らなくても流出が途絶えないようにす

る（水資源貯留）など、水源山地から河川に流れ出る水

量や時期に関わる機能を水源かん養機能という。 

 

水質基準 

  一般に水質を保全するための基準としては、公共用水

域自体の水質が人の健康の保護及び生活環境保全のた

めに維持されることが望ましい基準として定められる

環境基準と、工場又は事業場などから公共用水域に排出

される水の水質許容限度として定められる排水基準の

二つがある。水質基準としては、まず、水域自体の利用

目的等による環境基準が定められ、この基準を達成する

ためのものとして排水基準が定められる。 

水準測量 

  ２地点間の高低差を測定し、これを繰り返すことによ

り地表起伏の高低を測量する方法。 

水準点 

  土地の標高を表す標石で、水準測量の基準として用い

られている。地盤の変動状況を測定する場合には、これ

を用いる。 

水生生物調査 

  環境省水環境部の調査法によると、川底に棲息する肉

眼で見える大きさの指標生物（昆虫、貝類等）の種類と

数を調べることで、その河川の汚濁の状態を４段階の水

質階級のいずれかに判定するものである。 

  過去から調査時点までの長期間の水質を反映した結

果を、比較的簡単に短時間で判定できる等の利点がある。 

水生生物の保全に係る項目 

  水質汚濁に係る環境基準で、水生生物及びその生息又

は生育環境を保全する観点から設定された項目をいい、

全亜鉛、ノニルフェノール、ＬＡＳが定められて 

いる。 

水素イオン濃度指数（ｐＨ） 

  酸性・アルカリ性を示す指標で、7.0が中性、これよ

り数値が小さくなるほど強い酸性を示し、また、数値が

14.0に近くなるほど強いアルカリ性を示す。 

一般に河川水はｐＨ7.0付近、海水はｐＨ8.2付近を示

す。 

ストレーナー 

  地下水揚水のため、井戸管に帯水層の崩壊や砂の流入

を防止するために設けられた穴あきの採水口。 

３Ｒ（スリーアール） 

  リデュース（Reduce：発生抑制）、リユース 

（Reuse：再使用）、リサイクル（Recycle：再生利用）

の３つの頭文字Ｒをとったもので、1980年代中頃にアメ

リカで使用されたのが始まりとされている。このほか、

この３Ｒに、リカバー（Recover：回収）を加えた４Ｒ、

リフューズ（Refuse：ごみになるものを受け取らない、

発生源を絶つ）を加えた４Ｒ、リペア（Repair：修理、

修繕）を加えた４Ｒを主張する考え方もある。循環型社

会形成推進基本法では、３Ｒを基本として、処理の優先

順位を １ リデュース ２ リユース ３ リサイクルと

している。 

【せ】 

生活環境項目 

  水質汚濁物質の中で、生活環境に悪影響を及ぼすおそ

れのあるものとして定められた項目をいい、ｐＨ、ＤＯ、
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ＢＯＤ、ＣＯＤ、ＳＳ、大腸菌群数などについて定めら

れている。 

  排水基準については、項目別に定められているが、環

境基準については、河川、湖沼、海域別に、水道、水産、

農業用水、工業用水、水浴などの利用目的に適応した類

型によって基準が定められている。 

生活雑排水 

  各家庭から排出される排水（生活排水）には、台所、

洗濯、風呂などからの排水と、便所からの排水とがあり、

このうち便所からの排水を除いた排水を生活雑排水と

いう。生活雑排水は、下水道や合併処理浄化槽に接続し

ている家庭では、し尿を含んだ水とともに処理されるが、

そのほかの家庭では大部分が未処理のまま流されてお

り、河川等の公共用水域の汚濁要因の一つとなっている。 

生活排水 

炊事、洗濯、入浴など日常生活から出される排水を生

活雑排水といい、これにし尿と呼ばれるトイレからの排

水を加えたものを生活排水という。 

成層圏オゾン 

  オゾンは酸素原子３個からなる気体で、大気中のオゾ

ンは成層圏（約10～50km上空）に約90%存在しており、

このオゾンの多い層を一般的にオゾン層という。成層圏

オゾンは、太陽からの有害な紫外線を吸収し、地上の生

態系を保護しており、また紫外線を吸収するため大気を

暖める効果があり、地球の気候の形成に大きく関わって

いる。 

生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ） 

  生活環境項目の一つであり、河川水や工場排水、下水

などの汚濁の程度を示すもので、水の中に含まれる有機

物質が一定時間、一定温度のもとで微生物によって生物

化学的に分解されるときに消費される酸素の量をいい、

単位は㎎/Lで表示される。ＢＯＤ値の高い水は生物的に

分解されやすい有機物が多く含まれていることを示し

ている。 

生物多様性 

  生態系・生物群系または地球全体に、多様な生物が存

在していることを指す。定義は様々なものがあるが、「生

物の多様性に関する条約」では、「すべての生物の間の

変異性をいうものとし、種内の多様性、種間の多様性及

び生態系の多様性を含む」と定義されている。 

ゼロエミッション 

  廃棄物や熱の自然界への排出（エミッション）をゼロ

にすること。具体的には、一産業・社会部門における廃

棄物・熱を極力その中で再利用するとともに、他部門で

の活用を含め、全体として廃棄物等をなくすことをいう。

国連大学や国際機関が中心となり提唱・研究されており、

完全循環型社会の構築を目指している。 

【そ】 

騒音 

  聞く人の主観的判断によるが、日常生活において好ま

しくない音・無い方が良い音のことで、一般的には次の

ような音が騒音とされる。①生理的障害を起こすような

音、②大きい音、③音質の不快な音、④会話などを妨害

する音、⑤勉強・事務の能率を妨害する音、⑥休養・安

眠など生活を妨害する音。 

騒音レベル 

  騒音計で測定した騒音の指示値を騒音レベルといい、

通常、人間の聴覚特性に似せた回路を通して計った値を

いう。単位はホンを用いていたが、平成５年11月からデ

シベル（ｄＢ）に変更された。 

総量規制 

  一定の地域内の汚染（濁）物質の排出総量を環境保全

上許容できる限度にとどめるため、工場等に対し汚染

（濁）物質許容排出量を割り当てて、この量をもって規

制する方法をいう。個々の発生源に対する従来の規制の

みでは、地域全体として、健全な生活環境を維持するこ

とが困難な場合に、その解決手段として総量規制の方式

がとられている。 

【た】 

ダイオキシン類 

  有機塩素化合物であるポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジ

オキシン（ＰＣＤＤ、75種類）とポリ塩化ジベンゾフラ

ン（ＰＣＤＦ、135種類）の総称で、主として物の燃焼

に伴い非意図的に生成される。 

  平成11年７月16日に公布されたダイオキシン類対策

特別措置法ではＰＣＤＤ及びＰＣＤＦにダイオキシン

類と同様の毒性を示すコプラナーポリ塩化ビフェニル

（コプラナーＰＣＢ）と呼ばれる物質群を含めて、「ダ

イオキシン類」と定義された。 

  ダイオキシン類の耐容一日摂取量（ＴＤＩ）は、人の

体重１kg当たり４pgである。 

大気汚染 

  大気汚染とは、工場や事業場の排煙、自動車の排ガス

など、人的活動に伴う有害物質によって大気が汚染され

ることで、具体的には、硫黄酸化物、ばいじん（スス）、

窒素酸化物、重金属、化学物質などがあげられる。 

大腸菌群数 

  大腸菌群とは大腸菌及び大腸菌ときわめてよく似た

性質を持つ細菌の総称のことで、環境基準の単位はＭＰ

Ｎ/100mL（100mL中に含まれる数）である。ＭＰＮとは

最大確率数の略称で、倍数希釈法を用いて試験を行い、

これから出てくる数を確率的に処理し、細菌数を示すも

のである。また、排水基準の単位は個/c㎥であり、し尿

汚染の指標として広く用いられている。水浴場の水質判

定では、自然由来の大腸菌と区別するため、特にふん便

性大腸菌群を調査することとしている。 

炭化水素（ＨＣ） 

  塗装・印刷工場・重油等の貯蔵タンク・自動車等から

主に発生し、窒素酸化物とともに光化学オキシダントの

原因物質の一つである。 

【ち】 

地下水塩水化現象 

  海岸近くで井戸水を多量にくみ上げた場合などに、地

下水に海水が混入する現象。 

地球温暖化 

  地球温暖化とは、地球全体の平均気温が上がっていく

ことを指す。気候変動に関する政府間パネル(IPCC)の報
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告書では、人間活動の拡大に伴う温室効果ガス排出量の

増加が、温暖化の要因である可能性が極めて高いことが

指摘されている。 

  地球温暖化が進むと、酷暑、干ばつ、台風の大型化、

局地的豪雨といった極端な気象現象の増加や、サンゴ礁

など環境の変化に適応する能力が限られている生物の

死滅、氷床の減少による海面水位の上昇などの危険性が

高まるとされている。また、熱中症の増加など人体への

影響や、農作物の品質低下や漁獲量の減少など農漁業へ

の影響も懸念されている。 

窒素酸化物（ＮＯｘ） 

  ＮＯ、ＮＯ₂、Ｎ₂Ｏ、Ｎ₂Ｏ₃、Ｎ₂Ｏ₅などがある。主

として、重油、ガソリン、石油などの燃焼により発生す

るほか、化学工場などからも発生する。大気汚染物質と

して問題となるのはＮＯ、ＮＯ₂である。燃焼によって

直接発生するのはＮＯで、大気中でＮＯが酸化されるこ

とによってＮＯ₂になる。 

  ＮＯｘは光化学スモッグの発生原因となるほか、人体

の中枢神経系へ影響を及ぼし、呼吸気道、肺等に障害を

与える。 

鳥獣保護区 

  野生鳥獣の保護、繁殖を図るために必要があると認め

たとき、環境大臣又は都道府県知事が設定した区域をい

う。この区域ではすべての鳥獣の捕獲が禁止され、鳥獣

の生息及び繁殖のために必要な保護施設等を設けてい

る。特に鳥獣の保護繁殖を図る必要がある地域を特別保

護地区に指定して、開発行為や工作物の設置など鳥獣の

生息に影響を及ぼす行為を規制している。 

【て】 

底質 

  河川、湖沼、海域等の水底に堆積した砂泥等を一般に

底質という。水底の泥は、洪水や浚渫等特殊な事情が生

じない限り、過去からの汚染状況を推定するのによい試

料となる。また、底質の汚染が水質の悪化、魚介類の汚

染、へい死などの原因になることもあり、総水銀とＰＣ

Ｂについては汚染の拡大を防止するために暫定除去基

準が設定されている。 

テトラクロロエチレン 

  有機塩素系溶剤の一種。無色透明の液体でエーテル様

の臭いを有し、揮発性、不燃性、水に難溶である。ドラ

イクリーニングのシミ抜き、金属・機械等の脱脂洗浄剤

等に使われるなど洗浄剤・溶剤として優れているが地下

水汚染などの原因物質となっており、環境基準が設定さ

れている。 

テレメータ 

  無線又は有線回線を用いて遠隔地の測定局と中央監

視局を結び、測定局のデータを中央監視局で一元的に収

集処理するもので、コンピュータと通信回線を組み合わ

せてシステム化されている。大気汚染や水質汚濁の状況、

環境放射線の監視などに用いられる。 

【と】 

等価騒音レベル（ＬAeq） 

  一定時間に発生した騒音レベルを騒音のエネルギー

値に換算して時間平均したもの。国際的にも騒音の評価

値として広く使われ、騒音の発生頻度や継続時間を含め

た評価が可能であり、平成11年４月施行の騒音に係る新

しい環境基準に採用されている。単位は、ｄＢ（デシベ

ル）が用いられる。 

特定悪臭物質 

  特有の臭いを発生する物質は約40万種類にも及ぶと

いわれている悪臭原因物のなかでも悪臭防止法で指定

している、生活環境を損なうおそれのある22物質。アン

モニア、硫化水素、アセトアルデヒド等。 

特定事業場 

  水質汚濁防止法では、生産施設等のうち汚水又は廃液

を排出する施設を特定施設として定めているが、この特

定施設を設置する工場、事業場を特定事業場という。 

都市計画マスタープラン 

  平成４年の都市計画法改正において新たに位置づけ

られた都市計画法第18条の２に規定する市町村の都市

計画に関する基本的な方針として定めるもの。 

卜リクロロエチレン 

  有機塩素系化合物で、クロロホルム臭のある無色透明

の液体で揮発性を有し、不燃性である。水に溶けにくく、

エーテル、エタノール等の有機溶剤に溶ける。金属、機

械部品等の脱脂・洗浄剤、一般溶剤として用いられ、目、

鼻、のどを刺激し、繰り返し皮膚に接触すると皮膚炎を

起こす。 

  また、蒸気を吸入すると、めまい、頭痛、吐き気、 

貧血、肝臓障害等を起こす。 

【な】 

75%値 

  ｎ個の日間平均値を小さい方から並べたとき、0.75

×ｎ番目（小数点以下切上げ）にくる数値で、ＢＯＤ、

ＣＯＤの環境基準達成の判定に用いる。 

鉛（Ｐｂ） 

  鉛による中毒症状としては、骨髄神経を害し、貧血、

血液変化、神経障害、胃腸障害、身体の衰弱等を起こし、

強度の中毒では死亡する。金属鉛は常温では蒸発しない

が、粉じんとして吸入し、あるいは経口的に摂取するお

それがある。 

【に】 

日平均値の２%除外値 

  年間にわたる日平均値の高い方から２%の範囲にある

ものを除いた次の日の平均値である。 

  例：有効測定日数365日の２%＝7.3日≒７日間を除外

し、８番目に高い日平均値を２%除外値とする。 

【は】 

ばい煙 

  大気汚染防止法等において、次のとおり定められてい

る。 

ア 燃料その他の物の燃焼に伴い発生する硫黄酸化

物 

イ 燃料その他の物の燃焼又は熱源としての電気の

使用に伴い発生するばいじん 

ウ 物の燃焼、合成、分解その他の処理に伴い発生す

る物のうち、カドミウム及びその化合物、塩素及び

塩化水素、ふっ素、ふっ化水素及びふっ化けい素、
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鉛及びその化合物並びに窒素酸化物（これらを総合

して有害物質という。） 

ばい煙発生施設 

  大気汚染防止法では「工場や事業場に設置されるばい

煙（ＳＯｘ､ＮＯｘなど）を発生・排出する施設のこと

で、ボイラーや廃棄物焼却炉など、一定規模以上の施設」

として定義されている。 

  なお、青森県公害防止条例により定められているこの

ような施設は、「ばい煙関係施設」と呼ばれている。 

廃棄物 

  廃棄物の処理及び清掃に関する法律では、「占有者が

自ら利用し、又は他人に有償で売却することができない

ために不要になったもの」をいい、放射性物質及びこれ

によって汚染された物並びに気体状の排出物を除くす

べての汚物が含まれる。 

  なお、「特別管理一般（産業）廃棄物」とは、一般（産

業）廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の

健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれが 

ある性状を有するものをいう。 

排出基準 

  大気汚染防止法において、工場などに設置されるばい

煙発生施設で発生し、排出口から大気中に排出されるば

い煙の量の許容限度をいう。現在、排出基準の設定され

ている大気汚染物質として硫黄酸化物、ばいじん及び政

令で指定されている有害物質（窒素酸化物、カドミウム

及び化合物、塩素及び塩化水素、ふっ素、ふっ化水素及

びふっ化けい素並びに鉛及びその化合物）がある。 

ばいじん 

  石炭や石油系の燃料の燃焼に伴い発生するすす等の

未燃焼物をいい、このうち大気中に排出されたあと、重

くて地上に降りてくるものを降下ばいじんという。 

【ひ】 

微小粒子状物質（PM2.5） 

  空気中を漂う直径2.5μｍ（マイクロメートル、１㎜

の1000分の１）以下の粒子状物質で、吸い込むと肺がん

や循環器疾患の原因となると言われている。自動車や工

場の排ガス中の化学物質の他、自然由来の火山灰や黄砂

にも含まれ、大気中の光化学反応により二次的に生成さ

れる場合もある。 

砒素（Ａｓ） 

  鶏冠石、石黄等に硫化物として含まれている。砒酸鉛、

三酸化砒素などは殺虫剤として農薬に用いられている。 

非メタン炭化水素（ＮＭＨＣ） 

  各種の炭化水素のうち、光化学反応性に乏しいメタン

を除いたものをいい、光化学反応により光化学スモッグ

を引き起こす。非メタン炭化水素の発生源は、自動車排

ガス、塗装・洗浄工場からの放出、石油タンクやガソリ

ンスタンドからの揮発である。 

【ふ】 

フィーダー 

フィーダーサービスの略。メインポートから、隣接港

への支線航路（フィーダー航路）を運送すること。 

フィッシュミール 

  魚粉のことをいい、主に家畜の補足飼料とする。 

ふっ素（Ｆ） 

  腐食性に富み、極めて有毒である。低濃度でも植物被

害が現れる。アルミニウム製造業、鉄鋼業、りん酸肥料

製造業の工場から発生する。 

不等沈下 

  地下地質の違いによって、地表面が不均一に沈下する

現象。 

浮遊物質（ＳＳ） 

  水に溶けない懸濁性の物質をいい、単位は㎎/Ｌで表

示される。水の濁りの原因となるもので魚類のエラをふ

さいでへい死させたり、日光の透過を妨げることによっ

て水生植物の光合成作用を妨害するなどの有害作用が

ある。また、有機性浮遊物質の場合は河床に堆積して腐

敗するため、底質を悪化させる。 

浮遊粉じん（Dust又はＳＰ） 

  大気中に浮遊している極めて微細な粒子で、物の破砕、

選別、土砂の巻上げ、燃料の燃焼過程等で発生する。 

浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） 

  大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒径が10

μｍ以下のものを呼び、環境基準が定められている。 

【ほ】 

放射性ヨウ素、放射性セシウム 

  放射性ヨウ素および放射性セシウムは核分裂反応に

伴い生じる放射性物質の一種であり、存在量を表すのに

Bq/kg（ベクレル・パー・キログラム）を単位として使

用する。これは１kgあたりどのくらいその放射性物質が

含まれるのかを表現しており、食品中に含まれる放射性

物質濃度の基準等に用いられている。 

放射線モニタリングポスト 

  放射線モニタリングポストは、大気中の放射線の量

（空間放射線量）のうち、γ（ガンマ線）を連続して測

定する装置で、全国47都道府県に設置されている。 

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ） 

人工的に作られた油状の化学物質。主に変圧器やコン

デンサ、照明器具の安定器等の電気機器において絶縁油

として使用されていたが、その毒性が社会問題化し、昭

和47年に製造が禁止された。 

【み】 

ミヤマガラス 

  鳥網スズメ目カラス科カラス属。くちばしは細くまっ

すぐで、付け根が灰白色。ユーラシア大陸中緯度地方に

分布し、越冬のためほぼ日本全国に飛来する冬鳥。 

【も】 

モーダルシフト 

輸送形態の変換のこと。特に国内での貨物輸送手段を

トラックからより低公害で効率的な大量輸送機関であ

る内航海運や鉄道へ転換していくこと。環境問題、交通

問題等の解決の一貫として、幹線貨物輸送を内航船にシ

フトする動きが強まっている。 

【ゆ】 

有機塩素系化合物 

炭素あるいは炭化水素に塩素が付加された化合物の

総称。ドライクリーニング、メッキ、機機械の洗浄用等

広く使用・生産されていたが、地下水汚染の原因物質と
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して問題になっている。トリクロロエチレン、テトラク

ロロエチレン等については環境基準が設定されている。 

【よ】 

要監視項目 

  人の健康の保護に関連する物質ではあるが、公共用水

域等における検出状況等からみて、直ちに環境基準項目

とはせず、引き続き知見の集積に努めるべき項目。クロ

ロホルム、クロロエチレン、アンチモン等の26項目及び

指針値が設定されている。 

要請限度 

  指定地域内において、自動車の走行に伴って発生する

騒音・振動が、この限度を超えることにより、周辺の生

活環境が著しく損なわれていると認められるときには、

県公安委員会に交通規制を、道路管理者に舗装・補修等

を要請することができる。 

溶存酸素量（ＤＯ） 

  水中に溶けている酸素量のことをいい、溶存酸素は水

の自浄作用や水中の生物にとって必要不可欠なもので

ある。溶解量を左右するのは水温、気圧、塩分などで、

汚染度の高い水中では消費される酸素の量が多いので

溶存する酸素量は少なくなる。きれいな水ほど酸素は多

く含まれ、水温が急激に上昇したり、藻類が著しく繁殖

するときには過飽和の状態となる。 

【り】 

リサイクルポート 

  総合静脈物流拠点港。国土交通省が「循環型社会形成

推進基本計画」において、港湾を核とした総合的な静脈

物流システムの構築に向けた取組を推進するため、静脈

物流（人の血管に例えて、製品系の輸送を動脈物流と表

現するのに対し、生産や消費活動で排出されたものの輸

送を指す）の拠点として指定した港湾のこと。 

【る】 

類型指定 

  水質汚濁及び騒音の環境基準については、国において

類型別に基準値が示されている。 

  これに基づき、都道府県において、水質汚濁に関して

は現状水質等、騒音に関しては都市計画区域等を勘案し、

具体的な地域を当てはめ、指定することをいう。 

【ろ】 

ローボリウムエアサンプラー法 

  大気中の浮遊粉じんを採取する装置で、大気の汚染に

係る環境基準に定められている粒径10ミクロン以下の

「浮遊粒子状物質」を捕集するように作られている。 

【Ｂ】 

ＢＯＤ（Biochemical Oxygen Demand） 

  →生物化学的酸素要求量 

ＢＭＲＣ方式 

  健康影響調査法（疫学調査法）のひとつ。ロンドンの

スモッグによる過剰死亡が問題になった後に慢性気管

支炎を疫学的に把握する方法としてＢＭＲＣ標準質問

表が開発された。 

【Ｃ】 

ＣＯＤ（Chemical Oxygen Demand） 

  →化学的酸素要求量 

ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ（クールチョイス） 

日本が掲げる温室効果ガス排出量の削減目標を達成

するため、地球温暖化対策に資するあらゆる「賢い選択」

を促す国民運動。2015年に採択されたパリ協定を踏まえ、

日本は2030年度に温室効果ガスの排出を2013年度比で

26％削減することを目標としている。 

【Ｄ】 

ＤＯ（Dissolved Oxygen） 

  →溶存酸素量 

【Ｉ】 

ＩＳＯ14001 

  ＩＳＯは、International Organization for 

Standardizationの略で、日本語で「国際標準化機構」

と呼ばれている。本部はスイスのジュネーブにあり、国

際的な規格を作成する民間･非営利団体である。 

  ＩＳＯが作成している規格は、製品に対する仕様を定

めた製品規格、試験方法を定めた試験規格、そしてマネ

ジメントシステム規格等合計21,000規格以上に上り、Ｉ

ＳＯ14001は環境マネジメントシステムに関する規格で

ある。 

【Ｋ】 

Ｋ値（規制） 

  施設ごとに煙突の高さに応じた硫黄酸化物の排出許

容量を求める際に使用する大気汚染防止法で定められ

た定数である。Ｋ値は地域ごとに定められており、施設

が集合して設置される地域ほど規則が厳しく、その値も

小さい。 

ＫＥＳ 

  Kyoto Environmental Management System  

Standardの頭文字をとった略号で、環境マネジメントシ

ステムの規格の一つである。中小企業を中心に、低コス

トで取り組みやすい環境マネジメントシステムとして

普及している。ＫＥＳの登録・審査は、特定非営利活動

法人KES環境機構が行い、その協働活動組織として青森

県では、青森環境機構ＡＥＳが登録・審査を行っている。 

【Ｌ】 

ＬAeq →等価騒音レベル 

Ｌden →時間帯補正等価騒音レベル 

【Ｐ】 

ＰＣＢ →ポリ塩化ビフェニル 

pg-TEQ 

  pg（ピコグラム）は１兆分の１グラム（10-12ｇ）を表

す単位。ＴＥＱ（毒性等量）は、毒性の強さが異なるダ

イオキシン類の毒性の強さを表す方法として、濃度に毒

性等価係数（ＴＥＦ）を乗じて換算した数値。 

ｐＨ  →水素イオン濃度指数 

PM2.5 →微小粒子状物質 

ppm（parts per million） 

  百万分の一という意味の濃度を表す単位で、亜硫酸 

ガス１ppmとは、１㎥の空気中に亜硫酸ガスが１㎤混入

している状態をいう。 

ＰＲＴＲ制度 

  化学物質の管理システム。ＰＲＴＲ（Pollutant 

Release and Transfer Register）とは、人の健康や生
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態系に有害なおそれのある化学物質が、どのような発生

源からどれくらい環境中へ排出されたか、あるいは廃棄

物に含まれて事業所の外へ運び出されたかというデー

タを事業者自らが把握し、届け出たものを集計して公

表・開示する仕組み。 

【Ｓ】 

ＳＰＭ（Suspended Particulate Matter） 

→浮遊粒子状物質 

ＳＳ（Suspended Solids）→浮遊物質 

ＳＶ（Sludge Volume）→汚泥沈殿率

【Ｔ】 

ＴＤＩ（Tolerable Daily Intake）  

耐容一日摂取量。ある物質を、人が生涯にわたって継

続的に摂取したとしても健康に影響を及ぼすおそれが

ない一日当たりの摂取量。 

ＴＥＵ（Twenty－foot Equivalent Unit） 

コンテナの本数を20フィート・コンテナに換算した 

場合の単位。
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